2016年10月15日～17日
新潟米山知事誕生、学者の会、南スーダン、自･民改憲論議で調整、参院選と憲法、オスプレイ、米韓合同演習、新潟県知事選、衆院補選、TPP、自書き領収書、安保の新秩序、国連核兵器禁止条約、沖縄、小池都政、豊洲、社説
新潟知事に米山氏＝原発慎重派、自公は大敗－柏崎刈羽再稼働に影響必至
　任期満了に伴う新潟県知事選は１６日投開票され、無所属新人で共産、自由、社民３党推薦の医師米山隆一氏（４９）が、前同県長岡市長の森民夫氏（６７）＝自民、公明推薦＝ら無所属新人３人を破り、初当選を果たした。米山氏は東京電力柏崎刈羽原発（同県柏崎市、刈羽村）の再稼働に反対しており、影響は必至だ。投票率は５３．０５％で前回を９．１ポイント上回った。
　米山氏と森氏の得票差は６万票余り。自公両党は鹿児島県知事選に続き、原発立地県で手痛い敗北を喫した。安倍政権は再稼働の方針は堅持するものの難しいかじ取りを迫られそうだ。
　新人知事の誕生は、泉田裕彦知事が初当選した２００４年以来、１２年ぶり。選挙戦は米山氏と森氏の事実上の一騎打ちとなり、柏崎刈羽原発の再稼働問題が最大の争点だった。
　同原発は６、７号機が、原子力規制委員会の安全審査中だ。来年には結論が出るとみられており、再稼働には地元知事の同意が必須。米山氏は「東電福島第１原発事故の検証と総括なしに再稼働の議論はできない」とする泉田県政の路線継承をアピールし、現状での再稼働反対を訴えた。
　選挙戦は野党３党の推薦に加え、接戦が伝えられると、自主投票を決めた民進党も蓮舫代表が新潟入りするなど、同党国会議員や県議の多くが応援に加わった。
　米山氏は１６日夜、新潟市の事務所で「原発再稼働の話がきっとすぐに来るが、約束通り現状で認めることはできない」と語った。
　一方、森氏は豊富な行政経験や政府とのパイプの太さを強調。再稼働について、選挙戦中盤になって「問題があれば国、東電に反対と言う覚悟がある」と訴えた。自公両党は組織戦を展開して自民党の二階俊博幹事長らを応援に投入し、県内自治体の多くの首長も支援に入ったが、及ばなかった。　
◇新潟県知事選当選者略歴
　米山　隆一氏（よねやま・りゅういち）東大大学院医学系研究科単位取得退学。０３年医学博士号取得。医師、弁護士。新潟県出身。４９歳。当選１回。
◇新潟県知事選開票結果
当５２８，４５５　米山　隆一　無新
　４６５，０４４　森　　民夫　無新
　　１１，０８６　後藤　浩昌　無新
　　　８，７０４　三村　誉一　無新（時事通信2016/10/17-00:57）
「オール新潟の勝利」＝米山氏、野党共闘で－新潟知事選
　「オール新潟の勝利だ。皆さんの力で素晴らしい結果を得ることができた」。野党の支援を受け、新潟県知事選で初当選した米山隆一氏（４９）は午後９時１５分ごろ、当選確実の報が流れると、新潟市内の事務所に姿を見せ、集まった支持者に感謝の言葉を述べた。
　米山氏は、記者団に対し「うれしいと同時に身の引き締まる思い。たくさんの願いをかなえる立場になった。全力で取り組んでいく」と決意を表明。原発再稼働を望む声への対応を聞かれると、「真摯（しんし）に話をしていく。そして一つの方向を目指していくことになると思う」と語った。　
　一方、全国市長会長としての実績などを訴えたが、届かなかった森民夫氏（６７）は、同市内のホテルで「ひとえに私の実力不足」と支援者に陳謝。一人ひとりと握手をし、会場を後にした。（時事通信2016/10/16-23:19）
新潟知事に野党系米山氏　与党敗北、政権打撃

共同通信2016/10/17 01:00
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新潟県知事選で当選を決め、万歳する米山隆一氏（中央）＝16日夜、新潟市中央区

　任期満了に伴う新潟県知事選は16日投開票され、無所属新人で共産、自由、社民3党推薦の医師米山隆一氏（49）が自民、公明両党推薦の前長岡市長森民夫氏（67）ら無所属3新人を破り初当選した。米山氏は主要な争点だった東京電力柏崎刈羽原発の再稼働に慎重な立場を鮮明にしている。再稼働には知事の同意が必要で、政府や東電が推進する再稼働の難航は必至だ。

　九州電力川内原発の一時停止を公約とした新人が現職を破った7月の鹿児島県知事選に続く選挙結果で国の原発政策や安倍晋三首相の政権運営に打撃となる。東電への根強い不信感も示された形だ。米山氏は森氏に6万票余りの差をつけた。

新潟の泉田知事、米山氏にエール　ツイッターで「頑張って」

共同通信2016/10/16 23:54

　新潟県の泉田裕彦知事は16日夜、知事選に勝利した医師米山隆一氏に向け、ツイッターに「おめでとうございました。未来への責任をしっかり果たし、新潟を繁栄させるよう頑張ってください」と投稿し、エールを送った。

　泉田氏は13日に官邸を訪れた際、記者団から特定候補を応援するか問われて「後継指名しない」と述べ、態度を明確にしていなかった。

当選の米山氏に「頑張って下さい」　泉田知事がコメント
朝日新聞デジタル2016年10月17日00時58分
　新潟県の泉田裕彦知事は１６日、知事選の結果について、「当選された米山隆一様に心からお祝いを申し上げます。未来への責任をしっかり果たし、新潟を繁栄させるよう頑張ってください」とするコメントを出した。
新知事に米山氏　柏崎再稼働に「反対」　投票率53％　野党系は本県初
　新潟日報2016/10/17 01:30
任期満了に伴う第２０回県知事選は１６日投開票され、無所属新人で医師の米山隆一氏（４９）＝共産、自由（旧生活）、社民推薦＝が、無所属新人で前長岡市長の森民夫氏（６７）＝自民、公明推薦＝に約６万３千票差で勝ち、初当選した。米山氏は東京電力柏崎刈羽原発の再稼働に否定的な考えを前面に打ち出しており、再稼働反対の民意が示された形。国が進める再稼働が困難になる可能性がある。
　新知事の誕生は１２年ぶりで、本県初の野党系となった。共産党の推薦を受けた知事も初。森氏を推した自民党は県議会の約３分の２を占めており、原発再稼働問題をはじめ、人口減少、経済活性化といった課題が山積する中、米山氏がどう円滑に県政運営を進められるかが今後の焦点となる。
　泉田裕彦知事が４選出馬を突如取りやめ、新人４人の争いとなった今知事選。米山氏は野党３党のほか市民団体などが支援した。
　米山氏は再稼働問題を最大の争点と位置付けた。「福島事故の検証なくして再稼働の議論はできない」と、泉田知事の路線継承を強調。選挙戦中盤からは「現状では再稼働は認められない」と主張を強めた。
　自主投票の民進党の一部が終盤、米山氏の支援に回った。野党統一候補が自民党候補を破った７月の参院選新潟選挙区に続き、野党が連勝する形となった。
　米山氏は１６日夜、新潟市中央区の選挙事務所で「原発再稼働の話がきっとすぐ来る。約束した通り、現状では認められないとはっきり言う」と述べた。
　自民、公明両党から推された森氏は県市長会や町村会、建設業界などの推薦のほか、民進党の支持団体・連合新潟の支援を得て組織戦を展開。自民党が党本部直轄で支持団体を引き締めたが、及ばなかった。
　ともに無所属新人で行政書士の後藤浩昌氏（５５）と元団体職員の三村誉一氏（７０）は浸透しなかった。投票率は５３・０５％で、前回２０１２年よりも９・１０ポイント上昇した。
　当日有権者数　１９４万４０５０▽投票者数　１０３万１４０８▽投票率５３・０５％▽無効　１万８１０９▽持ち帰り　１１▽不受理　１
米山氏「再稼働は認められない」　新潟知事選
朝日新聞デジタル2016年10月17日01時08分

当選を確実にし、万歳する米山隆一氏（中央）ら＝１６日午後９時１９分、新潟市中央区、諫山卓弥撮影

米山隆一氏の当選確実の一報が流れ、喜ぶ支持者ら＝１６日午後９時２分、新潟市、諫山卓弥撮影

開票結果を待つ森民夫氏の支持者ら＝１６日、新潟市、迫和義撮影
　福島第一原発事故を起こした東京電力が運営する、柏崎刈羽原発の再稼働が焦点となった新潟県知事選。米山隆一氏（４９）＝共産、社民、自由推薦＝が、森民夫氏（６７）＝自民、公明推薦＝を破った。県民は何を思い、票を投じたのか。
　午後９時１５分すぎ、米山氏が新潟市中央区の事務所に姿を現すと、支援者ら約１００人が拍手で迎え入れた。米山氏はややこわばった表情で「自分でも信じられない結果だ。これは皆さんの、オール新潟の勝利だと思っている。この勝利は第一歩。ここから一つ一つ、丁寧に全力で形にしていきたい」と勝利宣言した。続いて「再稼働の話はきっとすぐに来る」とし、安全が確認できない以上「再稼働は認められないと主張していく」と言うと、大きな拍手が湧いた。記者団には「原発反対という民意が示された結果だ」と語った。
　柏崎刈羽原発の地元の柏崎市。原発反対地元３団体の共同代表、高橋新一さん（６９）は、再稼働に慎重な泉田裕彦知事の路線継承を訴える米山氏の当選を喜んだ。「県内で原発がこれほど大きな争点になった首長選はない。福島では避難指示区域の人々が５年以上たってもふるさとに帰れない。その事実を新潟県民も痛感したのだろう」
　一方、森氏を支持した原発メンテナンス会社の徳間昭則社長（５９）は肩を落とした。「米山氏は泉田知事と同じく県技術委員会で延々と議論を続ける構えだ。再稼働の最終判断までのスケジュールを示してくれないと、事業の主軸を柏崎刈羽原発に置いていいのかわからない」
　原発３０キロ圏内で森氏の地元の長岡市。板前の八木友樹さん（３８）は「事故で住めなくなるのは嫌。米山さんは公約に再稼働反対を掲げていた」。１９９６年の住民投票で東北電力の原発計画への反対が６割を占めた旧巻町（現・新潟市西蒲区）で、無職亀山秀正さん（７３）も米山氏に一票を投じた。「福島第一原発事故で、住民投票の時の不安は現実になった。ただ、再稼働するかどうか決めるのは地元。同様に住民投票しては」と話した。
　森氏に投票した人も、再稼働への賛否は分かれた。村上市の会社員藤田美紗さん（２３）は、原発の全基停止で知人の家族が職を失った。「原発は地域の重要な雇用。エネルギーの代替策もない今、再稼働するしかない」。燕市の無職鶴本英男さん（５９）は「自民党支持で森さんに入れたが、再稼働にはまだ安全とは言えない」と話した。
新潟知事に再稼働慎重派の米山氏　自公系候補らを破る
朝日新聞デジタル2016年10月16日23時42分

当選を確実にし、支持者から花束を受け取る米山隆一氏＝１６日午後９時２２分、新潟市、諫山卓弥撮影




　東京電力柏崎刈羽原発の再稼働が争点となった新潟県知事選は１６日、投開票され、再稼働に慎重姿勢で、無所属新顔の医師の米山隆一氏（４９）＝共産、社民、自由推薦＝が、同県長岡市の前市長の森民夫氏（６７）＝自民、公明推薦＝ら無所属新顔３氏を破って初当選した。投票率は５３・０５％（前回４３・９５％）だった。
　柏崎刈羽原発（同県柏崎市、刈羽村）は全７基が停止しており、原子力規制委員会が適合審査中。米山氏は、原発が立地する道県では鹿児島県に続く「慎重派知事」の誕生となる。知事に再稼働を止める法的権限はないが、知事の同意が得られなければ、原発停止が長期化する可能性もある。
　米山氏は当選確実の一報を受け、「これまで皆さんと約束してきた通り、命と暮らしが守れない現状での再稼働は認められないと主張していく」と述べた。
　米山氏は、再稼働に慎重だった泉田裕彦知事（５４）の不出馬表明後に「路線を引き継ぐ」として、民進党を離党して立候補。東電福島第一原発事故の検証や、重大事故時の避難計画の整備が不十分だとして、現状では再稼働は認められないとした。また、医療や介護の充実、返還不要な教育奨学金の創設なども掲げた。
　森氏は長岡市長を約１７年務めた実績をアピール。選挙戦後半で、再稼働推進姿勢の自民党が推薦する候補ながら再稼働について「問題があればノーと言う」と踏み込んだが、支持を広げられなかった。
　安倍政権は、告示直前まで勝利は堅いと見込んでいた森氏が敗れたことを重く受け止めており、今後の政権運営にも影を落としそうだ。政府高官は「野党が反原発を訴えた選挙でこちらが負けた。国のエネルギー政策にも当然、影響が出る」と語った。
　東京１０区、福岡６区の衆院２補選のさなかの知事選。原発再稼働が争点で接戦が伝えられる展開に、政党幹部が応援に入った。森氏を推薦した自民党からは二階俊博幹事長が業界団体などを回り、民進党は自主投票を決めていたが、最終盤で蓮舫代表が米山氏の応援演説に駆けつけた。
再稼働反対派の６４％、米山氏に　新潟知事選出口調査
朝日新聞デジタル峰久和哲2016年10月16日22時32分

柏崎刈羽原発の再稼働への賛否と投票先
　最近の地方選挙では珍しく、今回の新潟県知事選は争点が明確だった。柏崎刈羽原発の再稼働を認めるか、認めないか。そのことが選挙結果に直結した。
　朝日新聞社は１６日、県内９０投票所で出口調査を実施し、４８１２人から有効回答を得た。それによると、投票の際に最も重視した政策は①原発への対応（２９％）②景気・雇用（２４％）③医療・福祉（１８％）④地域の活性化（１７％）⑤子育て支援（８％）の順。
　最も多かった「原発への対応」を選んだ人の投票先は米山隆一氏に８４％、森民夫氏に１５％と明瞭な差がついた。「景気・雇用」「地域の活性化」を選んだ人はいずれもダブルスコアで森氏が米山氏を上回った。
　よりストレートに柏崎刈羽原発の再稼働への賛否を聞くと、反対６４％、賛成２８％。反対と答えた人の６４％が米山氏、３４％が森氏に投票。この差が決定的だった。賛成の人は７２％が森氏に、２４％が米山氏に票を投じた。
　世代別に見ると、男性の２０～４０代で森氏が強かった一方、女性の４０～６０代で米山氏が大きくリード。「経済」を重視する男性の働き盛り世代と「生活」を重視する中高年女性の意識の違いがくっきり浮かんだ。
　自民支持層の７３％が森氏に投票したが、２５％が米山氏に流れた。無党派層は米山氏に６３％で森氏の３４％を引き離した。民進支持層は８５％が米山氏に投票し、森氏はわずか１４％。民進党が「自主投票」を決めたことは、支持層の意識とかけ離れていたといえる。（峰久和哲）
新潟知事選、国と東電の誤算　再稼働のシナリオ揺らぐ
朝日新聞デジタル米谷陽一、風間直樹2016年10月16日23時59分
　経済産業省の幹部は１６日夜、「新潟県民にここまで原発再稼働アレルギーがあるとは」と嘆いた。
　経産省は、福島第一原発事故の賠償や廃炉に責任がある東電について、柏崎刈羽原発の再稼働を前提に新たな支援策を練ってきた。この秋には省内の有識者会議が、年内にまとめる報告書の議論を始めた。
　だが、今回の知事選で、県民が柏崎刈羽の再稼働に強い抵抗感を持っていることが明確になった。７月の鹿児島県知事選でも、稼働中の九州電力川内原発（薩摩川内市）の一時停止を公約に掲げた三反園訓氏が当選。全国の原発再稼働を進めたい経産省のシナリオは狂い始めている。

経産省が描く東電救済シナリオ


　経産省にとっては、柏崎刈羽の再稼働こそ東電再建の「前提」と考えていただけに衝撃は大きい。
　東電は２０１６年３月期に営業…【続きあり】
新潟知事に原発慎重派…米山氏、与党系候補破る

読売新聞2016年10月17日 01時11分



当選が確実となって花束を手渡される米山氏（１６日午後９時２３分、新潟市中央区の事務所で）

　新潟県知事選は１６日、投開票され、共産、自由、社民３党が推薦する新人で内科医師の米山隆一氏（４９）が、自民、公明両党から推薦を受けた前長岡市長の森民夫氏（６７）ら無所属の新人３人を破って初当選した。

　選挙戦では、東京電力柏崎刈羽原子力発電所（柏崎市、刈羽村）の再稼働問題が争点となった。再稼働に慎重な米山氏が当選したことで、国のエネルギー政策にも影響を与えるのは確実だ。

　米山氏は１６日夜、新潟市内の事務所で、「命と暮らしが守れない現状で原発再稼働を認めることはできない、とはっきり言わせてもらう」と支持者に述べた。

　知事は原発の運転に直接関与する法的権限を持たないが、政府は地元の同意を得た上で再稼働を進めたい考えだ。ただ、米山氏が当選したことで、同意の取り付けは難航が予想される。

　原発の立地県では、７月の鹿児島県知事選でも、川内原発の停止・再点検を求めたEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(みたぞのさとし),三反園訓)知事が当選した。

　柏崎刈羽原発の再稼働を巡っては、今回立候補を見送った泉田裕彦知事が「東電福島第一原発事故の検証なくして再稼働の議論はできない」と慎重な姿勢を示してきた。

　米山氏は、泉田氏の路線継承を掲げ、再稼働に関しても「原発事故の原因、健康・生活への影響、事故時の安全な避難方法などが検証されない限り、議論は始められない」との考えを強調してきた。

　与野党は党首・幹事長クラスを投入し、国政選挙並みの態勢で両候補を支援した。与党推薦候補が敗れたことは、来年１月の衆院解散が取り沙汰される中、安倍首相の解散戦略にも影響を与えそうだ。

　野党各党は、共産党の志位委員長ら推薦した３党の党首クラスが米山氏の応援に入ったほか、自主投票を決めた民進党の蓮舫代表も最終盤に新潟入りし、米山氏支持を表明した。

　一方、森氏は泉田県政を批判する立場を取ったが、再稼働については、県独自に安全を確認した上で是非を判断する考えを訴えていた。

　読売新聞が１６日に行った出口調査では、投票の際に重視した政策課題で最も多かったのが「原発再稼働」（３６％）で、原発再稼働を重視した人の８１％は米山氏に投票し、森氏に投票した人はわずか１６％だった。

　投票率は５３・０５％（前回４３・９５％）。

　　　　　　　　　◇
　新潟知事選確定得票

当　　５２８，４５５米山　隆一　無新〈共〉〈由〉〈社〉

　　　　４６５，０４４森　　民夫　無新〈自〉〈公〉

　　　　　１１，０８６後藤　浩昌　無新

　　　　　　８，７０４三村　誉一　無新

　（〈　〉は推薦政党）

新潟県知事選　米山氏が初当選　原発再稼働反対で与党破る
毎日新聞10月16日 21:54


当選が確実となり、支援者らと万歳する米山隆一氏（中央）＝新潟市中央区で２０１６年１０月１６日午後９時１９分、小川昌宏撮影
　任期満了に伴う新潟県知事選は１６日投開票され、無所属新人で医師の米山隆一氏（４９）＝共産、自由、社民推薦＝が、前同県長岡市長、森民夫氏（６７）＝自民、公明推薦▽海事代理士の後藤浩昌氏（５５）▽元団体職員の三村誉一氏（７０）の３新人を破り、初当選した。米山氏は現状での東京電力柏崎刈羽原発の再稼働に反対している。７月の鹿児島県知事選でも九州電力川内（せんだい）原発の一時停止を求める三反園訓（みたぞのさとし）氏が当選しており、政府の原発政策に影響を与える可能性が出てきた。投票率は５３．０５％（前回４３．９５％）。
　米山氏は出馬表明が告示６日前と出遅れたものの、再稼働に慎重だった泉田裕彦知事（５４）の路線を継承すると明言し、争点を絞って脱原発派を取り込んだ。与党が全面支援した森氏の敗北は安倍政権の痛手になる。
　与野党対決ながら、民進党が自主投票を決め、支援は野党間でばらつきがあった。しかし森氏との接戦が伝わると、民進党から脱原発を主張する国会議員らが有志で支援するようになり、終盤には蓮舫代表も応援のため新潟入りした。野党統一候補が自民現職を降した７月の参院選新潟選挙区に続く勝利となった。初当選を決めた米山氏は新潟市内の事務所で、「原発再稼働に関しては、皆さんの命と暮らしを守れない現状で認めることはできないとはっきりと約束します」と述べた。
　森氏は県内の幅広い首長から支持され、連合新潟の支援も受けた。告示直後は再稼働に積極的には触れなかったが、原発が争点化するにつれて「再稼働ノーも辞さない」と踏み込んだ。閣僚経験者らも応援に入り、自公は組織の引き締めを図ったものの、再稼働を進める自民には不信感があったとみられ、与党支持層を固めきれなかった。
　知事選は当初、４選を目指す泉田知事と森氏の事実上の一騎打ちとなる見通しだったが、泉田知事は８月末、県出資企業のトラブルを巡る地元紙の報道を理由に出馬を取りやめた。自公は森氏を支援し、民進の次期衆院選候補予定者だった米山氏が離党し出馬した。【米江貴史、南茂芽育】
＜新潟県知事選＞原発政策に影響　安全優先を米山氏に託す
毎日新聞2016年10月16日22時14分
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　東京電力柏崎刈羽原発の再稼働に反対姿勢を掲げた米山隆一氏が与党候補を降したことで、政府・与党が描く再稼働による原発推進、東電の経営再建のシナリオは見直しを迫られる。
　米山氏は、福島第１原発事故の検証が必要と主張し、支援する共産、自由、社民３党は再稼働に明確に反対している。原子力規制委員会の審査をクリアしても、強い反対姿勢を続ける可能性は高く、政府・与党の新たな課題となるのは確実だ。
　柏崎刈羽原発は福島第１原発と同じ沸騰水型で、事故に対する不安は根強い。原発施設の集中する日本海側の住民の不満も積もる。
　それでも、東電にとって再稼働が現実的に期待できる唯一の原発で、地元経済界や自民側の働きかけも容易に想像される。安全を最優先にした判断を貫けるか、民意を託された新知事が問われる番となる。【米江貴史】
＜新潟県知事選＞「原発反対、民意だ」支持者、喜びに沸く
毎日新聞2016年10月17日
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　東京電力柏崎刈羽原発の再稼働が争点になった１６日の新潟県知事選で、脱原発を掲げた野党候補の医師、米山隆一氏（４９）が自民、公明推薦の前長岡市長、森民夫氏（６７）らを破り、初当選した。同原発６、７号機では原子力規制委員会が安全審査中で、新知事は審査合格が出た後に再稼働を認めるか否かの判断を求められる。新潟市中央区の事務所で支持者は「再稼働にノーと言える知事の誕生だ」と喜びに沸いた。
　初当選が決まり、支持者らと万歳三唱した米山氏は「原発反対の民意が示された。（原発容認派も）同じ県民なので真摯（しんし）に話して、一つの方向を目指していく」と訴えた。
　森陣営の自民党県連幹部は「脱原発のワンフレーズに負けた」と述べ、悔しさをにじませた。
　原発が立地する柏崎市と刈羽村の両議会では早期の再稼働を求める請願を採択する一方、事故時の避難・防災対策の拡充を求める意見は強く、「すぐに再稼働はできない」という点は容認派、反対派とも一致する。
　地元の反原発団体「刈羽村生命を守る女性の会」で活動する高桑千恵さん（７０）は「事故が起きれば渋滞や大雪などで逃げ遅れ、被ばくの心配がある。地元に戻れる見通しも補償の約束もない」と主張。容認派も「大雪の夜の事故対策を国に求める」とし、柏崎市議会・斎木裕司議長は「規制委のＯＫで、議会もＯＫとは思っていない」と述べた。
　柏崎市では任期満了に伴う市長選が１１月２０日にあり、条件付きで再稼働を認める元市議、反対する元市職員の２人が出馬表明しており、再び原発が争点になる見通しだ。【高木昭午、南茂芽育】
政府・与党に痛手　補選へ引き締め 
2016/10/17 2:00情報元日本経済新聞　電子版
　16日投開票の新潟県知事選は共産、自由、社民３野党が推す米山隆一氏が、自民、公明両党が推薦する森民夫氏に競り勝った。与党は自民党の二階俊博幹事長ら党幹部が相次ぎ応援に入るなど国政選挙並みの態勢をとっただけに痛手だ。野党は民進党が自主投票としたが、事実上の共闘に手応えを感じている。安倍晋三首相の衆院解散戦略に影響する可能性もある。
　自民党の古屋圭司選挙対策委員長は16日夜、森氏の敗北が確実になった…【続きあり】
東電再建、険しさ増す　新潟知事に原発慎重派 
2016/10/17 0:16情報元日本経済新聞　電子版
　16日投開票の新潟県知事選で東京電力柏崎刈羽原子力発電所６、７号機（新潟県）の再稼働を「認められない」としてきた米山隆一氏が当選したことで、早期の再稼働には逆風となる。大幅な収支改善が見込める同原発の再稼働が遅れれば、東京電力ホールディングスの経営再建に打撃となる。福島第１原発事故の追加コストをどう負担するかの議論にも影響を与える。
　米山氏は再稼働に慎重だった泉田裕彦知事の路線継承を掲げ、原発ゼ…【続きあり】
米山氏「県民の思い、形に」　原発への不安、受け皿に 
日経新聞2016/10/17 0:35
　東京電力柏崎刈羽原発の再稼働の対応が争点となった新潟県知事選挙は16日、現状での再稼働に反対する姿勢を強調した医師で弁護士の米山隆一氏（49）が初当選した。同原発の再稼働は東電の経営再建のカギを握る。だが県民は再稼働に慎重だった泉田裕彦知事の路線継承を訴えた米山氏を支持し、東電への強い不信感を示した形となった。


新潟県知事選で当選を決め、関係者から花束を受け取る米山隆一氏（16日夜、新潟市中央区）＝共同
　「オール新潟の勝利。これからがスタートで、皆さんの思いを真摯に丁寧に全力で形にしていく」。「当選確実」の連絡を受け、16日午後10時前に新潟市の選挙事務所で記者会見した米山氏は「約束してきた通り、命と暮らしが守れない現状で再稼働は認められない」と改めて再稼働に反対する姿勢を訴えた。
　支持を集めた背景には、東電と原発に対する県民の強い不信感がある。新潟県に電力を供給しているのは東北電力で、柏崎刈羽原発は主に首都圏向けの電力を供給していた。県民には地方がリスクを背負っていることに対する不満もある。
　また泉田知事の指示を受け、県技術委員会は独自に東電福島第１原子力発電所事故を検証。その結果、炉心溶融（メルトダウン）の公表が遅れた問題が明らかになり、東電への県民の不信感が強まることになった。
　一連の対応で県民から支持を得ていた泉田知事は「福島原発事故の検証がなされない限り、再稼働の議論はできない」と一貫して慎重な姿勢を続けていた。
　選挙戦では米山氏は出馬をとりやめた泉田知事の路線を継承する立場を訴え、「現状のままで国から再稼働を認めるかを問われたら『認めることはできない』とはっきり答えたい」と強調。県民の不安や不満の受け皿となった格好だ。
　医師でもある米山氏は選挙戦で地域医療や介護、子育て支援の充実なども訴えた。新潟県の主力産業である農業分野では、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）対策として、農家への戸別所得補償制度の復活なども掲げた。
　▼東京電力柏崎刈羽原子力発電所　新潟県柏崎市と刈羽村にまたがる全７基の原発で、発電の総出力は世界最大となる。2011年３月の福島第１原発事故後、12年３月に全基が停止して以来、稼働していない。
　東電は６、７号機の再稼働に向けて13年９月、新規制基準への適合性審査を原子力規制委員会に申請しており、審査は終盤を迎えている。審査に合格すれば福島第１原発と同じ「沸騰水型」では初となり、東電は新潟県知事らに再稼働の了解を求める。
原発慎重派の米山氏当選　新潟知事選、「柏崎」再稼働に逆風 
2016/10/17 0:13情報元日本経済新聞　電子版
　任期満了に伴う新潟県知事選は16日投開票され、無所属で新人の米山隆一氏（49）＝共産、自由、社民推薦＝が、前新潟県長岡市長の森民夫氏（67）＝自民、公明推薦＝ら無所属新人３人を破り、初当選を果たした。米山氏は東京電力柏崎刈羽原子力発電所の再稼働に慎重な立場を鮮明にしており、政府のエネルギー政策にも影響しそうだ。
　投票率は53.05％で、過去最低だった前回2012年の43.95％を9.10ポイント…【続きあり】
敗れた森氏「全て私の実力不足」　新潟知事選 
日経新聞2016/10/17 0:38
　自民党幹部が相次ぎ応援のため新潟入りし、「国政選挙並み」（同党幹部）の支援を受けた森民夫氏（67）。16日午後10時前に新潟市内のホテルの記者会見場に姿を現し、「このような結果になったのは全て私の実力不足」と認め、肩を落とした。
　短い敗北の弁を述べて会場を立ち去った森氏は間もなく再び会場に。国政選挙並みの支援を受けながら敗れたことについて質問が飛ぶと、「不徳の致すところだ」と繰り返し謝罪した。


新潟県知事選で落選が決まり頭を下げる森民夫氏（16日夜、新潟市中央区）＝共同
　８月30日に泉田知事が知事選撤退を表明したことを受けて自民、公明両党が森氏の推薦を決定。民進党も自主投票を決めたことから、当初は森氏が優勢とみられていた。
　再稼働への批判を強める米山氏の追い上げを受け、終盤は「県技術委員会で検証して問題があれば、再稼働はノーと言う覚悟」とする慎重姿勢を強調。全国市長会会長を長年務め、国とのパイプ役を担える行政手腕もアピールしたが、十分に支持を広げられなかった。
産経新聞2016.10.16 22:44更新 
【新潟県知事選】野党推薦の米山隆一氏が初当選　柏崎刈羽再稼働に反対

開票速報で当確が伝えられ、万歳をして喜ぶ米山隆一氏（右から２人目）と陣営の幹部ら＝１６日午後９時２０分、新潟市中央区 
　任期満了に伴う新潟県知事選は１６日投開票が行われ、無所属新人の医師、米山隆一氏（４９）＝共産、自由、社民推薦＝が、前長岡市長の森民夫氏（６７）＝自民、公明推薦＝ら無所属新人３人を破り、初当選を果たした。東京電力柏崎刈羽原発（同県柏崎市など）の再稼働に反対する共産党など野党の後押しを受けた米山氏の当選で、政府や東電が推進する再稼働が困難になる可能性がある。
　米山氏は当選が確実となった同日夜、新潟市内で支持者らを前に「この勝利は第一歩だ。皆さんからいただいた思いを一つ一つ真摯に丁寧に全力で形にしていく」と述べた。柏崎刈羽原発の再稼働については「命と暮らしを守れない現状で、再稼働を認めることはできない」と明言し、反対の姿勢を鮮明にした。
　選挙戦は、森、米山両氏による事実上の一騎打ちの構図。柏崎刈羽原発は原子力規制委員会の審査が終盤を迎えており、再稼働問題が最大の争点となった。
　米山氏は再稼働に慎重な姿勢を取り続けた泉田裕彦知事の後継の立場を強調し、再稼働反対を前面に掲げて選挙戦を展開。推薦した共産党などの野党幹部のほか、自主投票を決めた民進党も選挙戦終盤の１４日に蓮舫代表が新潟入りし、与野党対決の様相となった。
　一方、森氏を推す自民、公明の与党は幹部らを投入し総力戦を展開。各種業界団体や連合新潟の支持も得たが苦戦を強いられた。
　知事選は、４選に向け出馬を表明していた泉田氏が８月３０日、突然、地元紙・新潟日報の報道に対する不満から不出馬を表明。新人４人が立候補し、激戦に突入した。元団体職員の三村誉一氏（７０）、行政書士の後藤浩昌氏（５５）も立候補したが、支持が広がらなかった。
産経新聞2016.10.17 01:02更新 
【新潟県知事選】共産・志位和夫委員長「新たな共闘促す歴史的勝利」と絶賛　早期の衆院候補調整、民進に呼びかけへ

新潟県知事選で米山氏が当選を決め、記者会見する共産党の志位委員長（左）と小池書記局長＝１６日夜、東京都渋谷区 
　共産党の志位和夫委員長は１６日夜、党本部で記者会見し、新潟県知事選で米山隆一氏＝共産、自由、社民推薦＝が勝利したことについて「全国で野党と市民とのあらたな共闘を促し、日本の政治の前途に大きな希望をもたらす歴史的勝利だ」などと絶賛した。共産党は次期衆院選での野党共闘にも弾みがついたとして、民進党に早期の候補者調整などを呼びかける考えだ。
　志位氏は会見で、民進党は自主投票としながらも、投票日直前の１４日に蓮舫代表が新潟入りしたことを取り上げ「実質的には民進党も含む野党共闘が作られた」と指摘。「野党と市民が力を合わせれば自民、公明両党を倒すことができると、鮮明な事実を通して示された。野党と市民の共闘にとって計り知れないプラスになる」とも述べた。
　さらに志位氏は、米山氏が東京電力柏崎刈羽原子力発電所の再稼働に反対していたことに触れ、「『再稼働は認められない』という県民の明瞭な審判を示すもの」とも強調。原発政策にも次期衆院選の争点として「野党間で前向きな一致点を作りたい」とも語った。
産経新聞2016.10.17 00:23更新 
【新潟県知事選】与党痛恨、野党共闘に“成功体験”与えてしまい…解散戦略に影響、ＴＰＰ審議にも暗雲
安倍晋三首相のテコ入れ通じず
　与野党の全面対決となった新潟県知事選は、安倍晋三首相（自民党総裁）と二階俊博幹事長が直々のテコ入れを図ったにもかかわらず、与党が手痛い敗北を喫した。共産党も推薦した野党共闘の候補勝利で“成功体験”も与えた形で、首相の衆院解散戦略にも影響しかねない。
　自民党の古屋圭司選対委員長は１６日夜、「誠に残念だ。県民の審判を厳粛に受け止める」との談話を発表したが、与党にとっては「残念」では済まされない痛恨の敗北だ。７月の参院選新潟選挙区でも自民党候補が野党統一候補に敗北。“連敗”を回避しようとしたが、県連や党幹部はことごとく状況を読み誤った。
　自民党では、３期１２年務めた現職の泉田裕彦知事が出馬を撤回した８月末の時点で、全国市長会会長も務めた与党候補、森民夫氏の楽勝ムードが漂っていた。その慢心が悪夢を招いた。
　告示直前に出馬表明した米山隆一氏に想定外の接戦に持ち込まれると、二階氏ら党幹部が入れ替わりで新潟入り。首相自らも泉田氏と官邸で面会して“懐柔”に乗り出したが、流れは変わらなかった。党幹部は「準備が全然できておらず、現場がフル回転しなかった」と振り返った。
「負ける理由ないのに負けた」
　公明党の斉藤鉄夫選対委員長は１６日夜、「国政への影響はない」とコメントしたが、額面通り受け止める向きは少ない。
　与党幹部は、高い内閣支持率を背景に首相が来年１月にも衆院解散を断行するとの「解散風」を盛んに吹かす。だが、自民党幹部は「与党系候補が連合新潟の支援も得て、相手は共産党が主体。あらゆる手を打ち、負ける理由がないのに負けた」と分析。２３日投開票の衆院東京１０区、福岡６区のダブル補選で勝利したとしても、「選挙基盤が弱い若手を中心に態勢を立て直す必要がある。解散風は弱まるのでは」と語る。
　新潟県は全国１位のコメ産地で、知事選では環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）も争点となった。それだけに１７日から首相が出席して衆院特別委員会で行われる審議にも暗雲が立ちこめてきた。（沢田大典）
新潟知事に再稼働反対派　野党系・米山氏「認めない」

東京新聞2016年10月17日 朝刊

　任期満了に伴う新潟県知事選は十六日投開票され、無所属新人で共産、自由、社民三党推薦の医師米山隆一氏（４９）が自民、公明両党推薦の前長岡市長森民夫氏（６７）ら無所属三新人を破り初当選した。米山氏は主要な争点だった東京電力柏崎刈羽原発の再稼働に慎重な立場を鮮明にしている。再稼働には知事の同意が必要で、政府や東電が推進する再稼働の難航は必至だ

　九州電力川内原発の一時停止を公約とした新人が現職を破った七月の鹿児島県知事選に続く選挙結果で、国の原発政策や安倍晋三首相の政権運営に打撃となる。東電への根強い不信感も示された形だ。投票率は５３・０５％で、過去最低だった二〇一二年の前回４３・９５％を９・１０ポイント上回った。

	 新潟県知事選で当選を決め、万歳する米山隆一氏＝１６日夜、新潟市中央区で
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　米山氏は十六日夜、新潟市内で、柏崎刈羽原発の再稼働について「命と暮らしを守れない現状で、認めることはできない」と述べた。自民党の古屋圭司選対委員長は「誠に残念だ。県民の審判を厳粛に受け止める」とする談話を発表した。

　米山氏は夏の参院選で共闘した三党や市民団体の要請を受け、告示直前に民進党を離党して出馬。「東電福島第一原発事故の検証なしに再稼働は議論しない」として国や東電に厳しい姿勢で臨んだ泉田裕彦知事の路線継承を訴えた。自主投票だった民進党も最終盤に蓮舫代表が応援に入るなど、与野党対決の様相となり、競り勝った。

　森氏は長岡市長を約十七年間務め、全国市長会長も歴任した中央とのパイプをアピールした。業界団体や連合新潟の支持も得たが苦戦。終盤には自民党の二階俊博、公明党の井上義久両幹事長ら政権幹部が応援に入ったが、及ばなかった。

　森氏は終盤に入り「問題があれば東電や国にノーと言う覚悟だ」と訴えたが、支持は広がらなかった。

　知事選を巡っては、二月に四選出馬を表明していた泉田氏が、第三セクター事業の契約トラブルを巡る地元紙報道への不満を理由に告示約一カ月前に突如、立候補を撤回。無投票が懸念されるなど、異例の展開をたどった。元団体職員三村誉一氏（７０）、行政書士後藤浩昌氏（５５）は支持が広がらなかった。

◆新潟知事選開票結果

当　５２８，４５５　米山隆一　無新

　＝共由社

　　４６５，０４４　森民夫　無新

　＝自公

　　　１１，０８６　後藤浩昌　無新

　　　８，７０４　三村誉一　無新

　　全票終了

米山隆一（よねやまりゅういち）　４９　＜１＞

医師・弁護士（元）放射線医学総合研究所医員▽東大院

安倍政権に打撃　東電・柏崎刈羽の再稼働は困難に

東京新聞2016年10月17日 朝刊

 　事実上の与野党対決となった十六日の新潟県知事選で、東京電力柏崎刈羽原発の再稼働反対を掲げた米山隆一氏が当選したことは、安倍政権の原発政策に打撃となった。九州電力川内（せんだい）原発を抱える鹿児島県に続き、知事選で与党系候補が「脱原発」勢力の支援を受けた候補に敗れ、安倍政権による原発再稼働に反対する地元の民意が鮮明になった。

　安倍政権は、各地で原発再稼働を目指している。現在運転中の原発は、川内原発２号機と四国電力伊方原発３号機の二基。定期検査中の川内１号機、関西電力高浜１～４号機などが原子力規制委員会の新規制基準の審査を終え、さらに二十基近くの審査が進んでいる。

　法的には同委の保安検査を通れば再稼働は可能だが、地元の意向は無視できない。政府のエネルギー基本計画は「立地自治体等の理解」を得ることを明記。自民党の参院選公約でも、地元の「理解と協力を得つつ再稼働を進める」としており、地元知事の判断が再稼働のかぎを握る。

　米山氏は知事選を通じ、柏崎刈羽原発の再稼働について「国から問われたら、認められないとはっきり言う」と言明。同原発は東電福島第一原発と同じ型の原子炉で、新潟県民の不安が大きいことも選挙結果で裏付けられた。安倍政権が新知事や県民の反対を押し切って再稼働させれば、世論の批判は避けられない。

　新潟県知事選の結果は、首相の衆院解散戦略にも影を落とす。自民党は新潟県知事選と二十三日投開票の衆院東京１０区、福岡６区の補欠選挙で「三連勝」を目指していた。九月に発足した民進党の蓮舫体制が勢いに乗れないうちに、政権基盤を強化して解散・総選挙に向けたフリーハンドを得る計算だったが、初戦に敗れ、思惑は外れた。

　自民党は七月の参院選で大勝したが、三十二ある改選一人区では甲信越や東北を中心に十一区で取りこぼし、二〇一三年参院選に比べ野党に詰め寄られた。来年一月の衆院解散が取り沙汰される中、新潟県知事選でも苦杯を喫し、地方組織の弱体化に党内で危機感が強まっている。　（篠ケ瀬祐司）

しんぶん赤旗2016年10月17日(月)

新潟知事選　統一候補・米山氏が勝利　自公破る　市民と野党の共闘実る　「原発再稼働ノー」流れ大きく
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（写真）当選を喜ぶ米山隆一知事候補（中央）と支持者＝16日、新潟市の米山選挙事務所


　「やったー。勝ったぞー」。１６日投開票の新潟県知事選で、市民と共産、自由（旧生活）、社民、新社会、緑の５党が擁立した米山隆一氏（４９）が、自民・公明党推薦の森民夫氏（６７）＝前長岡市長＝を大接戦の末に破り初当選を果たしました。東京電力柏崎刈羽原発の再稼働が大争点の選挙戦。最終盤に官邸、自民党本部、電力業界を中心とする財界の激烈な締め付けをはね返した、市民と野党による歴史的な大勝利です。

　午後９時、当選確実の報が流れた新潟市中央区の米山事務所。詰めかけた市民や支援者から「ばんざーい、ばんざーい」と大歓声が起こるとともに、「よーねやま、よーねやま」コールに包まれました。いたるところで支援者が抱き合ったり、握手を交わすなど喜びを表しました。

　事務所に姿を現した米山氏は「県民みなさんの勝利です。オール新潟の勝利です」とあいさつし、原発再稼働ストップ、ＴＰＰから新潟の農業を守るといった、選挙中に掲げた公約実現のために、みなさんの力を借りながら全力で頑張ると決意表明しました。

　選対本部長の森裕子参院議員は「再稼働を絶対許さない県民の意思が示されたものだ」と強調すると、大きな拍手に包まれました。日本共産党の藤野保史衆院議員も事務所に駆けつけました。

　ＮＨＫの出口調査によると、柏崎刈羽原発の再稼働に対し「反対」と答えた人が７３％に上り、そのうち６割台が米山候補を支持しました。

　米山氏を擁立した確認団体「新潟に新しいリーダーを誕生させる会」（市民と５野党で構成）の佐々木寛共同代表の音頭で万歳三唱し、同共同代表の磯貝潤子さんが米山氏に花束を渡しました。

　佐々木氏は「本当に奇跡が起きた。新しい新潟が始まる」とのべました。

　森陣営は、終盤に「横一線」との情勢が報じられる中、党幹部や国会議員を大量動員して「県庁に赤旗が立つ」などの卑劣な攻撃や、再稼働問題で「米山氏と違いはない」などと争点回避に躍起でしたが、市民の理解は得られませんでした。

　米山氏は、新潟県魚沼市出身。東京大学医学部卒で医師、弁護士。２００５年、０９年、１２年の衆院選新潟５区から立候補。

しんぶん赤旗2016年10月17日(月)

日本政治の前途に大きな希望　新潟知事選　志位委員長が会見
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（写真）記者会見する志位和夫委員長＝１６日、党本部


　日本共産党の志位和夫委員長は１６日、東京電力柏崎刈羽原発の再稼働を最大争点とする新潟県知事選で、野党と市民の統一候補としてたたかった米山隆一氏が勝利した結果を受け、党本部で記者会見を行い、次のように述べました。小池晃書記局長が同席しました。

◇
　一、米山隆一さん勝利という素晴らしい選択をされた新潟県民のみなさんに、心からの敬意と感謝を申し上げたいと思います。

　一、米山隆一さんの勝利は、何よりもまず、「柏崎刈羽原発の再稼働を認めない」という県民の明瞭な審判を示すものです。私は、政府と東京電力に対して、この県民の審判を重く受け止めることを強く求めたいと思います。

　一、米山隆一さんの勝利は、野党と市民が本気で力をあわせるならば、１プラス１が３にも４にもなり、政府・与党の激しい攻撃をはねかえして、勝利することができることを示しました。

　この勝利は、新潟にとどまらず、日本全国での野党と市民の共闘の新たな発展を促し、日本の政治の前途に大きな希望をもたらす文字通りの歴史的勝利となりました。

　一、日本共産党は、他の野党、市民とともに、米山新知事を支え、米山新県政を発展させるために、全力をつくす決意です。

しんぶん赤旗2016年10月17日(月)

新潟知事選　米山氏当選　共闘発展促す歴史的勝利　期待　急速に広がった

　新潟県知事選で、「新潟に新しいリーダーを誕生させる会」の米山隆一候補が、柏崎刈羽原発再稼働を止めてほしい、農業、暮らし・福祉を良くしてほしいとの県民の熱い思いを受けとめ勝利しました。日本の政治の前途に大きな希望をもたらす歴史的勝利となりました。

原発の危険　根深い不安

　勝利の要因は、第一に米山氏が、一度断った出馬要請を県民や野党の熱烈な願いを受けとめ立候補したことです。立候補に当たり、泉田裕彦知事の「福島原発事故の検証なしに、再稼働の議論はできない」という路線を引き継ぐことを表明しました。多くの県民の期待と激励が急速に広がりました。

　第二に、福島原発事故を経験し、原発の危険に対する国や東電への根深い不安感が県民・国民に存在し、官邸や自民党、「原子力ムラ」の圧力をもってしても抑えきれないことを示しました。相手陣営は「県庁に赤旗が立つ」などの卑劣な攻撃をしたり、大量の国会議員を動員しての団体締め付けを行いましたが、県民の願いの前には通用しませんでした。この勝利は、原発問題で野党と市民の共闘で勝利した鹿児島県の三反園訓（みたぞの・さとし）知事に続くものです。

安倍政治にノーを示す

　第三に、参院選に続く、今回の知事選で、市民と野党の共闘がいっそう進化したことです。市民と野党５党が何としても県民の願いを閉ざしてはならないと、懸命に奮闘し、多くの市民が立ち上がる選挙になり、日に日に野党共闘の結束が強まっていきました。

　日本共産党の志位和夫委員長、小池晃書記局長や各党党首クラスが相次いで応援に駆けつけました。選挙戦が進む中で、自主投票を決めていた民進党が松野頼久、前原誠司の両衆院議員、黒岩宇洋県連代表らをはじめ幹部が応援、最終盤には蓮舫代表、江田憲司代表代行が駆けつけました。

　米山氏の勝利は、安倍政権の強行政治にノーを示し、新潟にとどまらず、野党と市民の共闘の新たな発展を促す歴史的勝利になりました。（新潟県・村上雲雄）

新潟県知事選 米山隆一氏が初当選
ＮＨＫ10月16日 23時55分
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東京電力が目指す柏崎刈羽原子力発電所の再稼働への対応などが争点になった新潟県知事選挙は１６日に投票が行われ、原発の再稼働に慎重な姿勢を示してきた現職の知事の路線を継承すると訴えた医師の米山隆一氏が、自民党と公明党が推薦する候補らを破り、初めての当選を果たしました。
新潟県知事選挙の結果です。
▽米山隆一（無所属・新）当選、５２万８４５５票
▽森民夫（無所属・新）、４６万５０４４票
▽後藤浩昌（無所属・新）、１万１０８６票
▽三村誉一（無所属・新）、８７０４票
共産党、自由党、社民党が推薦する医師の米山隆一氏が、自民党と公明党が推薦する前の長岡市長の森民夫氏らを抑えて初めての当選を果たしました。
米山氏は、新潟県魚沼市出身の４９歳。医師や弁護士として活動する一方、民進党の衆議院新潟５区の公認候補に内定していましたが、今回の選挙の告示直前に離党して、立候補しました。
選挙戦で米山氏は、東京電力が目指している柏崎刈羽原子力発電所の再稼働に慎重な姿勢を示してきた、泉田裕彦知事の路線を継承するとして、福島第一原発の事故の原因について徹底的な検証が必要だなどと訴えたほか、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定から新潟の農業を守るなどと主張しました。
その結果、推薦を受けた共産党や社民党の支持層をはじめ、自主投票を決めた民進党の支持層や、支持政党を持たない「無党派層」などからも幅広く支持を集め、自民党と公明党が推薦する森氏らを破って、初めての当選を果たしました。
当選した米山氏は、「皆さんからいただいた思いを、ひとつひとつ真摯（しんし）に丁寧に、全力で形にしていく。原発再稼働の話がきっとすぐに来るが、約束したとおり、命と暮らしを守れない現状で認めることはできないと、はっきり言わせていただく」と述べました。
新潟県知事選挙の投票率は５３．０５％で、前回（４年前）の選挙と比べて９．１０ポイント高くなりました。
一方、落選した森民夫氏は、「このような結果になったのはすべて私の実力の不足で、皆さんに心からおわび申し上げる。新潟県が皆さんの力でもっともっと発展するように心から祈っている」と述べました。
東電 「引き続きしっかり取り組む」
原発の再稼働に慎重な姿勢を示してきた現職の知事の路線を継承すると訴えた、米山氏が当選したことについて、東京電力は「知事選の結果については県民のみなさまが選んだ結果だと思っています。当社としては、福島第一原子力発電所の事故の反省と教訓を踏まえて柏崎刈羽原子力発電所で講じている安全対策などについて引き続きしっかりと取り組んでまいりたい」とコメントを出しました。
新潟県知事選 各党の反応
ＮＨＫ10月16日 23時23分
新潟県知事選挙は１６日に投票が行われ、共産党、自由党、社民党が推薦した米山隆一氏が、自民党と公明党が推薦する候補らを破り、初めての当選を果たしました。候補者を推薦した各党の反応です。
自民党の古屋選挙対策委員長は、「推薦した候補が健闘したものの、あと一歩及ばなかったことは、誠に残念な結果だ。県民の審判を厳粛に受け止め、敗因をよく分析し、党の組織の拡充と強化に努め、県民の期待に応えられるよう努力していきたい」というコメントを出しました。
公明党の斉藤選挙対策委員長は、「県民生活の向上に向けた候補の訴えが十分に浸透せず、残念だ。国政への影響はないと考えている」というコメントを出しました。
共産党の志位委員長は記者会見で、「新潟にとどまらず、日本全国で野党と市民の共闘の新たな発展を促し、日本の政治の前途に大きな希望をもたらす歴史的な勝利であり、日本の政治を大きく動かす勝利になるという強い予感がする。力を合わせれば自民・公明両党を倒すことができるという鮮明な事実を示し、野党と市民の共闘にとって、計り知れないプラスになる」と述べました。
自由党の小沢代表は、「原発再稼働反対を明確にして戦った米山氏が勝利したことは、明らかに『原発反対』という民意の表れで、安倍政権と与党に対する地方の怒り、抗議が具体的な形になったものだ。今回は残念ながら完全な体制での野党共闘とはならなかったが、安倍政権を打倒する一点において、政権交代可能な野党共闘を積極的に進めるべく、引き続き全力で活動していきたい」とするコメントを出しました。
社民党の又市幹事長は、「米山新知事と共に、柏崎刈羽原発の再稼働をさせず、子どもたちの支援など、憲法理念を生かした県政の実現に取り組む。新潟県知事選挙での野党共闘の勝利をバネに、安倍１強政治を打破し、政権の暴走を止めるため、野党間の選挙協力態勢の推進を求めていく」となどする談話を発表しました。
新潟県知事選 出口調査では米山氏やや優勢
ＮＨＫ10月16日 21時16分
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東京電力が目指す柏崎刈羽原子力発電所の再稼働への対応などが争点となった新潟県知事選挙は、16日午後８時で投票が締め切られ、一部の開票所で開票作業が始まっています。ＮＨＫが行った出口調査によりますと、共産党、自由党、社民党が推薦する医師の米山隆一氏が、自民党と公明党が推薦する前の長岡市長の森民夫氏らをリードし、やや優勢です。
新潟県知事選挙は、東京電力が目指す柏崎刈羽原子力発電所の再稼働への対応や、人口減少が進む中での産業振興策などについて論戦が繰り広げられました。
新潟県知事選挙について、ＮＨＫは、有権者の投票行動や政治意識を探るため、投票日の１６日、新潟県内の３２か所の投票所で投票を済ませた有権者４０５９人を対象に出口調査を行い、およそ７２％にあたる２９２５人から回答を得ました。一方、１５日までに有権者の１３％余りが期日前投票を済ませていますが、これらの有権者は調査の対象になっていません。
出口調査によりますと、共産党、自由党、社民党が推薦する米山氏と、自民党と公明党が推薦する森氏の争いになっていますが、米山氏がやや優勢です。
調査の対象者の支持政党を見てみますと、▽自民党が４２％、▽民進党が１５％で、▽支持政党を持たない、いわゆる無党派層は３２％でした。
米山氏は、民進党支持層の８０％台、共産党支持層の９０％台、無党派層の６０％台から支持を得ました。
これに対し森氏は、自民党支持層の７０％余り、公明党支持層の７０％台後半、無党派層の３０％台前半の支持を得ました。
また、柏崎刈羽原発の再稼働への賛否を聞いたところ、反対が７３％、賛成が２７％で、「反対」と答えた人のうち、６０％台が米山さんを支持しています。
産経新聞2016.10.17 05:00更新 
【新潟県知事選】ちぐはぐ対応に終始…民進に忍び寄る“共産主導”への懸念　米山隆一氏勝利も連合とは足並み乱れ
　野党は１６日投開票の新潟県知事選で、事実上の野党統一候補の米山隆一氏＝共産、自由、社民推薦＝が自民、公明両党の推薦候補を破ったことで、次期衆院選に向けた野党共闘路線を加速させる構えだ。ただ民進党にとって、支持母体の連合との足並みの乱れが露呈し、共闘路線が共産党主導で進むことへの懸念も広がりそうだ。（清宮真一）
　■ポスター貼りも遊説も共産が前面に
　前面に立って米山氏を支援した共産党は１６日夜、志位和夫委員長が党本部で記者会見し、「全国で野党と市民の新たな共闘を促す歴史的勝利だ」と強調。次期衆院選に向け野党間の候補者調整を急ぐ考えを示した。自由党の小沢一郎代表も「安倍晋三政権打倒の一点で野党共闘を積極的に進める」との談話を出した。
　民進党は今回、米山氏を推薦せず、「自主投票」で臨んだ。米山氏は民進党の衆院新潟５区の公認予定候補だったが、東京電力柏崎刈羽原子力発電所の再稼働の是非をめぐり、共産党とともに「再稼働反対」を明言したため、電力関係の労働組合を傘下に持つ連合新潟が反発。蓮舫代表は介入を避け、自主投票とした。
　選挙戦では、共産党は志位氏ら幹部が新潟入りしたほか、地元党員が先頭になって米山氏のポスター貼りを実施するなど、前面に立って支援した。
　■バツ悪い？コメント発表避ける
　民進党も自主投票とはいえ、前原誠司元外相が新潟県長岡市で共産党の小池晃書記局長と街頭演説を行うなど、新潟入りする国会議員も増加。蓮舫氏も投票日直前の１４日になって急遽支援に駆けつけ、共闘路線に近づいた。
　米山氏は劣勢だった序盤情勢からの逆転勝利。野党共闘が功を奏した結果となった。新潟では７月の参院選も野党統一候補が自民党の現職に約２３００票差で競り勝っており、今回も共産党票の“上積み効果”が確認された形となった。
　野党は、ささやかれる来年１月の衆院解散・総選挙をにらんで、安倍晋三政権への攻撃を強める構えだ。ただ、民進党には蓮舫氏のちぐはぐな対応に「自主投票にしたのが間違い」（増子輝彦参院議員）などの不満がくすぶる。党幹部はバツが悪いのか、１６日夜に選挙結果が明らかになった後も、表立ったコメント発表を避けた。このまま共闘路線が進めば共産党に主導権を握られかねない。
産経新聞2016.10.16 22:15更新 
【新潟県知事選】公明・斉藤鉄夫選対委員長、与党敗北でも「国政への影響ない」
　公明党の斉藤鉄夫選対委員長は１６日夜、同日投開票された新潟県知事選で自民、公明両党が推薦する前長岡市長、森民夫氏の敗北が確実となったことを受け、「県民生活向上に向けた森候補の訴えが十分に浸透せず残念だ。支援くださった皆様に心から御礼申し上げる。国政への影響はないと考えている」との談話を発表した。
産経新聞2016.10.16 22:09更新 
【新潟県知事選】自民・古屋圭司選対委員長「県民の審判を厳粛に受け止める」　与党敗北で談話

新潟県知事選で当選を決め、関係者から花束を受け取る米山隆一氏＝１６日夜、新潟市中央区 
　自民党の古屋圭司選挙対策委員長は１６日夜、同日投開票の新潟県知事選で自民、公明両党が推薦した候補の落選が確実となったことを受け、「健闘したものの、あと一歩及ばなかったことは、誠に残念な結果だ。県民の審判を厳粛に受け止め、今回の敗因をよく分析し、党組織の拡充強化に努め、県民の期待に応えられるよう努力していく」とのコメントを発表した。
産経新聞2016.10.16 22:49更新 
【新潟県知事選】柏崎刈羽、遠のく再稼働…経産省幹部「全国に影響でなければよいが」　エネ政策・東電経営に影響大

東京電力柏崎刈羽原発の６号機（中央）、７号機（右）＝新潟県柏崎市 
　柏崎刈羽原発の再稼働反対を新潟県知事選の最大の争点に掲げた米山隆一氏が当選したことで、同原発の再稼働は一層困難になりそうだ。エネルギー政策や東京電力ホールディングス（ＨＤ）の経営への影響は大きく、政府は危機感を募らせている。
　米山氏が１６日夜、柏崎刈羽原発の再稼働を「認めることはできない」と明言したことに対し、経済産業省幹部は「全国の原発再稼働に影響が出なければよいが」と顔を曇らせた。
　原発を「重要なベースロード電源」と位置づける政府にとって、福島第１原発と同型の沸騰水型である柏崎刈羽原発を再稼働することはエネルギー政策の立て直しの第一歩となるはずだった。
　政府が描く東電ＨＤの脱国有化の道筋も不透明になる。再稼働しなければ、１基当たりで年間約１２００億円の収支改善効果は得られない。国に肩代わりさせている福島第１原発事故の賠償費用を返済する財務体質改善も難しいままだ。原発で発電する安価な電気を生かせず、料金水準を引き下げられないため、電力自由化での競争にますます後れを取ることにもなる。
　東電ＨＤは、米山氏の当選を受けて「知事選は県民の皆様が選んだ結果と受け止めている。福島第１原発事故の反省と教訓を踏まえて、柏崎刈羽原発で講じている安全対策などについて、引き続きしっかりと取り組んでいきたい」とのコメントを出した。
　しかし、東電関係者は「（与党が推薦した）森民夫氏となら建設的な話し合いができると思ったのに」とため息を漏らした。
知事選 きょう投開票　結果判明は午後１１時ごろ
　新潟日報2016/10/16 08:30
任期満了に伴う第２０回県知事選は１６日、投開票される。元団体職員の三村誉一氏（７０）、前長岡市長の森民夫氏（６７）＝自民、公明推薦＝、医師の米山隆一氏（４９）＝共産、自由（旧生活）、社民推薦＝、行政書士の後藤浩昌氏（５５）の無所属４新人が立候補。政党の支援を受ける森氏と米山氏が競っている。開票は午後８時から順次始まり、午後１１時ごろに結果が判明する見通し。
　３期１２年務めた泉田裕彦知事が退任し、戦後９人目の民選知事を選ぶ選挙。東京電力柏崎刈羽原発の再稼働問題や産業振興、人口減少問題、医療・福祉など山積する課題に対峙（たいじ）するかじ取り役が決まる。
　共産党を除く主要政党が泉田氏に相乗りした前回２０１２年の知事選は、投票率が４３・９５％と戦後最低を更新した。今回は構図が一変し、与野党対決となっており、投票率が注目される。選挙権年齢が「１８歳以上」に引き下げられてから初の知事選で、若者の動向も焦点だ。
　投票は県内１４６１カ所で午前７時に始まり、終了時刻を繰り上げる５９４カ所を除き、午後８時まで行われる。県内の選挙人名簿登録者数（有権者数）は９月２８日（長岡市と阿賀野市は１０月８日）現在で１９５万６５７８人。
新潟県知事選、16日に投開票　無所属4新人の争い

共同通信2016/10/15 19:17

　任期満了に伴う新潟県知事選は16日に投開票される。立候補しているのはいずれも無所属新人の4人で、元団体職員三村誉一氏（70）、前長岡市長森民夫氏（67）＝自民、公明推薦、医師米山隆一氏（49）＝共産、自由、社民推薦、行政書士後藤浩昌氏（55）。選挙戦最終日の15日、候補者は大票田の新潟市内などで支持を呼び掛けた。

　知事選では、原子力規制委員会の審査が終盤を迎えている東京電力柏崎刈羽原発の再稼働対応が主な争点となっている。

　新潟市内で演説した森氏は規制委の審査合格後も直ちには再稼働に応じない考えを強調した。

　米山氏は「再稼働は認められない」と訴えた。

安保反対学者の会が集会　「憲法をやさしく語ろう」

共同通信2016/10/16 19:01
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「安全保障関連法に反対する学者の会」の意見交換会であいさつする諏訪原健さん＝16日午後、東京都内　昨年6月に発足し、各地の大学教員や学生らと連携して活動してきた「安全保障関連法に反対する学者の会」が16日、今後の課題を話し合う意見交換会を東京都内で開き、「憲法や政治に興味のない人たちへのアプローチを考えるべきだ」と議論を交わした。

　各地の大学教授ら約90人が参加し、解散したSEALDs（シールズ）の元メンバーで筑波大大学院の諏訪原健さん（23）が「違憲ではないと言い切る政権の態度は限度を超えている。声を上げていかなくてはいけない」とあいさつした。

しんぶん赤旗2016年10月17日(月)

安保法廃止へ連帯さらに　学者の会と大学「有志の会」意見交換

　「安全保障関連法に反対する学者の会」（学者の会）は１６日、東京都内で全国の大学で活動している「有志の会」との意見交換会を開催し、連帯して運動を発展させるために交流しました。３９の「有志の会」など約１００人が参加しました。

　「学者の会」を代表して学習院大学教授の佐藤学氏が基調報告。「良識と知性で先見性のある行動をとることが学者の役割」とのべ、安保関連法に反対する運動のなかで果たした役割は「小さくなかった」とのべました。「有志の会」は全国１７０大学につくられていることも紹介しました。

　「市民の運動が野党統一の力になった」とのべた佐藤氏は、「衆院選挙に向けて、何が何でも野党統一候補を実現することが課題だ」と強調。今後の方針として、各大学の有志の会や関連団体と連携した統一行動を基本とし、自衛隊の南スーダンへの派兵阻止、軍学共同反対、改憲阻止の三つの課題をあげました。学生や大学院生を対象に大学の枠を超えた学習、討論の場をつくることも検討したい、とのべました。
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（写真）開会あいさつ・基調報告をする佐藤学教授＝16日、東京都千代田区


　元ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）のメンバーで大学院生の諏訪原健氏が連帯のあいさつに立ち、「学者の会」とともに学ぶ機会を一緒につくるなどして、「若者と政治をきちんとつなげていきたい」と語りました。

　学習院大学教授の青井未帆氏、東京大学名誉教授の広渡清吾氏、名古屋大学名誉教授の池内了氏が特別報告をしました。安倍晋三政権が進める軍学共同について報告した池内氏は、軍事研究を禁止する方針が変われば「日本の学術がおかしくなり、政府・財界・軍に甘く見られ、市民からの信頼を失う」と語り、軍学共同に反対するとりくみの重要性を強調しました。

　「新安保法制の撤回を求める信州大学人の会」の活動報告をした信州大学教授の久保亨氏は、学生との共同の取り組みを紹介し、「市民とともに学び会う空間をつくっていきたい」と語りました。早稲田大学、学習院大学、京都大学などから「有志の会」の活動が報告されました。

南スーダン、１週間で６０人以上が死亡　政府軍発表
朝日新聞デジタル三浦英之2016年10月15日21時10分
　南スーダンの政府軍報道官は１４日、国内での戦闘や残虐行為により、過去１週間に少なくとも６０人が死亡したと発表した。ロイター通信が伝えた。
　報道官は、マシャル前副大統領を支持する反政府勢力が８日から１３日にかけて市民２８人と政府軍兵士１１人を殺害したとし、「市民を焼き殺している」と非難した。マシャル派の２１人も死亡したという。一方、マシャル派の報道官は「残虐行為に加担しているのは、数カ月間も給料をもらえていない政府軍兵士だ」と反論した。
　南スーダンではここ数週間、暴力行為や武力衝突が増加。現地で国連平和維持活動（ＰＫＯ）を続ける国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）も１２日、治安の悪化を「非常に懸念している」との声明を出した。（三浦英之）
南スーダン、戦闘などで「１週間で６０人死亡」

読売新聞2016年10月15日 19時54分

　【キガリ＝上杉洋司】ロイター通信によると、南スーダンの軍報道官は１４日、政府軍とマシャール前副大統領派の戦闘や、同派の略奪などで、約１週間で民間人２８人を含む少なくとも６０人が死亡したと発表した。南スーダンには、陸上自衛隊の施設部隊約３５０人が派遣されている。

南スーダン 戦闘で６０人死亡…政府発表、１週間で
毎日新聞2016年10月15日　11時04分（最終更新　10月15日　11時20分）
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南スーダンの首都ジュバの難民キャンプで活動する国連のＰＫＯ部隊＝ＡＰ
　【ヨハネスブルク小泉大士】政情不安が続く南スーダンで、政府軍のルアイ報道官は１４日、反政府勢力との戦闘により、この１週間で少なくとも双方で計６０人が死亡したと述べた。報道官は、反政府勢力が民間人も殺害したとして、強く非難した。 
　報道官によると、反政府派の武装集団が８〜１３日、政府軍兵士１１人と民間人２８人を殺害した。反政府派側も２１人が死亡したという。一方、ロイター通信によると、反政府派の報道官は、市民は標的にしないと述べた。 
　日本の陸上自衛隊が参加している国連の南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）も１２日、国内各地で武力衝突の報告が増加しており、「多くの市民が犠牲になっている」と懸念を表明。自衛隊の部隊が活動している首都ジュバ市内は小康状態にあるが、南西約１５０キロのイエイ周辺などで衝突が多発し、不安定な治安情勢が続いている
自民と民進 憲法改正論議開始で調整へ
ＮＨＫ10月16日 4時20分
憲法改正をめぐる国会論議にあたって、民進党は、自民党の改正草案は、立憲主義を否定するものだとして撤回するよう求めています。これに対し、自民党は、草案の実現を必ずしも前提としないことで、今週には議論を始めたい考えで、両党の調整が行われる見通しです。
衆参両院は、先の参議院選挙の結果、与党と、憲法改正に前向きな勢力が、改正の発議に必要な３分の２の議席を占めましたが、今の国会で、憲法審査会での論議は行われていません。
民進党は、議論には積極的に応じるとしていますが、自民党が野党時代の平成２４年にまとめた憲法改正草案は、国民の権利を軽んじ、立憲主義を否定する中身であり認められないとして、撤回するよう求めています。また、近く、党の憲法調査会で、自民党の草案の問題点に関する検証を始めることにしています。
これに対し、自民党は、草案の撤回には応じないものの、平成１７年にまとめた草案とともに、２つの草案を党内で議論を積み重ねた「公式文書」と位置づけるにとどめ、草案の実現を必ずしも前提としないことで、民進党の理解を得たい考えです。自民党は、こうした方針を、１８日開く、党の憲法改正推進本部で確認したうえで、今週には議論を始めたい考えで、民進党との間で調整が行われる見通しです。
参院議員の県代表化　自民内の改憲案に公明代表「懐疑的」

東京新聞2016年10月16日 朝刊

　公明党の山口那津男代表は十五日、参院の選挙区選出議員を「都道府県代表」と位置付ける改憲案が自民党内にあることについて「説得力のあるものを生み出せるか極めて懐疑的だ」との認識を示した。熊本市内で記者団の質問に答えた。

　「国会議員は国全体の奉仕者であり、全国民の代表というのが憲法の基本だ」とも述べた。夏の参院選の「一票の不平等」を「違憲状態」とした十四日の広島高裁岡山支部判決に関し「厳しい判断だ。衆参両院の在り方も含めた選挙制度の議論を開始すべきだ」と語った。

　自民党は、一票の不平等是正のため参院選で導入された隣接県を統合する「合区」の解消に向け、改憲も選択肢に近く党内で具体的な議論に入る。

そこが聞きたい：憲法と参院選挙制度改革　高見勝利氏
毎日新聞2016年10月6日　東京朝刊
間接選挙で地方代表に　憲法学者・上智大名誉教授　高見勝利氏
　憲法改正に賛成する勢力が衆参両院で３分の２を超え、改憲案を発議する環境が整った。国会の憲法審査会で項目を絞り込む作業が始まる。焦点の一つと目されるのが参院改革だ。どのような道筋が考えられるのか。政治と憲法の関係に精通する憲法学者の上智大名誉教授、高見勝利さん（７１）に話を聞いた。【聞き手・中田卓二、写真・中村藍】
−−自民党は参院選公約で、参院議員が各都道府県から少なくとも１人は選出されることを前提に、憲法改正を含めて選挙制度のあり方を検討すると掲げました。
　「合区」＝１＝を解消して都道府県単位の選挙区制に復帰するために憲法改正が必要かどうか、国会の憲法審査会で議論する選択はあり得るでしょう。「両議院は、全国民を代表する選挙された議員でこれを組織する」と定めた憲法４３条１項を改正して、参院議員は地方の代表だと明記すればいいのです。ただ、こんな内向きのテーマを優先すると、国民のひんしゅくを買うかもしれません。
−−合区は参院選の「１票の格差」是正が目的でした。都道府県単位に戻すと再び格差が問題になるのではないですか。
　参院定数不均衡訴訟のリーディングケース（主要判例）である１９８３年最高裁判決は、国民の意見を公正かつ効果的に反映させるために国会が作った選挙制度が合理的なら、「投票価値の平等」（１４条１項など）が損なわれてもやむを得ないという基本的な枠組みでできています。その後の一連の判決をみると、最高裁は、参院のあり方を抜本的に考え直し、選挙制度を設計するよう国会に求めていると言えます。
　その点、合区は現行制度の微修正に過ぎません。そもそも参院議員はどうあるべきかを考えることから出発する必要があります。自民党の公約をただ実現すればいいというわけではないのです。
−−安倍晋三首相は在任中の改憲を目指していますが、参院の再定義は簡単に結論が出ないのでは？
　私は、改憲にエネルギーを費やさなくても、法律改正で参院を「地方の府」にすることは可能だと考えます。直接選挙の衆院に対し、参院を間接選挙にするのです。そうすれば、参院には「投票価値の平等」の法理が適用されなくなります。
　実は現行憲法制定過程で、日本政府側は参院を地域代表とし、都道府県単位の間接選挙を構想していました。しかし、連合国軍総司令部（ＧＨＱ）が「間接選挙はどうしてもボス支配になるから勧められない」と難色を示し、衆参両院とも直接選挙になった経緯があります。
　憲法解釈としては、４３条１項の「選挙」には間接選挙も含まれるという説と、あくまで直接選挙を要請しているという説の両方があります。私は、立法政策として間接選挙を用いることも許容されるという前者の主張には十分説得力があると思います。
−−間接選挙だとどういう仕組みになりますか。
　国民が直接、議員を選出するのではなく、まず一定数の「中間選挙人」を選挙し、その中間選挙人が議員を選びます。その際、歴史的沿革や地域のまとまりを考慮すれば、中間選挙人団は都道府県レベルで組織されるのが望ましい。
　一方、議員の候補者は政党が立てる場合もあれば、地域の各種団体や企業、市民グループが立てる場合もあるでしょう。いずれにせよ、有権者の意思通りに中間選挙人が議員を選ぶなら直接選挙と変わらず、無意味です。有権者は中間選挙人に判断を預け、中間選挙人は住民監視の中で、第２院たる参院を構成するにふさわしい人材を議員に選任するのです。
　もちろん参院のあるべき姿を国民が共有していることが前提であり、選任に一定の基準は必要です。参院の目的、役割、理念をうまく設定すれば、中間選挙人団の力量次第で、都道府県を基盤に多様な代表を参院に集めることができます。
−−間接選挙だと参院議員の民主的正当性が衆院議員に比べて弱くなりませんか。
　民意を代表させる手法は直接選挙だけではありません。直接選挙ではすくえない声、例えば社会的マイノリティーの声を国会に届け、議会を多元化することは民主主義の重要な要素であり、それこそ参院の任務ではないですか。
　先ほど言ったように、参院に「投票価値の平等」の法理が適用されない分、衆院への適用はより厳格になります。衆院議員選挙区画定審議会設置法は、小選挙区の区割り見直しの際、１票の最大格差が２倍以上にならないよう求めています。最高裁が参院の事情を考慮する必要がなくなれば、衆院の最大格差が２倍程度なら容認するという従来の態度は取れないのではないでしょうか。つまり、内閣の存立を左右する衆院議員の民主的正当性はより強化されるため、国会全体として民主的正当性が弱まるわけではないのです。
−−参院の役割が変わりますね。
　２００７年参院選で民主党（当時）が勝利し、国会が「ねじれ」＝２＝状態になったとき、同党議員は「われわれは衆院よりも直近の民意をフレッシュに反映している」と主張しました。しかし、参院議員が「地方の代表」になれば、衆院の意思を押しのける「直近の民意」論は持ち出せません。
　参院は、衆院が可決、送付してきた法案のおかしなところをチェックする「補完の院」になるべきです。内閣から距離を置くのだから、参院議員が閣僚になるなんてとんでもない。どうしてもなりたければ議員を辞めてからにすべきです。
　今のように衆参両院が同じような選挙制度だと、国会がねじれたときには参院がブレーキをかけ過ぎて国政が前に進まない。これは憲法が想定した参院制度ではないでしょう。制定当時に議論の時間が足りず積み残してきた問題に今、私たちは直面しているのです。
聞いて一言
　参院選の「１人区」（改選数１、計３２選挙区）には自民党の議員が多い。同党が合区解消を主張する背景には、合区が増えるほど候補者調整が難しくなるという党内事情が透ける。高見さんの提案はそうした党利党略とは対極にあり、憲法の原点に立ち返って参院の再定義を試みた。中間選挙人が政党の言いなりだと間接選挙は機能せず、実際の制度設計は簡単ではないだろう。だとしても、もはや小手先の改革では済まないことを、まず国会議員が十分に自覚すべきだ。
　■ことば
１　合区
　参院選の「１票の格差」を是正するため２０１５年の法改正で定数が「１０増１０減」され、最大格差は１３年参院選の４．７７倍から２．９７倍に縮小した。「鳥取・島根」「徳島・高知」の二つの合区が誕生し、今回の参院選で初めて導入された。ただ、公示前日（６月２１日）の選挙人名簿登録者数によると最大格差は３．０８倍へと再び広がり、２合区では是正効果が薄いことが明らかになった。候補者がいなかった高知県では投票率が全国最低を記録した。
２　ねじれ国会
　衆院と参院で与野党の勢力が逆転した状態を指す。第１次安倍政権時の２００７年参院選で自民、公明両党は惨敗し、過半数を失った。続く福田康夫政権は、インド洋での海上自衛隊の給油活動継続などを巡って参院で野党の強い抵抗にあった。それまでの参院批判は「衆院のカーボンコピー」という無用論が主流だったが、「強すぎる参院」のもとでの国政の停滞は、逆の意味で見直しが論じられる契機になった。現在は衆参両院で自公両党が過半数を占めている。
　■人物略歴
たかみ・かつとし
　１９４５年、兵庫県生まれ。東京大大学院法学政治学研究科博士課程修了。専攻は憲法。「芦部憲法学を読む」（有斐閣）、「政治の混迷と憲法−−政権交代を読む」（岩波書店）など著書多数。
「米軍訓練の一部、佐賀で」首相発言が波紋　防衛相「一つの例示」火消しへ
佐賀新聞2016年10月15日 10時37分 
　佐賀空港への自衛隊新型輸送機オスプレイ配備計画に関連して、安倍晋三首相が１３日の参院予算委員会で、沖縄の米軍基地負担軽減の取り組みを説明する際、「（米軍の）訓練の一部を佐賀で行うということで進めている」と述べ、佐賀県が対応に追われている。防衛省は昨年１０月に佐賀への米軍の訓練移転要請を取り下げつつ、将来的な利用の可能性は否定していない中での首相発言に、県側は困惑、九州防衛局に事実関係を照会した。
　稲田朋美防衛相は１４日、「沖縄の負担を全国で分かち合う前提で、一つの例示だった」と従来の説明と同様であることを強調、火消しに走った。
　首相は、参院予算委で沖縄の基地負担軽減への姿勢をただした儀間光男議員（日本維新の会）の質問に答えた。普天間飛行場配備の空中給油機の岩国基地（山口県）移駐や木更津駐屯地（千葉県）のオスプレイ整備拠点化などの例示とともに、佐賀への訓練の一部移転に言及し、「一つ一つ着実に負担の軽減は進めている」と答弁した。菅義偉官房長官は１４日の記者会見で「全国の空港と同じように佐賀でも利用させていただきたいと考えている。決まったわけではなく、全国の中の一つという形で考えている」と説明した。
　佐賀県の山口祥義知事は１４日の定例会見で「元々、（自衛隊のオスプレイ配備、目達原駐屯地のヘリ移転、米軍の訓練移転の）３項目あったので、その辺りが混在したのか。よく分からない」と困惑を隠せなかった。「事実関係や、どういう考えで答弁したのか確認することから始めたい」と発言の趣旨や真意を首相官邸に尋ねる考えを示した。
　県の担当課は１３日夜に発言の情報を把握、九州防衛局に照会するなど確認作業に追われた。担当者は「首相が相手なので、どういうやり方で、誰に宛てて、どんな内容で照会すればいいのか正直悩む」と明かす。
　一方、防衛省の幹部は「首相発言は（省側で）答弁書を準備していたものではなく、驚いた。沖縄の負担を全国で分かち合うと言っても、佐賀県の優先順位が高いということはなく、むしろ、（状況から見て）低いのでないか」と語った。
米訓練移転発言一方的と批判　唐津で配備反対講演会
佐賀新聞2016年10月16日 10時04分 
	


	唐津市水産会館で開かれた佐賀空港への自衛隊新型輸送機オスプレイ配備計画に反対する講演会


　佐賀空港への自衛隊新型輸送機オスプレイ配備計画に反対する講演会が１５日、唐津市水産会館で開かれた。安倍晋三首相が在沖縄米軍の訓練の一部を佐賀に移転する考えを示したことに対し、会場からは「佐賀県が返事もしていないのに、一方的に決めようとしている」と批判の声が上がった。
　佐世保市の山下千秋市議（共産党）が講演した。山下市議は佐賀空港にオスプレイが配備された場合、「佐世保の水陸機動団との一体的運用が図られ、民間空港が一気に日本最大の軍事基地になる」と指摘。空港と自衛隊との共用を否定した公害防止協定に関しては「『見直せ』という圧力から知事を支える、県民の力が必要」と訴えた。
　講演会は「平和・民主・革新をめざす唐津市民の会」と「唐松憲法九条の会」が共催、約４０人が参加した。
オスプレイ、下旬にも千葉・木更津へ 
日経新聞2016/10/16 19:14
　日米両政府は米軍普天間基地（沖縄県宜野湾市）に配備されている新型輸送機オスプレイについて、10月下旬にも定期整備拠点に選定された陸上自衛隊木更津駐屯地（千葉県木更津市）に飛来させる方向で調整に入った。政府関係者が16日明らかにした。
　渡辺芳邦木更津市長ら地元関係者が試乗する予定で、安全性をアピールする狙いがある。地元の理解促進につなげたい意向だ。防衛省は騒音測定の実施も検討している。
　安倍晋三首相は13日の参院予算委員会で、年内実現を目指す米軍北部訓練場（沖縄県国頭村、東村）の部分返還などと並ぶ沖縄の負担軽減策の一環として、同駐屯地の整備拠点化の準備を加速する考えを強調していた。
　防衛省は昨年10月、同駐屯地が整備拠点に選定されたと発表。米海兵隊は５年に１回程度の定期整備を想定しており、来年１月ごろから始まる見通しだ。普天間基地所属の24機が対象で富士重工業が請け負う。
　首都圏では2014年７月以降、厚木基地（神奈川県）や横田基地（東京都）に飛来した例があるが、千葉へは初めて。今年４月、木更津駐屯地に来る予定だったが「米軍の運用上の都合」で見送られていた。〔共同〕
オスプレイ、今月下旬にも木更津へ　整備拠点化の地ならし

東京新聞2016年10月17日 朝刊
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　日米両政府は米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）に配備されている新型輸送機オスプレイについて、十月下旬にも定期整備拠点に選定された陸上自衛隊木更津駐屯地（千葉県木更津市）に飛来させる方向で調整に入った。政府関係者が十六日明らかにした。

　渡辺芳邦木更津市長ら地元関係者が試乗する予定で、安全性をアピールする狙いがある。地元の理解促進につなげたい意向だ。防衛省は騒音測定の実施も検討している。

　安倍晋三首相は十三日の参院予算委員会で、年内実現を目指す米軍北部訓練場（沖縄県国頭村、東村）の部分返還などと並ぶ沖縄の負担軽減策の一環として、同駐屯地の整備拠点化の準備を加速する考えを強調していた。

　防衛省は昨年十月、同駐屯地が整備拠点に選定されたと発表。米海兵隊は五年に一回程度の定期整備を想定しており、来年一月ごろから始まる見通しだ。普天間飛行場所属の二十四機が対象で富士重工業が請け負う。

　首都圏では二〇一四年七月以降、厚木基地（神奈川県）や横田基地（東京都）に飛来した例があるが、千葉へは初めて。今年四月、木更津駐屯地に来る予定だったが「米軍の運用上の都合」で見送られていた。

しんぶん赤旗2016年10月16日(日)

空母連絡オスプレイ　２５年までに配備　日本にも　各地で離着陸繰り返す危険　米海軍文書

　米海軍はこのほど公表した戦略文書「海軍航空展望２０１６―２０２５」で、原子力空母艦載機部隊の一部である連絡機Ｃ２グレイハウンドに代えて、垂直離着陸機「ＣＭＶ２２オスプレイ」を２０年から配備する計画であることを明記しました。２５年までに交代を完了する計画です。

　米海軍横須賀基地(神奈川県)を母港とする原子力空母ロナルド・レーガンの艦載機部隊（同県・厚木基地）に２機のＣ２が所属しており、オスプレイに交代する見通しです。国内にはすでに海兵隊のＭＶ２２（２４機）が配備されており、１７年から配備される空軍のＣＶ２２（１０機）に加え、海軍への配備が進む異常事態です。

　空母艦載機部隊の連絡機は国内の基地と洋上の空母を頻繁に往復します。空母が日本近海を航行する際、オスプレイが国内各地の基地で離着陸を繰り返す危険があります。

　オスプレイをめぐっては、相次ぐ墜落事故による事故への懸念に加え、沖縄県内で激しい騒音被害や、離着陸時の排気熱による環境への負荷や火災の危険をもたらしています。

岩国基地には無人機配備も

　また、「航空展望」によれば、ＥＡ６Ｂプラウラー電子攻撃機を１９年までに退役させ、無人機などで構成される電子戦闘システムを２５年までに配備する計画です。プラウラーは米海兵隊岩国基地（山口県）に配備されており､今後､同基地にも無人機が配備される可能性があります。

しんぶん赤旗2016年10月16日(日)

東京で“武器見本市”　国際航空宇宙展　内外の軍事企業出展　戦闘機・無人機・ミサイル…

　東京ビッグサイト（都内）で１２日から４日間の日程で開かれた国際航空宇宙展が１５日に一般公開されました。国内外の軍事企業がミサイルや戦闘機の模型を展示し、さながら武器の国際見本市の様相を呈しました。

日本を死の商人にするな　会場外で市民団体宣伝
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（写真）国際航空宇宙展の会場近くでアピールする武器輸出反対ネットの人たち＝15日、東京都江東区


　三菱重工は国産戦闘機をめざす先進技術実証機Ｘ２の動画などを公開。米国企業ロッキード・マーチンは三菱重工などが製造の一部を担う戦闘機Ｆ３５の模型を展示しました。屋外にはＦ３５の実物大模型が置かれ、操縦席を撮影する人が長蛇の列をつくりました。

　防衛装備庁が無人機の共同開発に向けて接触していると指摘されるイスラエル企業エルビット・システムズも出展。インドや台湾の企業もミサイルなどを並べました。

　３１カ国・地域の７９２社・団体が参加し、講演会や商談会を開きました。防衛装備庁と航空自衛隊も「国際交流を図る」として出展しました。

　主催は日本航空宇宙工業会と東京ビッグサイト。各省庁や各国大使館のほか、ＮＨＫと日本経済新聞社が後援に加わりました。

　会場付近では市民団体「武器輸出反対ネットワーク」（杉原浩司代表）がイスラエル軍の攻撃で殺された子どもの写真を掲げ、「日本が死の商人国家になるのを食い止めましょう｣と呼びかけました｡

協力して北朝鮮に対処＝日米韓制服組トップ
　【ワシントン時事】日米韓３カ国の制服組トップは１４日、ワシントン郊外の米国防総省で会談し、国連安保理決議に違反し、核実験を繰り返す北朝鮮に対し、３カ国が協力して対処することで一致した。その上で、北朝鮮に「地域の緊張を高める無責任な挑発を慎む」ことを求めた。
　会談にはダンフォード米統合参謀本部議長、河野克俊統合幕僚長、韓国の李淳鎮・合同参謀本部議長のほか、ハリス米太平洋軍司令官らも参加した。
　ダンフォード議長は、日韓防衛に関する米国の責務は揺るぎないと改めて強調し、米国はすべての軍事力を使って北朝鮮を抑止すると述べた。また、３者は地域の平和と安定のため、安全保障面で協力を推進することを確認した。（時事通信2016/10/15-07:49）
日米韓の制服組トップが会談　対北朝鮮で連携確認
朝日新聞デジタルワシントン＝峯村健司2016年10月15日10時44分
　自衛隊の河野克俊統合幕僚長は１４日、ワシントン郊外の米国防総省で、米軍のダンフォード統合参謀本部議長やハリス太平洋軍司令官、韓国軍の李淳鎮（イスンジン）・合同参謀本部議長と会談した。核実験とミサイル発射を繰り返す北朝鮮に対し、「地域の緊張を高める無責任な挑発をやめる」ことを求め、３カ国が連携して対処することで一致した。
　北朝鮮が９月に５度目の核実験を行ってから、３カ国の制服組トップが会うのは初めて。会談では、ダンフォード議長が、北朝鮮の脅威に向き合う日韓両国への防衛義務を確実に実行すると強調。米国の核戦力とミサイル防衛システムによって、北朝鮮を抑止することを確認した。（ワシントン＝峯村健司）
米韓合同訓練、北にらみ実戦的…精密攻撃に重点

読売新聞2016年10月15日 07時17分



米空母ロナルド・レーガンで着陸の準備を行うＦＡ１８戦闘攻撃機（韓国近海で）＝中島健太郎撮影

　【米空母ロナルド・レーガン艦上＝中島健太郎】米軍は１４日、韓国近海で行われている米韓両軍の合同海上訓練「不屈の意志」を記者団に公開した。

　北朝鮮の相次ぐ挑発を受け、今年の訓練は例年より実戦的。韓国メディアによると、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(ピョンヤン),平壌)にある政府の中枢施設や北朝鮮のミサイル発射施設など地上目標への精密攻撃に重点が置かれている。

　韓国南部沖を航行する米軍の原子力空母「ロナルド・レーガン」艦上では、精密誘導弾を装着できる戦闘攻撃機「ＦＡ１８スーパーホーネット」が数分おきに発艦と着艦を繰り返していた。

　１０～１５日の予定で黄海と済州島沖、日本海の韓国近海全域で行われている演習には、米軍から計７隻、韓国軍から約４０隻が参加。

米韓合同軍事演習が終了 北朝鮮の挑発に備え警戒継続
ＮＨＫ10月15日 17時28分
[image: image33.jpg]T BmEAEERE





北朝鮮への軍事的な圧力の一環として、アメリカ軍と韓国軍が行っていた海上での合同軍事演習が、１５日午後、終了しました。米韓両軍は、演習が終わったあと、北朝鮮が軍事的な挑発に出る可能性は排除できないとして、警戒と監視を続けることにしています。
今月１０日から始まったアメリカ軍と韓国軍の合同軍事演習は、朝鮮半島西側の黄海など韓国周辺の海域で行われ、横須賀基地を拠点とするアメリカ軍の原子力空母、「ロナルド・レーガン」などが参加しました。
演習は、核実験や弾道ミサイルの発射を繰り返す北朝鮮に対し、軍事的な圧力を強めるため実施され、北朝鮮の核やミサイルの重要施設を攻撃することなどを想定して両軍が連携を確認しました。
韓国軍によりますと、演習は予定どおり１５日午後、終了しました。
この演習について北朝鮮は今月１２日、国営メディアで「朝鮮半島情勢を危機に追いやる軍事的挑発だ」と非難したほか、１５日も、「われわれの報復攻撃が始まれば、アメリカ本土と太平洋地帯の基地はもちろん、南も完全に火の海になるだろう」と主張するなど繰り返し反発しています。
演習の期間中、北朝鮮は弾道ミサイルの発射などは行いませんでしたが、米韓両軍は、演習が終わった後に北朝鮮が軍事的な挑発に出る可能性は排除できないとして、今後も警戒と監視を続けることにしています。
しんぶん赤旗2016年10月17日(月)

共闘前進へがっちり　民進・安住代表代行が党福岡県委へ
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（写真）日本共産党福岡県委員会で握手を交わす（左から）岡野、安住、仁比各氏＝16日、福岡市


　衆院福岡６区補選で、野党統一の新井ふみ子候補勝利へ、民進党の安住淳代表代行が１６日、日本共産党福岡県委員会を表敬訪問しました。岡野隆県委員長、仁比聡平参院議員らが出迎え、野党共闘の前進に向けがっちり握手を交わしました。

　冒頭、安住氏は、候補者の一本化とその後の日本共産党の草の根の奮闘に謝辞を述べました。

　岡野氏らは「できることはもちろん、できないことでも、みんなで力を合わせてやっていく」「共同の演説会をはじめ野党の共同を目に見える形で押し上げよう」と勝利への決意を語りました。

　安住氏は「４野党そろって運動を進めれば勢いがつく。総動員をかけ最終盤に突入しよう」と述べ、岡野氏らと共にたたかいへの決意を誓い合いました。

共闘「まず数あわせ、はおかしい」　前原誠司氏
朝日新聞デジタル2016年10月15日17時29分
■前原誠司・衆院議員
　（次期衆院選での野党共闘は）政権選択の選挙になるので、基本政策が一致しないといけない。まず数あわせというのはおかしい。我々の考えに賛同していただく党があれば協力していただき、力を合わせることももちろん大事だ。
　（新潟県知事選で共産、自由、社民の３党が推薦する米山隆一氏の応援で蓮舫代表が１４日に新潟に入ったことは）良かったと思う。原発に対する考えが主題になっている選挙だ。（政府が定めた再稼働の基準に比べ）より厳しいものを泉田（裕彦）知事のもと、やってこられた。それを踏襲されるということで我々の仲間の米山さんが出て、そういう考えの知事を誕生させるんだという思いで（各）党が一致できたのは良かった。
　新潟では共産党だけでなく自由党、社民党も一緒に頑張っていただいている。大変ありがたいことだ。政策が一致できるかが大事。新潟は政策が一致できているから協力している。これを良いモデルにして、これから一強多弱にぶつかっていきたい。（福岡県久留米市で記者団に）
東京10区、若狭氏が優勢　福岡6区は鳩山氏、衆院2補選

共同通信2016/10/16 17:21

　共同通信社は15、16両日、衆院2補欠選挙（23日投開票）が行われている衆院東京10区、福岡6区の有権者に電話世論調査を実施し、取材も加味して情勢を探った。東京10区は公明党が推薦する自民党前職若狭勝氏（59）、福岡6区は無所属新人の鳩山二郎氏（37）がそれぞれ優勢となっている。

　投票先をまだ決めていないとする人が東京10区で4割超、福岡6区では3割超おり、今後、情勢は変化する可能性がある。

　東京10区は、自民党衆院議員から都知事に転出した小池百合子氏の失職に伴う補選。民進党新人鈴木庸介氏（40）が若狭氏に続いている。諸派新人吉井利光氏（34）は厳しい。

東京１０区若狭氏安定　福岡６区は鳩山氏優勢　情勢調査
朝日新聞デジタル2016年10月16日23時01分
　参院選後初の国政選挙となる衆院東京１０区と福岡６区の両補選（２３日投開票）について、朝日新聞社は１５、１６の両日、電話調査を実施し、取材で得た情報と合わせて情勢を探った。東京１０区は自民前職の若狭勝氏が安定した戦いぶりで、民進新顔の鈴木庸介氏が追う。諸派新顔の吉井利光氏は苦戦。福岡６区は、無所属新顔の鳩山二郎氏が優勢。民進新顔の新井富美子氏は苦戦している。無所属新顔の蔵内謙氏、諸派新顔の西原忠弘氏は厳しい。
　どちらも有権者の４割が投票態度を明らかにしておらず、情勢が変わる可能性もある。
　投票態度を明らかにした人を分析すると、東京１０区は、小池百合子東京都知事の支援を受ける若狭氏が自民支持層をほぼ固め、推薦を受けた公明支持層にも浸透。無党派層からは７割の支持を得ている。性別、年代を問わず支持を広げている。鈴木氏は、民進支持層をまとめきれていない。野党候補の一本化で候補を取り下げた共産支持層はほぼ固めたが、無党派層からの支持は伸び悩んでいる。
　福岡６区では、自民党政権幹部の支持模様が割れたため、無所属候補を競わせ、当選すれば追加公認する。故鳩山邦夫元総務相の次男で、前福岡県大川市長の鳩山二郎氏は自民支持層の８割を固め、無党派層にも浸透。新井氏は民進支持層と共産支持層をほぼ固めたが、無党派層の支持は２割にとどまる。自民党県連会長の長男の蔵内氏は、自民支持層からの支持は２割弱にとどまっている。
　　　　　◇
　〈調査方法〉　１５、１６の両日、コンピューターで無作為に作成した固定電話の番号に調査員が電話をかけるＲＤＤ方式で、衆院東京１０区、福岡６区の有権者を対象に調査した。有権者がいる世帯と判明した番号、有効回答、回答率はそれぞれ、東京１０区が８３０件、５０６人、６１％。福岡６区は１２１４件、６８１人、５６％。
衆院東京１０区補選　与野党とも小池知事を強く意識

東京新聞2016年10月17日 朝刊

 　衆院東京１０区補選（豊島区と練馬区東部、二十三日投開票）は十六日、選挙期間中唯一の日曜日を迎えた。参院選後初めての国政選挙での与野党対決だが、両候補ともに街頭演説では、小池百合子知事を強く意識する。自民前職の若狭勝さん（５９）＝公明推薦＝は七月の知事選で、東京１０区衆院議員から転身した小池知事を応援した「絆」を強調。野党が一本化して推す民進新人の鈴木庸介さん（４０）は、「選挙は人気投票ではない」とけん制する。　（増井のぞみ）

　十六日午後、豊島区の池袋駅東口の演説会には、安倍晋三首相と小池知事が顔をそろえた。小池知事の応援は出陣式から十回を数える。若狭さんは「正論を述べる姿勢は、除名覚悟で臨んだ知事選で証明済み」とアピールした。

　一方、豊島区の自民区議十四人全員が顔をそろえたのは出陣式以来。若狭さんの遊説に同行するのは、もっぱら都知事選で小池さんを応援し、党都連から今月末までの離党勧告を受ける豊島区議五人と練馬区議二人だ。党都連の下村博文会長は出陣式で「都知事選のしがらみを払拭（ふっしょく）する必要がある」と訴え、小池知事を支援しなかった区議用に選挙カーを提供したが、陣営では「動きを把握していない」と素っ気ない。下村会長は来夏の都議選も見据え、「若狭さんは自民党の候補。小池知事には（知事が模索する）新党という間違った判断はしないでほしい」とくぎを刺す。

　一方、民進党の鈴木さんは十五日、蓮舫党代表と練馬駅南口で演説。年金給付額を抑える年金制度改革関連法案を「年金カット法案」と批判する党の主張を訴える時、思わず「最大の争点は、人気投票ではなく、年金カット法案の是非」と発言した。記者団が「小池人気を意識したものでは」と問うと、選対幹部は「新人ゆえの焦り」と認めた。

　鈴木さんは十六日も電車で移動し各駅頭で演説に励むなど地道に活動するが、ある演説を聞いた吉田忠夫さん（７８）は「野党統一候補なのに民進党の宣伝ばっかり」と不満そうだった。

　民進党は野党三党と候補一本化で合意したが、政策協定は結んでいない。共産関係者は「距離を置かれている」と認めるが、支部などで電話作戦を展開し協力する。野党を結ぶ市民連合「ＴｅＮネットワーク２０１６」の森田彦一共同代表（７３）は「歯がゆい」とこぼしつつ、十七日に四党がそろう唯一の集会を開く。

◆衆院東京１０区補選立候補者（届け出順）

鈴木庸介（すずき・ようすけ）４０　（元）ＮＨＫ記者　民新

若狭勝（わかさ・まさる）５９　弁護士　自前＜１＞　＝公

吉井利光（よしい・としみつ）３４　幸福実現党員　諸新
衆院補選 党首が支持訴え
ＮＨＫ10月16日 19時25分
衆議院の東京１０区と福岡６区の補欠選挙は、１２日間の選挙戦で唯一の日曜日を迎え、各党の党首は選挙区に入るなどして支持を訴えました。
衆議院東京１０区の補欠選挙は、自民党が比例代表選出の前の議員を擁立し、公明党が推薦しているのに対し、民進党は新人を擁立し、共産党、自由党、社民党が支援して与野党が対決する構図となっています。また福岡６区の補欠選挙は、自民党が候補者の公認を見送って保守系無所属の新人２人が立候補する分裂選挙となったのに対し、民進党は新人を擁立し、共産党、自由党、社民党が支援しています。
このうち、東京１０区には１６日、安倍総理大臣が自民党の公認候補の応援に入り、東京都の小池知事とともに支持を訴えました。この中で安倍総理大臣は、「われわれ自民党もあの時は小池さんと戦ったが、都民の意思が示された以上、首都東京と国が協力していくのは当然のことだ。そして、同時に、２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックを成功させるため、首都東京が日本をリードし、世界の真ん中で輝く国際都市となっていくためにも、さらに一層協力を進めていかなければならない」と述べました。
一方、民進党の蓮舫代表は、１５日に東京１０区に入り、党の公認候補への支持を訴えました。そして１６日、視察のため訪れた熊本県西原村で記者団に対し、「２つの補欠選挙を全力で挑戦者として戦っていく。国会では、実際のデータが示されない中で年金がカットされるとか、南スーダンのＰＫＯ活動も、『戦闘』ではなく『衝突』という言葉で安全だと説明されるなど、到底納得できない政治課題が次から次へと浮上している。選挙戦では、リアルな問題意識を訴えていきたい」と述べました。
デパートで期日前投票も 東京
東京１０区の補欠選挙で、１６日から東京・池袋のデパートに期日前投票所が設けられました。期日前投票所が設けられたのは、池袋駅につながる東武百貨店池袋本店と西武池袋本店です。
このうち東武百貨店は、紳士服売り場がある５階のイベントスペースが投票所になっていて、午前１０時の開店直後から買い物客などが投票に訪れていました。このデパートでは投票を終えた人たちに買い物を楽しんでもらおうと、デパートの商品のチラシなどが入った紙袋を配っています。
投票に訪れた２５歳の女性は、「本を買いに来たついでに投票をしました。デパートに投票所があるのはとても便利だと思います」と話していました。
２つのデパートでは、ことし７月に投票が行われた参議院選挙と都知事選挙でも期日前投票所が設けられ、豊島区選挙管理委員会によりますと、都知事選挙では、期日前投票を行った人全体のおよそ半数にあたる１万７０００人余りがデパートで投票したということです。
東武百貨店の馬場秀明常務取締役は、「デパートとして地域密着を進めている中で集客力の向上につながるので、今後とも協力していきたい」と話していました。
安倍首相と小池都知事そろい踏み＝蓮舫民進代表「挑戦の姿勢」－衆院補選


衆院東京１０区の補欠選挙で、応援の街頭演説をする小池百合子東京都知事（前列左端）、安倍晋三首相（右から２人目）、公明党の山口那津男代表（右端）＝１６日午後、東京・ＪＲ池袋駅前
　参院選後初の国政選挙となる衆院東京１０区、福岡６区両補欠選挙は１６日、投開票が１週間後に迫り、与野党幹部が街頭演説などで支持を訴えた。
　安倍晋三首相（自民党総裁）はＪＲ池袋駅前で、小池百合子東京都知事、公明党の山口那津男代表とともに街頭演説。首相は東京１０区の自民党候補が先の都知事選で小池氏を支援したことを踏まえ「小池都政との協力の象徴」と指摘、「絶対に負けるわけにはいかない」と呼び掛けた。
　小池氏は「東京１０区で仕事ができる人はこの候補者しかいない」と述べ、山口氏は「この補選は安倍政権の信任が懸かった大事な選挙だ。何が何でも勝たないといけない」と声をからした。


記者団の質問に応じる民進党の蓮舫代表＝１６日午後、熊本県西原村
　一方、民進党の蓮舫代表は１６日は選挙区には入らず、熊本地震の被災地である西原村を視察。補選について記者団に「挑戦者として、挑戦の姿勢を示す選挙だ」とした上で、年金問題や国連平和維持活動（ＰＫＯ）のため陸上自衛隊が派遣されている南スーダン情勢に触れ、「到底納得できない政治課題が次から次へと浮上している。そうした問題意識を訴える１週間になる」と語った。
　同党の山尾志桜里国民運動局長は福岡県久留米市で街頭に立ち、「政権の側に立つ候補者ではなく、皆さんの生活の側に立って、毅然（きぜん）として物を言う候補を国政に送ってください」と支持を求めた。　（時事通信2016/10/16-18:27）
＜東京１０区補選＞与党と小池氏「連携」　蓮舫氏、前日応援
毎日新聞10月16日 20:51


衆院東京１０区補選の応援演説に訪れた（左から）小池百合子都知事、公明党の山口那津男代表、安倍晋三首相＝東京都豊島区で２０１６年１０月１６日午後３時１５分、梅村直承撮影
　安倍晋三首相と公明党の山口那津男代表、小池百合子東京都知事は１６日、衆院東京１０区補選の自民党候補を応援するため、東京・ＪＲ池袋駅前でそろって街頭演説した。
　首相は、自民党が小池氏と都知事選で対立したことに触れ、「都民の圧倒的な支持を得て小池氏が当選を果たした。都民の意思が示された以上、都と国が協力していくのは当然だ」と融和をアピール。小池氏も「しっかりと連携するところは連携していく」と述べた。山口氏は「安倍政権の信任がかかった大事な選挙だ」と補選の意義を強調した。
　民進党の蓮舫代表は１６日、熊本県西原村などで被災地の状況を視察し、東京１０区には入らなかった。前日には練馬区内で同党候補とともに「新しい経済のあり方を提案していく。私たちは挑戦者だ」と訴えた。【高橋克哉、葛西大博】
菅官房長官「解散風は吹き続く」＝与野党幹部、発言相次ぐ
　政界で取り沙汰されている早期の衆院解散・総選挙をめぐり、政府や与野党幹部から１６日、発言が相次いだ。
　菅義偉官房長官は札幌市で講演し、「『解散風が吹き始めているが、解散はいつか』と聞かれるから、『解散風は偏西風みたいなものだ』と答えている。偏西風は１年間吹きっぱなしだ。選挙が終わって１年も過ぎたら、ずっと風は吹き続ける」と述べ、選挙への備えは常に必要だと指摘した。
　自民党の二階俊博幹事長は、自身が早期解散の可能性に繰り返し言及していることに関し、和歌山市で記者団に「解散に備えなければいけないという警鐘を乱打しているということだ」と説明。公明党の北側一雄副代表は京都市内で開かれた党の会合であいさつし、早期解散について「環境が整ったら十分あり得る話だ」と述べ、選挙準備を急ぐ考えを示した。
　一方、民進党の蓮舫代表も熊本県西原村で記者団に「いつ何があっても、勝てるための準備を進めている」と語った。　（時事通信2016/10/16-19:09）
菅氏「解散風は１年間吹きっ放し」　早期解散説を抑制か
朝日新聞デジタル岩尾真宏2016年10月16日18時13分

菅義偉氏
　菅義偉官房長官は１６日、札幌市で講演し、年明けに衆院解散・総選挙があるのではないかとの観測が出ていることについて、「『解散風』は偏西風みたいなもので、１年間吹きっ放しだ。いま大事なのは、参院選で約束した経済対策を着実に実現をしていくことだ」と述べた。
　経済対策を優先する姿勢を示すことで、早期の衆院解散が既定路線にならないよう予防線を張る狙いがあるとみられる。菅氏は「解散権は首相の専権事項。首相が解散をすると言えば解散。言わなければ（解散は）ない」とも語った。
　また菅氏は、１１、１２月に相次いで予定される安倍晋三首相とロシアのプーチン大統領との首脳会談について「首脳同士の信頼関係はできている。経済協力と同時に平和条約をめぐる領土問題について話し合う雰囲気を作ることができた」と指摘。「（北方領土を）何島返還するかと（いう報道が）出ているが、そうではなく、まず基本的に話し合おうという方向性が出てきている」と語った。（岩尾真宏）
官房長官「解散風、偏西風みたいなもの」 
日経新聞2016/10/16 19:15
　菅義偉官房長官は16日、札幌市で講演し、来年１月の衆院解散説について「解散風は偏西風みたいなものだ。偏西風は１年間吹きっぱなし。選挙が終わって１年も過ぎたら、ずっと風は吹き続ける」と述べ、選挙への備えの重要性を説いた。「首相が解散すると言えば解散だ。常在戦場のなかで選挙運動をするのは政治家として当たり前だ」と強調した。
　菅氏は「補正予算の成立や経済対策など、一つ一つ着実に実現していくことが大事なのではないか」とも指摘。「まずは経済対策をしっかり実現できるよう全力で取り組んでいくことが大事だ」と、早期解散への慎重姿勢をにじませた。
　北方領土問題をめぐる日ロ交渉に関しては「首脳同士の信頼関係はできている。経済協力と同時に領土問題について話し合いをしようという雰囲気をつくることができた」と語った。
産経新聞2016.10.16 17:49更新 
「解散風は偏西風」　菅義偉官房長官、講演でナゾカケめいた発言…そのココロは？
　菅義偉官房長官は１６日、札幌市内で講演し、安倍晋三首相が来年１月に衆院解散・総選挙に踏み切るとの観測に関し「解散風は偏西風みたいなものだ」と慎重姿勢を示した。菅氏は「偏西風は１年間吹きっぱなしで、選挙から１年も過ぎたら風というのは吹き続ける」と指摘。その上で「今、大事なのは参院選で私たちは国民に経済対策を行うことを約束し、信を得ることができた。環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）関連法案も抱えている。経済対策を実現できるよう全力で取り組むことが大事だ」と強調した。
　また、菅氏は「政治家は常在戦場の中、選挙運動するのは当たり前。経済政策が今どうなっているのか、地元にどう影響があるのかはある意味普通のことだ」とも述べた。外交や内政に課題が山積する中、“解散風”に浮足立つ自民党議員を引き締める意味もありそうだ。
　一方、１２月１５日に山口県で行われる安倍首相とロシアのプーチン大統領との首脳会談について、「首脳同士の信頼関係で、ようやく経済協力と同時に領土問題を話し合おうという雰囲気をつくることができた」と評価。北方領土問題をめぐっては、ロシアへの経済支援の見返りに、歯舞群島と色丹島の二島を先行返還させるとの見方も出ているが、菅氏は「今何島だとか出てきているが、そういうことでなくて、まず基本的に話し合っていこうという方向性が出てきていると申し上げておきたい」と話した。
官房長官 早期解散に慎重姿勢にじませる
ＮＨＫ10月16日 21時30分
菅官房長官は札幌市で講演し、衆議院の解散・総選挙について、「解散権は総理大臣の専権事項だ」と述べたうえで、今重要なのは、経済の再生とデフレからの脱却に最優先に取り組むことだと強調し、早期の解散に慎重な姿勢をにじませました。
この中で、菅官房長官は、与野党双方から衆議院の解散・総選挙をめぐる発言が相次いでいることを念頭に、「解散風というのは、偏西風みたいなものだ。偏西風は１年間吹きっぱなしだ。選挙が終わって１年も過ぎたら、ずっと風は吹き続ける。解散権は、あくまでも総理大臣の専権事項であり、それ以上でもそれ以下でもない」と述べました。
そのうえで、菅官房長官は、「今、私たちにとって大事なのは、信を得た参議院選挙で、経済政策を行うと約束したことだ」と述べ、今重要なのは、経済の再生とデフレからの脱却に最優先に取り組むことだと強調し、早期の解散に慎重な姿勢をにじませました。
また、菅官房長官は、ことし１２月のロシアのプーチン大統領の日本訪問について、「安倍総理大臣とプーチン大統領は、これまで１４回会談し、首脳どうしの信頼関係はできている。ようやく経済協力と同時に平和条約をめぐる領土問題についても話し合いをしようという雰囲気をつくることができた」と述べました。
日ロ首脳会談後の解散風「全く感じない」　稲田防衛相
朝日新聞デジタル2016年10月16日14時58分
■稲田朋美防衛相
　（１２月の日ロ首脳会談後の解散説が流れているが）日ロ間で平和条約が７０年もないというのは異常な事態なので、ぜひ前に進んでもらいたいと思う。
　解散風が吹いているという報道があるが、（国会のある永田町から離れた）防衛省のある市谷にいると、日々安全保障対応をしていて、その風は全く感じない。来ない。市谷にいると感じないが、ただ風も場所によって吹き方がたぶん違うんだろうと思う。いずれにしても、（解散は）総理の専権事項ということだ。（フジテレビの番組で）
自民の起立拍手、十分に配慮を　公明代表「国民にどう映るか」

共同通信2016/10/16 11:56
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公明党の山口那津男代表　公明党の山口那津男代表は16日放送のラジオ日本番組で、安倍晋三首相の所信表明演説の際、多くの自民党議員が一斉に立ち上がり拍手したことについて「国民にどう映るか十分配慮しながら行う必要がある。影響は注意深く見ていった方がいい」と述べた。

　自民党議員が環太平洋連携協定（TPP）承認案の強行採決に言及する不適切発言をしたことを念頭に「数におごって軽率な発言が（与党内から）出ているのではないかとの指摘もある」と語った。

「選挙制度の議論を開始すべきだ」公明代表

読売新聞2016年10月15日 23時55分

　公明党の山口代表は１５日、「１票の格差」が最大３・０８倍だった７月の参院選を「違憲状態」とした広島高裁岡山支部の判決について、「判決を参考に衆院と参院のあり方も含めて選挙制度の議論を開始すべきだ」と述べ、与野党で選挙制度改革の議論を急ぐべきだとの考えを示した。熊本市内で記者団の質問に答えた。

しんぶん赤旗2016年10月17日(月)

『財界さっぽろ』に志位委員長　野党共闘・改憲・ＴＰＰ・領土問題語る
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（写真）『財界さっぽろ』の志位委員長インタビュー記事


　北海道内の経営者向け月刊誌『財界さっぽろ』の１１月号が、日本共産党の志位和夫委員長のインタビュー記事を掲載し、「同党を率いて１６年目の志位和夫氏は、秋の臨時国会でも舌鋒（ぜっぽう）鋭く政府を追及。野党共闘でも陰に日なたに存在感を発揮している」と注目しています。志位氏は、野党共闘や臨時国会で焦点となっている環太平洋連携協定（ＴＰＰ）、憲法改定、日ロ領土問題について答えています。

　同誌は、日本共産党の「戦争法廃止の国民連合政府」の提唱から１年が過ぎたことについて質問。志位氏は、日本の政治で画期的な変化が起こっているとして、次のステップへの決意を語っています。

　「北海道ではＴＰＰについての関心が高い」と見解を問われた志位氏は、「私たちはＴＰＰ協定批准断固阻止で頑張ります」と表明。政府が「国会決議」を全面的に破り、輸入米の価格偽装が発覚したことにもふれ、根底にはＴＰＰが多国籍企業のもうけのために各国の経済や雇用、国民生活を犠牲にする問題があると指摘しました。

　同誌は日ロ領土問題に注目し、「北方領土２島返還なら結ぶべきは“中間条約”だ」との見出しを立て、日本共産党の見解を紹介しています。領土をめぐる日ロ間の歴史的経過や根本の問題について丁寧に説明した志位氏。「歯舞・色丹の２島先行返還」の観測がある中、「先行返還の場合は『中間条約』にすべきです。その後も千島の返還交渉ができますから」と述べた上で、「原則に立ち返り、『全千島を返せ』という交渉を正面からすべきです。そこから、国後・択捉を取り戻す道も見えてきます」と語りました。

産経新聞2016.10.15 07:57更新 
【参院「一票の格差」違憲状態】　地域代表論に「意味づけ失う」
　７月の参院選の「一票の格差」を「違憲状態」とした１４日の広島高裁岡山支部判決は「合区」など国会の取り組みに一定の評価を与えながらも、最大３倍超の格差は「看過できない投票価値の不均衡」だったと指摘した。今後、１１月８日の名古屋高裁まで全国の高裁・支部で順次言い渡される判決で、どのような判断が示されるのか注目される。
　参院は昭和４０～６０年代に５倍以上の格差が常態化していたが、最高裁は最大５・８５倍だった６１年選挙を「合憲」と判断。地域代表としての性格が強い参院は従来、衆院に比べて格差が許容される傾向にあった。
　しかし、最高裁は最大５倍の平成２２年選挙、最大４・７７倍の２５年選挙を「違憲状態」と判断。都道府県を選挙区の単位とする制度の見直しを求めてきた。
　岡山支部判決は今回の合区を「都道府県単位の仕組みを極力維持するという考えに基づいた最小限度の合区」と判断。人口が都市に集中し、格差を正当化する理由に地域代表的性格を持ち出すことは「意味づけを失ってきた」と指摘した。
　原告側代理人の久保利英明弁護士は「判決は立法府に改革をさらに進めよという強力な牽制（けんせい）として作用するのではないか」と話した。
選挙改革　鈍い国会　一票の不平等「合区でも違憲状態」

東京新聞2016年10月15日 朝刊
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　広島高裁岡山支部判決は七月の参院選で三・〇八倍だった「一票の不平等」を違憲状態と判断した。二つの合区を初めて導入することを柱とした国会の対応について「著しい不平等状態を解消するには不十分だ」と指摘した。司法から早急な対応を求められた国会だが、党利党略が絡み、改革に向けた動きは鈍い。　（山口哲人）

　司法が一票の不平等の是正を国会に突き付けるのは、今回が初めてではない。二〇一〇年や一三年の参院選を違憲状態とした最高裁判決は、抜本的な見直しを求めてきた。今回の判決もその延長線上にあるといえる。ただ、各党の思惑がぶつかり、改革案はすぐにまとまりそうにない。

　自民党の選挙制度改革問題統括本部長を務める細田博之総務会長は十四日の記者会見で、十一月にかけて出される広島高裁岡山支部以外の高裁・支部判決や、その後の最高裁判決を見極めた上で、改革案を検討する考えを示した。最高裁判決が出るのは一七年春の見込み。すぐに改革案をまとめようという姿勢はみられない。

　抜本改革を盛り込んだ法律を可決するには、衆参両院で過半数の賛成が必要になる。自民党はこの数を確保しており、同党が議論をリードすべきだが、現在の制度で多くの議席を得ているだけに、現行制度の維持にこだわりをみせる。

　現行制度のまま不平等を解消するには、合区が合理的だ。ただ、自民党は地方の選挙区で強い議員が多いだけに「県代表議員がいなくなる」として、せっかくまとめた合区解消を求める声が多い。
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　さらに、改憲して参院議員を国民代表から各地方の住民代表に位置付けることで、全国的にみて一票の不平等が出ても、憲法違反と指摘されないようにしようという声まで出ている。実際、七月の参院選公約には「都道府県から少なくとも一人が選出されることを前提として、憲法改正を含めそのあり方を検討」すると明記した。

　合区せずに現行制度を維持するという前提で、自民党が求める地方の選挙区定数を減らさないためには、都市部の定数をもっと増やして、不平等を解消するしかない。ただ、参院は二四二と定数が決まっているため、都市部の定数を増やすには比例代表の数を減らさなければならなくなる。これには比例で議席を獲得しやすい少数政党だけでなく、連立政権を組む公明党も反対している。

しんぶん赤旗2016年10月16日(日)

ＴＰＰ批准させない　安倍政権倒す共同を　東京　全国から８０００人　集会・デモ

　今国会で安倍晋三政権が最大の焦点として批准を狙う環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の問題で「ＴＰＰを批准させない！全国共同行動」が主催する中央集会が１５日、東京・芝公園で開かれました。北海道から九州まで全国から約８０００人（主催者発表）が参加。「批准を絶対に阻止し、安倍政権を倒す共同を広げよう」との発言が相次ぎました。集会後、銀座までデモ行進して「命を壊すＴＰＰはいらない」とアピールしました。

　集会では、呼びかけ人の一人、主婦連の山根香織参与は、安倍内閣が輸入米偽装や協定文の誤訳など問題が噴出しているのに強行しようとしていることを批判。「国民軽視といわざるをえない。批准阻止をかちとるため、私たちの声を強く広く響き渡らせよう」とあいさつしました。
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（写真）「ＴＰＰを批准させない」とデモ行進する人たち＝15日、東京都港区


　日本協同組合学会会長の石田正昭龍谷大学教授、総がかり行動実行委員会の高田健共同代表、内田聖子アジア太平洋資料センター事務局長をはじめ各地の若者や農民、生協の代表らがリレートークしました。

　アメリカでＴＰＰ批准阻止の運動をすすめている市民団体・パブリック・シチズンから「一つになってたたかいましょう」とのメッセージが寄せられました。

　日本共産党、社民党、自由党の代表があいさつし、民進党がメッセージを寄せました。

　日本共産党から小池晃書記局長、笠井亮、高橋千鶴子､畑野君枝､畠山和也の各衆院議員が参加しました。あいさつした小池氏は、多国籍企業のために関税と非関税障壁を撤廃し、国民生活に悪影響を与えるのがＴＰＰで、経済主権を売り渡す亡国の協定だと指摘。米国の大統領選で２人の候補がＴＰＰに反対している背景には、多国籍企業のために雇用を壊されることへの米国民の怒りがあるとし、安倍内閣がＴＰＰ批准に前のめりになっている異常さを批判｡｢国会内外で力を合わせ、市民のみなさんと運動を広げに広げ、批准を阻止しよう」と訴えました。

しんぶん赤旗2016年10月16日(日)

首相出席のＴＰＰ論戦　早期承認ありきの政府・与党　今週の国会

　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）協定承認案とその関連法案をめぐる本格的論戦が１４日から始まりました。

　今国会で新たに浮上した「売買同時入札」（ＳＢＳ）米の価格偽装問題、協定文書の誤訳問題など、国民の疑念に対し、政府が真剣に向き合わないまま、特別委員会での審議に突入しました。

　そもそもＴＰＰ承認案は前国会に提出されたものの、安倍政権が交渉経過について異常な「黒塗り資料」しか示さず、審議が進みませんでした。農産品重要５項目を「聖域」とした国会決議違反を野党側から追及され、前国会での承認案と関連法案の成立断念に追い込まれた経過があります。

　今国会で初めて開かれた１３日の衆院ＴＰＰ特別委員会理事懇談会で、与党側はいきなり１４日の審議入りを強硬に主張しました。

　共産、民進両党は、ＴＰＰに対する国民の不安が広がる下で、ＳＢＳ米価格偽装問題に関する資料の提出や誤訳問題の解明、甘利明前ＴＰＰ担当相の参考人招致などを要求。それに応えない政府・与党側にたいし、特別委員会での審議を行う前提を欠いていると批判しました。

　夜まで断続的に行われた協議の結果、１４日は与党のみの一般質疑となり、首相出席・テレビ中継の本格的な質疑は１７、１８両日に行うことになりました。

　日本共産党から１８日に斉藤和子、畠山和也両議員が質問に立ちます。

　石原伸晃ＴＰＰ担当相は１４日の特別委で「今国会での早期成立を、国民の理解を得たうえで進めたい」と意気込みました。二階俊博自民党幹事長も同日の記者会見で、「今の国会で承認を得られるように党一丸で努力を傾ける」と呼応するなど、政府・与党はＴＰＰ協定の早期承認の構えを崩していません。

　日本共産党は、多国籍企業の利益のために国内産業と雇用を犠牲にするＴＰＰ協定承認案の採決ありきの拙速審議は認められないと主張。国会での徹底審議と国民的なたたかいで廃案に追い込もうと呼びかけています。

　また今週は、１８日の衆院本会議で消費税増税延期法案の趣旨説明と質疑が行われる予定。衆参の各常任委員会で、参院選後初めての各大臣の所信に対する質疑が順次はじまります。

政府・与党、ＴＰＰ審議の加速狙う 
日経新聞2016/10/16 19:20
　政府、与党は成長戦略の中核と位置付ける環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の承認案と関連法案の審議を加速し、10月中の衆院通過を狙う。消費税増税を再延期する関連法案は18日の衆院本会議で審議入りする。野党は輸入米の売買入札を巡り不透明な取引があった問題を追及。増税再延期についても「アベノミクスの失敗」（民進党幹部）などと批判を強める構えだ。
　衆院ＴＰＰ特別委員会は17、18両日、安倍晋三首相が出席して総括的質疑を実施。与党は審議を重ね採決環境を整えたい意向だ。自民党幹部は「月内に参院に送れば、憲法の衆院優越規定により、会期末の11月30日までの承認が確定する。関連法も必ず成立させる」と意欲を示している。
　これに対し民進党の山井和則国対委員長は、米大統領選の民主、共和両党候補が共にＴＰＰに反対していると指摘。「拙速に審議する必要は全くない。間違っても採決を強行するようなことがあってはならない」と、けん制した。
　地球温暖化対策の新たな枠組み「パリ協定」は参院から審議し、自民党は21日の衆院送付を主張。民進党は一定の審議時間が必要だとして折り合っていない。〔共同〕
ＴＰＰ 国会承認求める議案など きょうから論戦本格化
ＮＨＫ10月17日 4時04分
今の国会の焦点となっている、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案と関連法案は、１７日から衆議院の特別委員会で、安倍総理大臣の出席を求めて総括質疑が行われ、与野党の論戦が本格化します。
今の国会の焦点となっている、ＴＰＰの国会承認を求める議案と、協定発効後の農家への支援策などを盛り込んだ関連法案は、先週、衆議院の特別委員会で審議入りしました。
特別委員会では、１７日と１８日の２日間、安倍総理大臣の出席を求めて総括質疑が行われ、初日は、自民党、公明党、民進党が質問に立つことになっています。
この中で、自民党と公明党は、協定の意義や、政府が今の国会での承認と関連法案の成立を目指す理由、それに、農家の不安にどう対応していくのかなどについて質問することにしています。
一方、民進党は、輸入米の価格をめぐる問題や協定の交渉過程などの情報開示が不十分だとして政府の姿勢を追及するほか、交渉を担当した甘利前経済再生担当大臣の参考人招致を求めることにしています。
政府・与党は、今の国会での承認を確実にするため、今月中に衆議院を通過させたい考えなのに対し、民進党や共産党は、拙速な採決は認められないとして、十分な審議時間の確保を求めていく考えで、１７日から与野党の論戦が本格化します。
しんぶん赤旗2016年10月16日(日)

ＴＰＰ反対　これだけの理由　ネット番組　「とことん共産党」

　日本共産党のインターネット番組「生放送！　とことん共産党」は１４日、「ＴＰＰ（環太平洋連携協定）批准は許さない　これだけの理由」をテーマに、アジア太平洋資料センターの内田聖子事務局長をゲストに迎えて語り合いました。司会は畠山和也衆院議員と朝岡晶子さん。

内田さんゲストに

　内田さんは、ＴＰＰは単純な“自由貿易”などではなく「グローバル企業が今以上に利益を得る仕組みで、特定の集団のために管理された悪い貿易協定」だと批判。６０００ページ以上に及ぶ英文の協定書が一部しか和訳されておらず誤訳も多く、交渉過程の資料が黒塗りされた“のり弁”状態であることを指摘。「外交だから（公開）できないという言い訳はおかしい。ここまで秘密のものはかつてない。国民は白紙委任するしかなくなり大問題」だと批判しました。

　畠山さんは、国会で紙智子参院議員とともに、輸入米の「売買同時入札」（ＳＢＳ）で価格偽装が行われている問題を追及したことを報告。審議入りの前に明らかにすべき多くの課題が残っているにもかかわらず、今国会でのＴＰＰ協定承認案の審議が１４日に開始されたと述べ、早期承認ありきの姿勢は許されないと強調しました。
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（写真）「とことん共産党」で語り合う（左から）畠山和也衆院議員、内田聖子さん（アジア太平洋資料センター事務局長）、朝岡晶子さん


　さらにＴＰＰは農業の問題だけではないとして、内田さんらが作成したパンフレット『続・そうだったのかＴＰＰ２４のギモン』を紹介。医療や保険、投資家対国家紛争解決（ＩＳＤＳ）条項など各分野の問題点を解説しました。

　安価な薬が手に入りにくくなる問題には、視聴者から「貧乏人は薬も使えなくなるのか」と怒りのコメントが寄せられました。

　内田さんは、「日本はいま一人一人が分断されている状態｡でも､影響を受けるのは国内だけでない。アジアともグローバルにつながる運動にしていきたい｣と話しました｡

　畠山さんは「野党でも、安倍政権のもとでやるのは危ないという点で一致している。徹底的に問題点を暴いていきたい」と語りました。

産経新聞2016.10.16 01:30更新 
共産党府議も白紙領収書　２３枚１２１万円分　「自分で書いた」　
　共産党大阪府議団の朽原亮幹事長が政治活動費として支出した領収書のうち、同じ筆跡で金額などが書かれた領収書が平成２５－２７年の間に計２３枚、約１２１万円分あることが１５日、分かった。朽原氏の事務所側が書いたとされる書類と筆跡が酷似しており、朽原氏は産経新聞の取材に対し、領収書は自分で書いたことを認めた。
　領収書は共産党大阪府議団のホームページで公開されている。それによると、朽原氏は２５年６月３０日に「日本共産党東大阪地区委員会」に「府政報告ニュース印刷代」として１４万４０００円、８月３１日に「あづま書房」に「デフレ不況脱却の賃金政策」などとして６１９５円を支出した。
　この際に受け取った領収書の「￥」マークや宛名の「亮」の筆跡が酷似しており、この２団体に支出した同様の筆跡の領収書が複数見つかった。２団体は同じ住所、電話番号だった。
　さらに、２５年９月１８日に朽原氏側が新聞購読料を郵便局に振替による払い込みを依頼した際の依頼人欄にある「くち原亮府政事務所」という文字や「￥」マークが、領収書と筆跡が酷似していた。
　政治資金の領収書を巡っては、６日の参院予算委員会で、共産党の小池晃書記局長が稲田朋美防衛相の資金管理団体が、同じ筆跡で金額などが書かれている領収書を総務省に提出していたことを指摘。稲田氏は、発行者だけ記された白紙の領収書に稲田氏側が手書きしたことを認めたのに対し、小池氏は領収書として通用しないと追及していたが、朽原氏の問題が共産党に跳ね返る可能性がある。
　朽原氏は産経新聞の取材に対し、「指摘の通り、領収書は自分で書いた」と述べ、「『こっちでやっとくわ』みたいなことになってしまっている。改める必要があると思う」と語った。
大阪府議 白紙領収書に自分で宛名や金額 政務活動費として報告
ＮＨＫ10月16日 16時17分
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大阪府議会の共産党の議員が、３年間にわたって白紙の領収書に自分で宛名や金額を記入し、１２０万円余りを政務活動費として報告していたと明らかにしました。
共産党大阪府議会議員団の幹事長を務める朽原亮議員は、ＮＨＫの取材に対し、平成２５年から２７年までの３年間にわたって、白紙の領収書に自分で宛名や金額を記入し、政務活動費として報告していたと明らかにしました。
領収書は、党の地区委員会が発行し、議会の活動報告を書いたチラシの印刷代として議員が記入した１７枚と、地区委員会の中に設けられた「あづま書房」という組織が発行し、議員が書籍の購入代として記入した６枚の合わせて２３枚で、金額は１２１万円余りになったということです。
朽原議員は「チラシの印刷や書籍の購入には実態があり、不正請求ではない。地区委員会の事務員の手をわずらわせたくないと思い、自分で記入したが、白紙の領収書への記載は本来あってはならないことなので、今後は改めたい」と話しています。
共産の大阪府議が白紙領収書　政活費１５８万円分を支出
朝日新聞デジタル2016年10月16日19時32分
　共産党大阪府議団の朽原亮（くちはらまこと）幹事長が、政務活動費の支出の一部で、宛名や金額が白紙の領収書を受け取り、自ら金額を書き込んでいたことがわかった。領収書は２０１３～１５年度に計２８枚、政活費として計約１５８万円分あり、朽原氏は「支出に問題はないが、基本的には私が書いた」と認め、今後改めるという。
　朽原氏が宛名や金額を書き込んだのは、自ら副委員長を務める「共産党東大阪地区委員会」発行分と、同委員会が運営し、事務所内で書籍を取り扱う「あづま書房」が発行した領収書。同委員会では「府政報告ニュース印刷代」を、あづま書房では書籍の代金をそれぞれ計上していた。
　朽原氏は取材に対して、「（委員会に）十分な態勢があるとは言えないので、時間と手間をとらせるのもどうかと思ってついついやった」と釈明した。
　白紙領収書を巡っては、共産党の小池晃書記局長が国会質疑で、稲田朋美防衛相と菅義偉官房長官がほかの国会議員の政治資金パーティーで白紙の領収書を受け取り、会費などを記入したと問題視していた。
政活費 　共産大阪府議が自筆領収書　印刷代など１２１万円
毎日新聞2016年10月16日　20時08分（最終更新　10月16日　20時08分）
　共産党大阪府議団の朽原亮（くちはら・まこと）幹事長兼政調会長が、２０１３年６月〜１５年４月に政務活動費として支出した領収書のうち、印刷代など計２３枚約１２１万円分を自分で記入していたことが分かった。朽原氏は「不適切だった。認識を改めなくてはいけない」と話している。 
　朽原氏によると、共産党府議団のホームページ上で公開している領収書のうち、「府政報告ニュース印刷代」として共産党東大阪地区委員会に支払った３万〜１４万４０００円分の領収書や、同委員会内にある「あづま書房」で購入した１０００〜６１９５円分の書籍代の領収書の宛名や金額を、自分で記入していた。 
　朽原氏は「私自身も委員会の人間なので、担当者の手を煩わせたくないと思い、『こっちでやっておく』ということにしてしまった」と説明した。支出額は実際に支払った経費といい、返還する予定はないという。【大島英吾】 
日本の国連加盟60年で演奏会　18日、柳沢さん指揮 
日経新聞2016/10/16 19:54
　【ジュネーブ＝共同】日本の国連加盟60年を記念して今月18日、ジュネーブの国連欧州本部で指揮者の柳沢寿男さん（45）＝長野県出身＝率いるバルカン室内管弦楽団がコンサートを開く。コソボ、セルビアなど旧ユーゴスラビアを中心にした多民族の音楽家による演奏で、平和を求める日本のメッセージを伝えるのが狙い。
　同楽団は2007年に柳沢氏が旧ユーゴ紛争後の民族共栄を願い設立。柳沢氏はコンサートに先立ちジュネーブで記者会見し「（多民族の楽団で）音を作り出すのには信頼関係が必要。この信頼の音色をぜひ聞いてほしい」と語った。
　コンサートでは、チャイコフスキーのセレナーデや、歌手の玉置浩二さんが同楽団のために作った曲「歓喜の歌」などを披露する予定。
　日本は1956年12月に国連に加盟、今年が60年に当たるため国内などで記念行事が開かれている。
安保の新秩序、構築急げ 
フィナンシャルタイムス2016/10/16 3:30
　豊かな民主主義諸国は、冷戦後も自分たちが中心の世界秩序が続いていくとついこの間まで思っていた。だが今や先進的な政治活動のモデルとしての民主主義への信頼が揺らいでいる。
　冷戦後の新秩序は次の３本の柱によって形づくられるはずだった。米国は良心的な覇権国として国際平和を保つ責任を引き受け、自由民主主義の普及を促進する。欧州は従来の国家主権重視の概念を超えて各国が密接に協力し合うという統合モデルを広く他の国々へも輸出する。その結果、東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）も遠からず欧州連合（ＥＵ）のようになると考えられた時期さえあった。そして衰退するロシアも、中国や他の新興諸国と一緒に欧米が設計した国際体制に加わることが自国の国家的利益につながると認識する――。
■米国の力に限界、欧州統合も停滞
　だが、こんな前提はこの間までの話だ。米国は今もかろうじて覇権国ではあるが、11月の米大統領選でヒラリー・クリントン候補とドナルド・トランプ候補のどちらが勝つにせよ、新大統領の下で間違いなく内向きになる。
　欧州は自分たちの統合プロジェクトに入ったひびを埋めるのに忙しすぎて、よそで起きていることに注意を払う余裕がない。ユーロ圏危機と移民流入問題に加え、英国のＥＵ離脱決定など数々の危機に見舞われ、今や戦略的に考える能力を失っている。一方、中国とロシアは米国が作ったルールを受け入れる気がない。


イラスト　Ingram Pinn/Financial Times
　なぜこんな事態に至ったのか。イラク戦争は米国の力がいかに広範囲に及ぶかを見せつけるはずだったが、その限界をさらした。世界金融危機は、自由資本主義の弱点を残酷なほど露呈した。欧州統合の夢は、金融危機が招いたユーロ圏の混乱によって打ち砕かれた。中国は誰の予想をも上回るペースで成長し、世界の中の勢力の再配分を加速させた。
　今、各国に共通するのはナショナリズムの広がりだ。米国では「米国を第一に考えよう」というスローガンが生まれた。その孤立主義は米国民の怒りに勢いを借りたものだとみる向きもある。ロシアのプーチン大統領にとって自らの強さを誇示できる手段は、軍事的な失地回復主義だけとなった。
　ポピュリズム（大衆迎合主義）が台頭し、ハンガリーのオルバン首相のようなちっぽけな独裁者を抱える欧州は、自分たちの歴史から学んだはずの教訓を忘れ去っている。中国は100年間の屈辱の記憶を消し去ろうと必死だ。つまり、どの国も自国の主権を重視し、相互内政不干渉を大原則とするウエストファリア体制の支持者のようだ。
　筆者はこのほど、北京で毎年開催されるアジアの安全保障に関する国際会議「香山フォーラム」に参加し、各国間に存在する誤解と不信感の大きさを再認識した。この会議は中国の軍部と政界のエリートが世界に向けて話す場だ。欧米のスピーカーが優遇されることはない。東ティモールやカンボジア、モンゴル、そして中国の便宜上の同盟国ロシアの代表者たちと同じように、壇上での時間を割り振られる。
　今年のテーマは「国際関係の新モデル」の追求だった。その底流にあるメッセージは、古い秩序が通用した時代が終わり、欧米諸国は新たな秩序を中国とともに作り上げる必要があるというものだ。
　欧米諸国は既存の秩序に中国を取り込めばいいと考えているが、今必要なのは全く新しい秩序だという理解が欠けている。とりわけ、東アジアでは事実上のアウトサイダーである米国は、新たな現実に適応する必要がある。20世紀後半に欧米が築いた同盟システムは、中国の台頭という地政学的リスクに対応していない。
■覇権国との衝突回避したい中国
　会議で中国は南シナ海の領有権と権益を守ろうと厳しい言葉を何回か発したものの、言葉遣い自体は至って穏健だった。中国はゼロサムゲームではなく、総和がプラスになる「ポジティブサム」の協力関係を模索している。自らが台頭する中で、かつての覇権国と衝突するような事態は何としても避けようという姿勢だ。だが、新秩序は従来とは全く異なるものとなるはずだ。
　では、どんな秩序なのか。19世紀前半の「ウィーン会議」で復活した国際体制のような大国同士が協調する可能性を探る声も聞かれる。米国と中国を頂点に据えた地域別パワーバランスかもしれない。また、ある程度の秩序は保たれるが、無秩序が支配的になるというやや厳しい見方もある。
　もう一つ、現実主義、あるいは運命論的と呼べるかもしれないが「できることは何もない」という考え方もある。現在、複数の国や地域が勢力を持って並立しているが、様々な対立や紛争などを経ればいずれ新たな均衡が生まれるというものだ。
　問題は「いずれ」では遅すぎるかもしれないことだ。中東では戦争の火が燃え上がり、ロシアは冷戦後の欧州の体制を覆したがっている。だが最も危険な火種は東アジアにある。東シナ海、南シナ海では既に各国が対立している。ここに北朝鮮の核開発計画が加われば、米中間の競争が対立へと発展し、さらに悪化する可能性は十分ある。
■ポスト冷戦体制、今や機能不全に
　世界は今、重大な転換点にある。圧倒的な覇権国だった米国と欧州が作った様々な国際機関や多国間ルール、規範を軸にした冷戦後の体制は、すっかりさびついている。覇権を巡る争いは法の支配を重視しないし、国際平和は風前のともしびだ。
　紛争が生み出すのは敗者だけだが、各国が互いに経済的に依存していれば、土壇場で窮地を脱することができると考える人もいる。だが、力学は反対方向にも作用し得る。国際通貨基金（ＩＭＦ）が発表した最新の年次報告書が、世界経済に対する最大の脅威として政治的リスクを挙げているのは偶然ではない。自由主義経済のシステムはとりわけ世界的な安全保障の秩序に大きく依存しているからだ。
By Philip Stephens
（2016年10月14日付　英フィナンシャル・タイムズ紙）
核禁止決議案「100カ国賛同」　ICAN事務局長

共同通信2016/10/15 09:43
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14日、ニューヨークの国連本部で記者会見する核兵器廃絶国際キャンペーンのベアトリス・フィン事務局長（共同）　【ニューヨーク共同】非政府組織（NGO）の核兵器廃絶国際キャンペーン（ICAN）のベアトリス・フィン事務局長は14日、ニューヨークの国連本部で記者会見し、国連総会第1委員会（軍縮）で討議されている2017年の「核兵器禁止条約」制定交渉開始に向けた決議案に「100カ国以上が賛同する」との見通しを示した。

　フィン氏によると、14日時点での決議案の共同提案国は33カ国。決議案は、来年の条約制定交渉について多数決で採択する国連総会の規則で行うとしている。だが、条約反対派の核保有国は、外交ルートで各国に決議案反対の働き掛けを強めているという。

米、核兵器禁止条約に強く反対　国連委で推進派を牽制
朝日新聞デジタルニューヨーク＝杉崎慎弥、松尾一郎、田井中雅人2016年10月15日23時29分

「核兵器禁止条約」をめぐる各国の主な発言
　国連総会第１委員会で議論されている「核兵器禁止条約」について、米国が１４日、強く反対を表明し、各国に同調を呼びかけた。核保有国や「核の傘」の下にある国も追随。来年の交渉開始を求める決議案を提出した非保有国側は、採択に向けて米国などによる切り崩しを警戒する。
　「米国は核兵器禁止条約の交渉を立ち上げる決議にノーだ。（採択されても）交渉には参加しない。他国も同じ行動をするように強く求める」。米国のウッド軍縮大使は１４日の第１委員会で、各国代表団に呼びかけた。核の傘の下にある同盟国以外にも、公然とプレッシャーをかけた形だ。
　国連総会では、常任理事国に拒否権がある安全保障理事会とは異なり、ものごとが多数決で決まる。今回の決議案の提出が、８月に開かれたジュネーブの核軍縮作業部会（ＯＥＷＧ）で多数決で勧告され、共同提案国も３６に上ることから米国などの警戒感は強い。決議案が総会で採択されれば、来年から核兵器禁止の法的措置の交渉が始まることになるからだ。
　ウッド大使は核不拡散条約（ＮＰＴ）など、「現実的で全会一致を基本としたアプローチこそが、（核軍縮が）前進するための正しい道だ」と強調。同盟国や核の傘の下にある国々も同調し、英国は「各国代表たちよ、よく考えて欲しい。全会一致が採られているジュネーブ軍縮会議（ＣＤ）や、ＮＰＴの再検討会議（で議論する我々）に加わることを求める」と禁止条約の推進派を牽制（けんせい）。オーストラリアはＯＥＷＧが核保有国が不参加のままで決定されたことを懸念。ドイツと共に「核保有国抜きで禁止条約の議論を進めても核軍縮にはつながらない」と批判した。
　核保有国が禁止条約に反対する…【続きあり】
核兵器禁止決議案めぐり核保有国と非保有国が論戦
ＮＨＫ10月15日 11時51分
[image: image49.jpg]



国連総会の軍縮問題を扱う委員会がニューヨークで開かれ、核兵器そのものを禁止する条約の制定に向けた交渉を始めるべきだとする決議案をめぐり、核保有国と非保有国が意見を闘わせました。
国連総会の軍縮問題を扱う第１委員会では、核兵器そのものを禁止する新たな条約の制定に向けた交渉を来年から始めるべきだとする決議案がオーストリアなど一部の国から提出され、注目を集めていて、１４日、ニューヨークの国連本部で議論が行われました。
その中でオーストリアの代表が「核軍縮はさまざまな手段を同時に進めていくべきでそれには法的拘束力のある措置が必要だ」と訴え、もはや核保有国に軍縮を促すには既存の枠組みでは不十分だという認識を示すと、ほかの非保有国から支持する意見が出されました。
これに対し、アメリカの代表は「安全保障を考慮せずに、核軍縮を進展させる効果的な方法を議論する余地はない」と述べて反対を表明したほか、イギリスの代表も北朝鮮の核開発などを理由に当面は核抑止力を維持すべきだと主張しました。
この決議案をめぐる採決は今月下旬にも行われる見通しですが、核保有国と非保有国の対立を乗り越えて採択されるか、注目されます。
防衛局、北部訓練場返還計画を２村に提出　県は受理せず

琉球新報2016年10月16日 06:30 
　米軍北部訓練場の部分返還計画を巡り、沖縄防衛局は１４日、東村と国頭村に返還実施計画案を提出した。日本側への土地の「返還」の後に行う汚染調査、除去などを経た土地の「引き渡し」までの期間について、通常想定される２～３年程度をおよそ半分に短縮し、１年～１年半とすると明記した。両村は返還対象地をやんばる国立公園に早期に編入することを求め、世界自然遺産を目指すとしていることから、地元への配慮を示すことで部分返還の前提であるヘリパッド建設工事に対する批判を薄める狙いがあるとみられる。
　跡地利用特措法によると、２村は返還実施計画案の提出から６０日以内に国に意見書を提出することができる。このため意見書の内容を反映した最終的な返還実施計画の決定・通知は、１２月中旬以降となる見通し。国は北部訓練場の部分返還を「年内」に実現するとしている。
　同法は国が県からも意見聴取を行うよう定めている。県の意見書提出期限は村よりも短く、返還実施計画案の受理から３０日以内。沖縄防衛局は１４日、職員が県にも返還実施計画案を提出しようとしたが、県側は必要な事前調整を経ていないとして受理しなかった。防衛局は来週以降に再提出する方向。
　引き渡し期間の短縮は、日本側による土地利用を早期に実現する一方、汚染調査・除去作業が「日程ありき」で進めば、内容が不十分となる懸念がある。
　北部訓練場では過去に航空機事故が起きているほか、退役米軍人が枯れ葉剤を散布したと証言し、米退役軍人省もこれに関係する健康被害を認定した。しかし米国防総省は「記録がない」として否定し、場所は特定されていない。
しんぶん赤旗2016年10月16日(日)

沖縄・高江　違反ダンプに抗議　着陸帯建設反対　集中行動
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（写真）あいさつする渡久地修県議（右）ら＝15日、沖縄県東村高江のＮ１ゲート前


　沖縄県東村高江で政府が強行している米軍オスプレイパッド（着陸帯）建設工事の中止を求める集中行動が１５日、Ｎ１ゲート前で行われ、砂利を積んだダンプカーに多くの法令違反があると指摘する声が上がりました。

　ダンプカーの法令違反が指摘されているのは、▽過積載▽左右と後部のダンプ表示番号がない―などです。告発した沖縄平和市民連絡会の北上田毅さんは１４日、運行停止の権限がある沖縄総合事務局陸運事務所に要請したと説明。発注者の沖縄防衛局と業者を違法行為で告訴したいと語りました。

　午前７時３０分から始まった抗議集会には、最大時２５０人が集まり、トラックによる土砂搬入を断念させました。

　参院会派「沖縄の風」の伊波洋一参院議員もあいさつしました。伊波氏は、動植物の希少種、絶滅危惧種が生息する場所を守らなければならないとした日本環境管理基準や文化財保護法など日本の法律は基地の中にも及んでおり、米軍はこれら法令を守らなければならないと強調しました。日本共産党の渡久地修、比嘉瑞己、瀬長美佐雄の３県議らが駆けつけました。渡久地氏は「オスプレイパッドは新たな基地の機能強化だと県民に明らかにしていきたい」としました。

小池都政　与野党とも評価　補選意識、高い人気に敵対避ける

東京新聞2016年10月16日 朝刊
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　東京五輪・パラリンピックの会場見直しや豊洲市場問題に取り組む小池百合子都知事。自民、公明の与党や民進、共産、自由、社民の野党４党は２カ月半前、都知事選で対立候補を支援し激しく争ったが、いまは小池都政を高く評価すると明言している。小池氏の人気を意識し、敵対するのは得策ではないと判断したからだ。２３日に投開票される衆院東京１０区補欠選挙での与野党戦略にも影響している。　（大野暢子）

　自民党都連会長でもある下村博文幹事長代行は十三日、本紙の取材に「盛り土問題など誰も知らなかった問題が小池知事の誕生で明らかになった」と指摘。五輪会場見直しについても「無駄見直しを問題提起した」と歓迎した。

　民進党の蓮舫代表は十三日の記者会見で「情報公開や問題を解決しようとする姿を持つ。大変な勇気だ」と持ち上げた。共産党の志位和夫委員長も「都政を動かす状況が生まれてきた」と評価する。

　小池氏は東京都のトップで、国政には関与しない。しかし、連日、マスコミに取り上げられるなど、その発言力は大きく、与野党とも小池氏に配慮せざるを得ない状況になっている。

　小池氏の人気は、東京１０区補選にも影響している。小池氏の衆院議員失職に伴う同補選は、四野党が一本化した民進党新人の鈴木庸介氏と自民党前職の若狭勝氏の事実上の一騎打ちとなっている。

　若狭氏は、小池氏が後継指名した人物。そのため自公は若狭氏を「小池都政と国政とのパイプ役」と位置付ける。小池人気をそのまま補選に結び付けられるとの考えからだ。十六日には安倍晋三首相、公明党の山口那津男代表が小池氏とともに若狭氏の応援に立ち、関係をアピールする。

　野党は、補選を安倍政権に対する審判だと訴える戦略だ。「小池さんが応援に入り、国政を争っているか都政を争っているか分からない流れがつくられている」（志位氏）との危機感からだ。国会で焦点の環太平洋連携協定（ＴＰＰ）や年金給付のカットにつながる法案の問題点などを前面に出し、補選と小池氏を切り離そうとしている。
豊洲地下大気から水銀＝国指針の最大７倍－原因特定できず・専門家会議


豊洲市場の安全性を検証する専門家会議の初会合後、記者会見する平田健正座長（中央）ら＝１５日午後、東京都中央区の築地市場
　東京都の豊洲市場（江東区）の主要建物下で土壌汚染対策の盛り土がされていなかった問題で、安全性を検証する都の専門家会議（座長・平田健正放送大学和歌山学習センター所長）は１５日、築地市場（中央区）で初会合を開いた。都は建物の地下空間の大気から、国の指針の最大７倍に上る水銀が検出されたことを報告。これを受け同会議は原因を探ったが、特定できなかった。
　地下空間の大気測定は、９月末と１０月初旬に実施。１立方メートル当たり０．０４マイクログラム以下とする指針値に対し、青果棟の３カ所で５～７倍の水銀が検出された。水産卸売場棟の２カ所でも、指針値をわずかに上回った。（時事通信2016/10/15-21:21）
豊洲地下の水銀「直ちに影響ない」　専門家会議、発生源調査へ

東京新聞2016年10月16日 朝刊

 　東京都が開設する豊洲市場（江東区）の建物下に土壌汚染対策の盛り土がなかった問題で、生鮮食品を扱う市場としての安全性を検証する「専門家会議」の初会合が十五日、築地市場（中央区）内であった。都は、盛り土せずに地下空間になっていた建物下の空気から、国が定める指針値の最大七倍の水銀が検出されたことを報告。会議は原因が不明だとして、調査することを決めた。　

　ただ、人体への影響について、委員の内山巌雄京都大名誉教授は「指針値は七十年間、毎日吸入した場合に生じる健康リスクを示したもので、今回の値は非常に微量。直ちに影響はなく、まず大丈夫」と語った。

　初会合では、都が先月下旬と今月上旬の二回実施した大気測定で、青果棟と水産卸売場棟にある地下空間の空気から、国の指針値（年平均値で一立方メートル当たり〇・〇四マイクログラム以下＝マイクロは百万分の一）の七倍に当たる最大〇・二八マイクログラムを検出したことを伝えた。

　委員の駒井武東北大大学院教授は「コンクリートや砕石層の影響が考えられるが、発生源はよく分からない。詳しく観測した方がいい」と述べた。建物下は換気のない密閉空間のため、空気中の水銀が濃縮された可能性もあるという。

　豊洲市場で定点観測している地下水調査で、二百一地点のうち三地点で環境基準を上回るベンゼン、ヒ素が検出された問題を巡っては、座長の平田健正（たてまさ）放送大和歌山学習センター所長は会合終了後の記者会見で「これから二年間安定するまで、地下水監視を継続する必要がある」との見解を示した。

　専門家会議は月一回のペースで審議する予定。小池百合子知事は、来年一月に出る地下水調査の結果や専門家会議の意見を踏まえ、移転の可否について「総合的に判断する」との意向を表明している。

豊洲専門家会議　築地業者ら「風評対策を」　都に不信感あらわ

東京新聞2016年10月16日 朝刊

　築地市場（東京都中央区）の移転先となる豊洲市場（江東区）の盛り土問題発覚を受け、再招集された有識者による「専門家会議」。築地市場で十五日開かれた初会合では、市場関係者から「事実と違う説明をしてきた都はもう信用できない」「盛り土をやり直して」などと都への批判が相次いだ。　

　「実際には主要な建物の下に盛り土をせず、地下空間を設ける工法で建設していた。このことを市場関係者や都民に情報提供してこなかった。心よりおわびする」

	豊洲市場の安全性を検証する専門家会議の初会合で、質問する業者の男性（右）＝１５日、東京都中央区の築地市場で
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　市場担当部局トップに就任したばかりの村松明典中央卸売市場長は会合の冒頭、傍聴席に詰めかけた市場関係者らに向かって頭を下げた。

　会議は、座長を務める平田健正・放送大和歌山学習センター所長の「市場関係者とひざをつき合わせて話がしたい」との意向で、市場内の講堂で開催。有識者と都の担当者らが出席し、水産や青果などの業者約百人が傍聴した。

　この日、指針値を超える水銀が地下空間の大気から検出されたことが判明した。質疑応答で、水産仲卸の男性業者が「専門家会議が決めたことを守っていれば、こんなことにならなかった」と憤慨。豊洲市場に対して風評被害が広がっているとの認識を示し、「しっかり対応してもらいたい」と語気を強めた。

　別の業者からは「働く職場は安全であるべきだ。盛り土がない現状で安全性を評価するとの対応は不満だ」との意見が出た。

　初会合は約四時間半に及んだ。傍聴した水産仲卸業を営む酒井衛（まもる）さん（６１）は「やっぱり移転を立ち止まってよかった」とし「豊洲市場が調査結果の数字上で安全だとしても、魚を買いたいと思ってもらえる安心とは違う。自信を持って魚を売れる場所で商売したい」と語った。

　一方、業界団体でつくる築地市場協会の伊藤裕康会長は「どうすればきちんと安全が確保できるのかを、風評に対する対策も含めて、つくっていかなければいけない」と話した。　（榊原智康、石川修巳）

豊洲地下から水銀検出の原因不明　専門家会議、詳しく調査

共同通信2016/10/15 20:54

　建物下に盛り土がなかった豊洲市場（東京都江東区）の安全性を検証する「専門家会議」（座長・平田健正放送大和歌山学習センター所長）は15日、築地市場内（中央区）で開いた初会合で、地下空間の大気から最大で国の指針の7倍に当たる水銀が検出された原因が不明だとして、詳しく調査することを決めた。
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豊洲市場の安全性を検証する専門家会議で質問する築地市場の業者＝15日午後、東京・築地市場
　委員からは「考えられない現象」との意見が上がり、地下空間にたまった水に含まれるごく微量の水銀の揮発や工事の過程で発生した可能性が指摘された。専門家会議は地下空間を換気した後の再観測や、施工業者への聞き取りなどを検討するとしている。

豊洲問題、水銀検出の原因わからず　専門家会議が初会合
朝日新聞デジタル小林恵士、伊藤あずさ、西本ゆか2016年10月15日21時18分
　東京都の豊洲市場（江東区）の主な建物下に土壌汚染対策の盛り土がなかった問題で１５日、８年ぶりに設置された都の専門家会議の初会合があり、建物下の空間の大気から、国指針の最大７倍の水銀が検出されたことが報告された。同会議は、健康被害の危険はないとみているが、測定を続けて原因を調べる。
　地下空間の大気は、都が先月２９、３０日と今月６、７日の２回、市場の主な５施設で水銀、ベンゼン、シアンを対象に調査した。水銀は、指針値の１立方メートルあたり０・０４マイクログラムに対し、２施設で同０・０４４～０・２８マイクログラムを検出。最大で７倍だった。ベンゼンは環境基準値以下で、シアンは「不検出」だった。
　指針値は「健康リスクの低減」を目的に国が示す指標で、事業者の排出抑制目標などに用いられる。２００３年に環境省の審議会は「短期的に上回っても直ちに健康に悪影響があるものと解するべきではない」とした。
　この日の会合で、委員は「健康に影響が出る数値ではない」との見方で一致したが、水銀検出の原因は解明されなかった。地下空間にたまった水から揮発した可能性も含め、計測を続けて判断するという。
　会合は、築地市場の仲卸業者ら約１００人が傍聴。冒頭、１５日付で就任した担当部局の村松明典・都中央卸売市場長が謝罪した。会議座長の平田健正・放送大和歌山学習センター所長は「専門家会議は責任の追及の場ではない。現状を把握して、どう対策をすれば安全か検討する」と述べた。市場内の主な２棟を結ぶ通路地下に残る高濃度の汚染物質についても議論され、今後、従来の対策を検証することになった。
　質疑応答に参加した業者らからは「だまされたという思い」「全く信用できない」など都への批判が続出した。「怖いのは風評被害。小池知事の『安心安全宣言』を求めてほしい」という意見も出た。（小林恵士、伊藤あずさ、西本ゆか）
しんぶん赤旗2016年10月16日(日)

大気に水銀、基準７倍　豊洲地下空間で検出　専門家会議に都が報告
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（写真）再招集された専門家会議であいさつする平田座長＝15日、東京都中央区


　東京都が築地市場（中央区）の移転先とする豊洲新市場（江東区）で、青果棟の地下空間の大気中から、環境基準（１立方メートル当たり０・０４マイクログラム）の７倍もの水銀が検出されたことが１５日、分かりました。再招集されて同日、第１回会合を開いた専門家会議（座長・平田健正放送大学和歌山学習センター所長）に都が報告しました。

　報告によると、都が各施設内の１１カ所で行った空気の測定で、９月２９～３０日に青果棟の地下空間内３カ所中３カ所で、基準の最高７倍の０・２８マイクログラムの水銀を検出。水産卸売場棟の地下空間内３カ所中２カ所で基準の最高１・１倍の０・０４５マイクログラムを検出しました。

　青果棟の地下空間３カ所では、１０月６～７日にも最高０・２５マイクログラムを検出しました。

　専門家会議は、基準を上回る水銀が検出された原因について「原因はまだわからない」（平田座長）として引き続き調査することを決めました。

　専門家会議では、平田座長が冒頭あいさつし、専門家会議の役割について「地下空間の状況を正確に把握し、どうすれば安全安心な市場にすることができるか」だと表明。岸本良一中央卸売市場長の更迭に伴い同日付で就任した村松明典市場長が「事実と異なる説明を行っていた」として陳謝しました。

　傍聴した築地市場業者から「都の説明は信用できない」など厳しい批判の声が相次ぎました。

都、情報公開の範囲縮小を提案　民事訴訟記録を除外

共同通信2016/10/16 16:53

　東京都が情報公開の範囲縮小を関係審議会に提案していたことが16日分かった。公文書開示の対象から、都が関係した民事裁判記録などを除外するのが柱となっている。

　提案後に「情報公開」の促進を掲げた小池百合子知事が就任したが、都情報公開課は「早急な検討は進めない」という対応にとどまっている。情報公開を求める団体は「（範囲縮小は）都による説明責任の放棄」と批判し、今後の都の対応に注目している。

　都は除外に関し、民事裁判記録は裁判所でも公開され閲覧できることを主な理由に挙げている。

韓国が「反政府リスト」　メディア報道　文化人９４００人分

東京新聞2016年10月16日 朝刊

 　【ソウル＝上野実輝彦】韓国政府が、政府に批判的な文化人九千人以上の「ブラックリスト」を作成し、支援しないよう圧力をかけたと報じられ、波紋を広げている。国会では野党が追及を始め、ネット上でも反対運動が広がっている。

　韓国日報は十二日、「青瓦台（大統領府）が、検閲すべき文化芸術家九千四百七十三人の名簿を文化体育観光省に渡した」と報道。同省は名簿の人物を支援しないよう働き掛けていた可能性が高いと指摘した。

　名簿の写真も掲載され、「セウォル号事件（で朴槿恵（パククネ）大統領を批判する）時局宣言に賛同　七百五十四人」「（大統領選で朴氏の対立候補だった）文在寅（ムンジェイン）氏の支持を宣言　六千五百十七人」など、具体的な内訳が載った。

　十三日の国会では、国民の党の安哲秀（アンチョルス）氏ら野党議員が「政府の味方と敵を分けるのは暴力的な政策で、憲法を全面否定することだ」と批判。趙允旋（チョユンソン）文化体育観光相は「そうした文書は存在しない」と釈明に追われた。

　ネット上では記事の名簿とされるリストが出回り、反体制的な姿勢で知られる歌手が「俺もリストに入れろ」と表明して話題に。国民大言論情報学部の李昌〓（イチャンヒョン）教授は、フェイスブックやツイッターで「私もブラックリスト入り」というキーワードを使って反対意見を集約するよう呼び掛け、さまざまな人が応じている。

　李教授は「表現の自由を抑圧した現政府に反対する」と訴えている。

※〓は火へんに玄

社説　新潟県知事選　原発不信を受け止めよ
毎日新聞2016年10月17日　東京朝刊
　安倍晋三政権と東京電力は選挙結果を真剣に受け止めるべきである。東電柏崎刈羽原発の再稼働問題が大きな争点となった新潟県知事選は、再稼働に慎重な姿勢を強く打ち出した医師、米山隆一氏＝共産、自由、社民推薦＝が接戦を制して初当選を果たした。 
　敗れた前長岡市長の森民夫氏を推薦した自民、公明両党内には当初、最近の政党支持率の高さや組織力の強さから楽勝ムードが漂っていた選挙だ。にもかかわらず、この結果となったのは、いかに東電に対する県民の不信感が強いかの表れだ。 
　しかも７月の鹿児島県知事選で、自公両党が支援して４選を目指した当時の現職が、九州電力川内原発の停止を掲げた三反園訓氏に敗れたのに続く敗北だ。再稼働に対する姿勢があいまいだった森氏に対する不満だけでなく、原発の維持・再稼働路線をひた走る安倍政権への批判も大きいと見ていいだろう。 
　今回の知事選は、現職の泉田裕彦知事が突然、４選出馬を断念したことで様相が一変した。 
　断念した理由は必ずしも明確ではない。だが泉田氏は２０１１年の東電福島第１原発の大惨事以降、「事故の検証と総括なしに柏崎刈羽の再稼働議論はできない」と東電に厳しい注文を突きつけ続けてきた。このため東電や安倍政権には、泉田氏が引退することで再稼働が進むかもしれないという期待があった。 
　ところが選挙が始まると、泉田路線の継承を訴える米山氏が支持を広げ、自民党は二階俊博幹事長ら幹部が続々と新潟入りして地元経済界や業界団体の関係者を集めて引き締めを求めるなど大慌てになった。 
　なりふり構わぬ動きに「古い自民党体質」を感じた有権者も多かったはずだ。森氏も全国市長会長を務めた経験を強調し、政府とのパイプの太さをアピールしたものの、再稼働に対する姿勢は最後まで腰が引けている印象だった。 
　原発事故の際の住民避難計画に問題はないかどうかをはじめ、泉田時代から積み残された課題は多い。米山氏が公約通り、それにきちんと対処していくのは当然だ。東電や政府もより慎重な姿勢が必要となる。 
　自主投票とした民進党もお粗末だった。元々、次期衆院選の同党候補に内定していた米山氏を推薦できなかったのは支持団体の連合内で東電の労組が力を持っているからだ。しかし「勝てる」と見てか、最終盤になって一転して蓮舫代表が米山氏の応援のために新潟入りするという迷走ぶりだった。 
　原発政策を改めて議論して党の態度を明確にしないと有権者には信頼されない。 
産経新聞2016.10.17 05:02更新 
主張　新潟知事選、米山氏は泉田路線脱却を
　東京電力柏崎刈羽原子力発電所の再稼働が最大の争点となった新潟県知事選で、再稼働に慎重な姿勢を示す米山隆一氏が選択された。
　政府与党にとっては７月の鹿児島県に続く、原発立地県での知事選連敗である。
　県民の選択を尊重するのは当然だが、米山氏には国家や国際レベルの視野に照らしても齟齬（そご）を来すことのない賢明な県政のかじ取りを期待する。
　安倍晋三首相には国政と県政の調和点を探る努力が必要だ。
　７基の原発を擁し、総出力８２１万キロワットの柏崎刈羽は、世界最大の原子力発電所である。
　その６、７号機について再稼働に必要な安全審査が原子力規制委員会によって進められているが、審査に合格しても米山氏の対応次第で円滑な発電再開にはつながらない可能性も出てきた。
　資源小国の日本で原子力発電が果たす役割は極めて大きい。
　第１に電力の安定供給である。原油価格が従来水準に戻ると火力発電の燃料輸入で国富が流出し、アベノミクスも足元が揺らぐ。
　第２に１１月に発効する「パリ協定」に代表される地球温暖化問題への対応が挙げられる。
　日本が世界に約束した２０３０年度での二酸化炭素２６％削減を、再生可能エネルギーだけで実現するには無理があり、原発の活用が不可欠だ。
　こうした内外の諸状況を考慮するなら、自民、公明両党推薦の森民夫氏が敗れることのないよう、首相は万全の態勢で臨むべきだったが、対応が十分だったとはいえまい。支持率を気にして距離を置いたとすれば論外だ。
　九州電力川内、四国電力伊方など、これまでに運転再開を果たした原発はすべて加圧水型で、福島第１原発と同タイプの沸騰水型の再稼働例はない。
　柏崎刈羽６、７号機には沸騰水型復活の先導役を果たすことが期待されていただけに、森氏落選の痛手は大きい。
　米山氏は泉田裕彦知事の路線を引き継ぐとする。だが、投票の相当数が対立候補の森氏に投じられたことも忘れないでほしい。
　地球環境や国の将来、県の財政基盤の強化に、原子力発電が必要だと考える多くの人がいる。勝利におごり、そうした声に耳をふさげば、新潟県だけでなく日本の将来に影が差す。
社説　「新潟」野党勝利　再稼働反対の意思示す

東京新聞2016年10月17日

 　新潟県知事選は野党三党推薦候補が与党推薦候補に勝った。当初の与党楽勝ムードを吹き飛ばして激戦を制したことは、東京電力柏崎刈羽原発の再稼働に対する県民の反対の強さを全国に示した。

　知事選は泉田裕彦知事の任期満了に伴うもので、無所属新人四人が立候補した。共産、自由、社民三党が推薦する医師の米山隆一氏（４９）と、自民、公明両党が推薦する前長岡市長の森民夫氏（６７）との事実上の一騎打ちとなった。

　泉田氏は四選出馬の意向を表明していたが、知事選告示の一カ月前に急きょ断念を表明。当初は森氏以外に主要候補はなく、与党候補楽勝のムードすら漂っていた。

　選挙戦の構図を一変させたのは米山氏の立候補表明だった。

　米山氏は民進党の衆院新潟５区公認候補に決まっていたが、離党して知事選に立候補。民進党が自主投票にとどめたため、同党以外の共産、自由、社民の三党が推薦し、野党統一候補の形を整えた。

　主要な争点は柏崎刈羽原発（柏崎市など）の再稼働問題だった。この原発には七基の原子炉が集中し、三十キロ圏には約四十六万人が住む。住民の安全確保は県知事にとって最優先事項である。

　官僚出身の泉田氏は一期目から自公両党の推薦を得てきたが、再稼働については「福島事故の検証が終わるまで再稼働の議論はしない」と厳しい姿勢を貫いてきた。

　共同通信社が新潟県内の有権者を対象に行った電話世論調査でも柏崎刈羽原発の再稼働に「反対」と答えた人は６０・９％に上り「賛成」は２４・２％にとどまる。

　米山氏はその「泉田路線」の継承を表明し、森氏も「泉田知事が育てた県の技術委員会の意見をしっかり聞き、安全という確信がなければ反対と言う覚悟がある」などと訴えたが、県民は森氏の姿勢を支持しなかった。

　安倍政権は選挙で示された民意を真摯（しんし）に受け止めるべきだ。再稼働を既成事実化してはならない。

　七月の参院選では民進党など野党四党の統一候補が与党候補に競り勝ったにもかかわらず、県知事選で民進党は支持組織の連合傘下に電力総連がある事情から早々に自主投票にとどめた。

　終盤になって蓮舫代表が米山氏の応援演説に駆け付けたが、与党と野党のどちら側につくのか、国政選と地方選との違いがあるとはいえ、軸足が定まっていないことを露呈した。猛省して今後の選挙戦略を練り直すべきである。

 

社説　共産党の共闘路線／地方議会でこそ積極的に
河北新報2016年10月16日日曜日
老練な政治家の言葉ほど深読みしなければならない。自民党幹事長や蔵相を歴任した故三塚博氏に「共産党は政党の鑑（かがみ）」という言葉がある。
　衆院選に初めて小選挙区制が導入された１９９６年、総選挙を目前にしての感想だった。額面通り受け止めれば、政権党ですら果たせなかった全３００小挙区への候補擁立に党派を超えた賛辞である。
　だが、そこには含みもある。政党としての筋を通したが故に反自民票を分散させ、結果的に自民党長期政権を利する共産党への一種の皮肉だったのではないか。
　２０年の歳月を経て「孤高」の政党も転変した。野党共闘に今、最も熱心なのが共産党である。全ての改選１人区で共産党が候補擁立を取り下げた先の参院選で、野党は東北６議席のうち５議席を獲得するなど一定の成果を挙げた。
　政局観を持った政党へと脱皮することで共産党は、民意に応えたと言えよう。ならば今度は、こうした柔軟性と現実主義を地方自治の現場で発揮したらどうか。
　仙台市議会の９月定例会では、当局の債権管理条例案に共産党市議団が対案を示した。生活困窮者からの徴収は停止すべきだという重要な問題提起だったのだが、先に当局案が通ったため、採決にすら持ち込めなかった。
　共産党の提案をはなから一蹴する他会派の思考停止ぶりは重く問われてしかるべきだが、共産党も他会派を説き伏せて議会の総意を形成する労を惜しむべきでなかった。
　真に住民利益にかなうと信じるのなら、他会派を巻き込んで常任委員会の提出案とする選択もあったはずだ。提案して満足するのではなく、政策実現の道筋を論じたい。
　自治の現場で取り扱われるのは、総じて住民の暮らしに密着した地域課題である。住民本位の視点で徹底討論する議会なら、会派間対立は起こり得ないはずなのだ。
　東京では、豊洲新市場の建物下に盛り土がなかった問題が都政を揺るがしている。
　いち早く地下空間を実地調査したのは、やはり共産党都議団だった。スピード感を持って真相究明に乗り出す姿勢は結構だが、では、説明と異なる施工を見抜けなかった議会の議決責任はどうなのか。
　例えば全国初の議会基本条例で知られる北海道栗山町議会では、都議会のような失態は起きようがないのだという。工事請負契約の議決に当たって議会が図面を徹底精査し、議決後も着工から完工まで議会の所管委員会が何回も現場を視察するからだ。
　議会の議決責任は本来、こうあるべきではないか。栗山町議会でこの仕組みづくりを主導したのは共産党議員と保守系議長の連携だった。
　政策提案に熱心な共産党が次に目指すべきは、地方議会における共闘構築だ。政策実現する議会のために汗する役割を担ってほしい。
参院選違憲状態　抜本改革を迫る警告だ
毎日新聞2016年10月15日　東京朝刊
　選挙制度の抜本改革を求める司法からの強い警告だと国会は受け止めるべきだ。選挙区定数を「１０増１０減」して実施された７月の参院選について１票の格差が違憲かどうかが争われた裁判で、広島高裁岡山支部は「違憲状態」と判断した。 
　７月の参院選では隣り合う２県を一つの選挙区とする「合区」が初めて導入され、１票の格差は最大４・７７倍から３・０８倍に縮小した。しかし判決は「３倍を超える格差があり、著しい不平等状態を解消できなかった」と認定した。 
　合区を取り入れた改正公職選挙法は付則で、次回の２０１９年参院選に向けて「選挙制度の抜本的な見直しを引き続き検討し、必ず結論を得る」と定めている。判決は格差縮小に向けた努力を評価し「国会の裁量権を超えるものではない」として違憲とまではしなかった。 
　ただし裁判所は合憲か違憲かを分ける基準は示さなかった。今回を皮切りに、来月にかけて全国各地の高裁で同種訴訟の判決が続く。厳しい判断が示される可能性もある。 
　最高裁は１票の格差を巡り、前々回の１０年参院選に続いて前回の１３年参院選についても違憲状態にあると指摘した。これを受けて各党が是正案を検討し、公明党や旧民主党などは２０選挙区を１０に合区して最大格差を２倍未満に抑える提案をした。だが、成立したのは自民党などが提出した１０増１０減案で、抜本是正には程遠い内容だった。 
　参院の格差が大きくなりやすいのは、都道府県を選挙区の単位とする仕組みがあるからだ。それを維持するかどうかで政党間の意見が対立した。判決は、この対立を調整できなかった結果、３倍の格差が残ったと指摘した。 
　参院選では人口の少ない県にも最低２議席が配分されてきた。今後も大都市への人口集中と地方の人口減が進み、格差は一層広がるとみられる。格差を是正するためにはさらに合区を増やさなければならなくなる。しかしそれには弊害が多い。 
　今回、「鳥取・島根」「徳島・高知」と、４県の選挙区が二つに統合された結果、島根を除く３県で投票率が過去最低を記録した。候補者の存在が遠くなり有権者の関心を低下させた面は否めない。 
　合区による格差是正は、国会が抜本改革に踏み切れない中での苦しまぎれの対応だった。参院選挙制度改革は格差の観点からだけでなく、衆参両院の役割の見直しとともに考える必要がある。 
　参院が「分権の府」として地方の声を届ける役割を担うことも選択肢の一つだ。参院の意義についても徹底した議論を怠るべきではない。 
社説　参院１票の格差　抜本改革は避けられぬ
北海道新聞10/15 08:55
　「１票の格差」が最大３・０８倍に達した７月の参院選について、広島高裁岡山支部はきのう「違憲状態」とする判決を言い渡した。
　県の壁を越えた合区など国会の是正努力を一定程度認め、選挙を無効とはしなかったが、格差の解消はなお不十分だと指摘した。
　参院の１票の格差に対しては、最高裁が既に２回連続で「違憲状態」との判断を示している。さらなる是正を促したのは当然だ。
　一方、今回の合区に対しては、地方の政治への関心の低下を招くとして、自民党や全国知事会から見直しを求める声がある。
　だが単純に合区を解消するのでは格差是正に逆行する。票の平等と地方の声の反映を両立させるには、抜本的な改革が不可欠だ。
　国会は今度こそ、あるべき選挙制度を真剣に探らねばならない。
　判決は、参院選の１票の格差について「国会の裁量権を超えて違法とまではいえない」と選挙無効の請求を棄却する一方、今回の合区では「著しい不平等状態を解消するには不十分」と断じた。
　最高裁は２０１０年と１３年の参院選を違憲状態と判断し、都道府県単位の区割りの変更を求めた。
　これを受けた与野党協議では、全国を１１ブロックに分ける大選挙区制の導入なども俎上（そじょう）に載った。
　だが、自民党が地盤とする地方の議席への影響を避けた結果、「鳥取・島根」「徳島・高知」の２カ所の合区にとどまり、格差解消は中途半端なものに終わった。
　合区以外に、比例代表と選挙区の議席配分見直しや、議員歳費を削って配分に必要な議席を確保する選択肢もあったはずだ。今回の判決は、その場しのぎの対応への新たな警鐘と受け止めるべきだ。
　全国知事会は合区解消とともに参院を地方代表と位置づけるよう求める。大都市への人口集中が続けば地方の声が国政に届かなくなるとの危機感があるのだろう。
　確かに欧州などには上院を地方代表と位置づける国もある。だが同様の制度の導入を目指すのならば、衆院と参院の役割分担など徹底した議論が大前提ではないか。
　気になるのは自民党の一部に、この議論を改憲の入り口にしようとの意図が透けて見えることだ。
　自党の議席維持のため抜本改革を先送りしながら、その責任は棚に上げ、逆に憲法を変えてしまおうというのでは強引に過ぎる。
　自民党内では衆院選をめぐっても、議席維持のため区割り変更前の解散を探る動きがある。司法判断の軽視は厳に慎むべきだ。
社説　参院選格差判決　小手先改革は通用せぬ
京都新聞　2016年10月15日

　選挙権の平等を軽んじる立法府を改めて司法が指弾した。
　「１票の格差」が最大３・０８倍で行われた７月の参院選は憲法違反だとして、弁護士らが選挙無効を求めて全国で一斉提訴した裁判の初の判決で、広島高裁岡山支部は「違憲状態」との判断を示した。
　過去２回の参院選も最高裁が「違憲状態」と判断し、是正を求めてきた。国会は隣接県を一つの選挙区とする「合区」の初導入などで格差を多少縮小したが、判決は「著しい不平等状態の解消には不十分」と断じた。その場しのぎの小手先改革は通用しないことを国会は重く受け止めるべきだ。
　選挙区は地域代表的な性格があり、最高裁は長らく５倍前後の格差を容認してきた。だが近年は投票価値の平等を厳しく判断しており、２０１３年参院選の判決では選挙区を都道府県単位とする制度の見直しを強く迫っていた。
　国会は「鳥取・島根」「徳島・高知」の２合区を含む「１０増１０減」の公選法改正を行ったが、３倍を超える格差を温存したことへの評価が裁判の焦点となった。
　今回の判決は、合区を含む格差縮小の努力には一定の評価を示したが、依然３倍超の格差は「投票価値の平等の要請を満たすとの評価は困難」と指摘。都道府県を単位とする限界を改めて強調した。
　改正法付則に１９年参院選に向け抜本改革の「結論を得る」と明記された通り、国会の是正策が付け焼き刃であるのは明白だ。なのに抜本改革議論を先送りしたまま、自民党を中心に合区解消や、都道府県代表を位置づける改憲を目指す動きがあるのは看過できない。
　合区によって長年の地域代表がなくなる戸惑いは理解できる。だが１票の価値はどこでも軽重がないのが原則で、今回の判決も地域代表だからと「格差を正当化できない」とくぎを刺している。
　選挙制度は、衆院との分担を含め、参院がどんな役割を果たすかが基本だ。その理念抜きに数合わせで人口の少ない県を合区したのが地方の反発や不安の要因だろう。
　これまでの是正協議では、ブロック別の大選挙区や比例代表制などで格差２倍未満に収める各党案も出されたが、自民が党内混乱の末に最少の合区にとどめた。その責任をほおかむりして法の下の平等を曲げようというのは筋違いだ。
　一連の訴訟は１１月８日まで計１６件の高裁判決を経て、最高裁大法廷が統一判断を示す見通しだ。国会は自ら掲げた抜本的改革の議論をただちに進めねばならない。

社説　１票の格差判決　抜本改革の議論加速せよ
山陽新聞2016年10月15日
　７月の参院選で「１票の格差」を解消しないまま実施したのは選挙権の平等に反して違憲だとして、岡山県の有権者が選挙の無効を求めた訴訟で、広島高裁岡山支部が格差を「違憲状態」と判断した。国会の是正措置は不十分だと断じ、さらなる格差解消を求めるものである。
　焦点は前回選挙後の格差縮小の取り組みを司法がどう評価するかだった。最高裁は一昨年、最大格差４・７７倍だった２０１３年の参院選を「違憲状態」と判断。このため、国会は人口の少ない選挙区を統合する「合区」の導入などで定数を１０増１０減し、最大格差を３・０８倍に縮小させた。
　だが判決は、国会の是正策を「都道府県を選挙区の単位とする仕組みを極力維持し、最小限の合区で是正を図ったものだ」とし、「著しい不平等状態を解消するには不十分だ」と厳しく指摘した。
　判決は二つの弁護士グループが全国１４の高裁・高裁支部に提訴したものの第１弾である。来月までに順次判決があり、上告審で最高裁大法廷が統一判断を示す見通しだ。
　これまで最高裁は国会に選挙制度の抜本改革を強く要請してきた。１０年参院選を「違憲状態」とした際には「定数の振り替えにとどまらず、都道府県単位の選挙区設定を改める立法的措置を講じるべきだ」と言及している。
　また、１２年に「４増４減」した公選法改正では１６年選挙までの抜本的見直しを定めていた。こうした点を踏まえれば、合区を含む見直しが小手先の数あわせと判断されても仕方なかろう。
　判決は「参院議員が持つ地域代表的性質は、投票価値の不平等を正当化する理由として意味づけを失ってきた」と述べ、「都道府県を基礎とする以上、合区の対象となる府県とそうでない府県との間に不公平が生じるのは避けられない」とも指摘した。
　もはや現行制度を維持していては１票の格差是正も、地方の声の尊重も、限界があるということだろう。
　大都市圏への人口流入や地方の過疎が進めば、格差を解消してもいずれ見直しを迫られる。合区となった「鳥取・島根」「徳島・高知」では反発が強く、さらなる合区は地方軽視の憤りを生むばかりであろう。上告審判決がどうであれ、国会は衆参両院の在り方を含めた選挙制度改革の議論を加速させる必要がある。
　その際に大切なのは、人口減少が続く地方の民意を埋没させてはならないことだ。
　合区解消を求めている全国知事会では有識者研究会がおととい、最終報告案として、都道府県ごとの代表制を明記する憲法改正案や、参院を「地方の府」と位置づける国会法改正などを示している。検討に値しよう。
　海外には「州の代表」として発足した米上院のような仕組みもある。いびつな現状を是正するためにはもう先送りは許されまい。 
中國新聞／2016/10/16 10:00

社説　参院「違憲状態」判決／「地方の声」をどう反映

　「１票の格差」が最大３・０８倍となった７月の参院選について、広島高裁岡山支部はおととい、「違憲状態」との判断を下した。
　参院選では、隣り合う２県を一つの選挙区とする「合区」が初めて導入され、１票の格差は前回の４・７７倍から縮小した。判決は選挙自体を無効としなかったものの、現在の状況について「著しい不平等状態が残っている」と指摘。さらなる是正を促した格好である。
　来月にかけて全国の高裁・支部で同様の訴訟判決が続く。司法から厳しい判断が相次いで示される可能性が高い。国会は今度こそ、あるべき選挙制度を具体化してもらいたい。
　判決のポイントは、二つの合区を導入した現在の参院選挙制度について「都道府県を選挙区の単位とする仕組みを極力維持し、最小限の合区で是正を図ったもの」とした点であろう。合区も県単位の選挙区を一部統合した弥縫（びほう）策にすぎないとし、抜本改革へ踏み込むよう強く求めたといえる。
　最高裁は２０１０年と１３年の参院選について違憲状態と判断し都道府県単位の区割りからの変更を求めていた。これを受け、与野党はこれまで全国を１１ブロックに分ける選挙区制の導入などについて議論してきた。しかし自民党の主導で「島根・鳥取」「徳島・高知」の２カ所の合区にとどめた経緯がある。これでは中途半端という指摘は免れまい。
　参院選では人口の少ない県にも最低２議席が配分されてきた。今後、大都市への一極集中と地方の人口減少が進む中、このままでは１票の格差はさらに広がる恐れがある。しかし、だからといって、特定の地域だけが割を食うような合区を拡大させる案は承服できない。
　今回の参院選では、合区となった４県のうち、島根を除く３県で過去最低の投票率を記録した。候補者の存在が遠くなり、有権者の関心が低下した可能性が高い。このまま格差是正のための合区が広がれば、地方の声がますます政治に届きにくくなるに違いない。
　気になるのは、自民党の一部から、選挙制度改革を憲法改正の議論の入り口とする声が出ていることだ。参院議員を地方代表として位置づけ、都道府県から少なくとも１人の議員が選出されるよう改正する内容である。しかし選挙改革を口実に改憲を進めようというのならば、国民の納得が得られるはずもない。
　まず優先すべきは、参院が果たすべき役割と意義をあらためて議論することだ。
　参院はかつて「良識の府」と呼ばれた。しかし近年、衆院が通した議案へのチェック機能は低下している。安全保障関連法が強引に採決された参院特別委員会で、議員がもみ合い混乱する醜態を見せた。衆院を追認するだけなら「参院不要論」に拍車がかかる。
　合区ではなく、比例代表と選挙区の議席配分を見直す方法もある。あるいは議員歳費を大幅に削りつつ定数を増やし格差縮小を図る案も選択肢から排除すべきではあるまい。
　１票の価値の平等と、地方の声の反映を両立させる改革へ、各党は本腰を入れて論争を戦わせてほしい。

社説　参院選違憲状態　 抜本的な見直し論議を
南日本新聞 10/16 付
　７月の参院選について「１票の格差」が違憲かどうかが争われた訴訟の判決で、広島高裁岡山支部は「違憲状態」と判断した。選挙無効の訴えは退けた。
　合区が初めて導入され、１票の格差が最大４．７７倍から３．０８倍に縮小した中での選挙だった。
　しかし、判決は格差縮小に向けた国会の取り組みには一定の評価を示したものの、「著しい不平等状態を解消するには不十分だ」と指摘した。
　二つの弁護士グループが起こした全国１４の訴訟で初めての判断であり、同様の判決が相次ぐことが想定される。
　国会は合区してもなお違憲状態との判断を招いている現状を直視すべきだ。格差解消など抜本的な見直し論議を始めてほしい。
　合区は、「鳥取・島根」「徳島・高知」で実施した。
　合区が、都道府県を選挙区の単位とする従来の参院選の仕組みを変えた点では、定数の増減のみを繰り返した過去の是正策とは質的な違いがあった。
　だが、判決が示したのは、投票価値の平等を優先する観点から、３倍を超える格差を残すような合区は弥縫（びほう）策にすぎないということである。
　今回の判決は、最高裁判断の延長線上にあった。
　２０１０年や１３年の参院選を違憲状態とした最高裁は、都道府県を選挙区とする制度では定数増減による４倍以下への解消が望めないと指摘し、抜本的な見直しを求めていたからだ。
　ただ、投票価値の平等化を一層求めるのは当然としても、それだけでは根本的な解決には程遠いと言わざるを得ない。
　合区した４県では、合区前から反対意見が続出していた。さらに合区を進めるなら、対象地域から「地方切り捨て」との反発が上がるのは必至だ。
　今回は島根を除く対象３県が過去最低の投票率を記録した。候補者３人が徳島県出身の徳島・高知選挙区では、投票率が４６．２６％と全国最下位となった。
　地元となじみのない候補者や、広くなった選挙区への戸惑いなどから、関心が低くなったことが考えられよう。合区解消を求めて全国に揺り戻しの動きも広がる。
　自民党は月内にも総裁直属機関を設け、年内に意見を集約する方向だ。参院側は独自のプロジェクトチームで来月から議論に入る見込みだ。
　国民一人一人の意思を平等に国政の場に反映させる選挙制度をどう構築するのか。改革は待ったなしだ。
中日新聞2016年10月16日
 社説　解散は首相の専権か　週のはじめに考える
　政権内で「解散風」が吹き始めました。来年早々なら衆院議員の任期を約半分残しての総選挙です。そもそも解散は首相の専権事項なのでしょうか。
　来年早々に衆院解散・総選挙はあるのでしょうか。安倍晋三首相は「解散については現在全く考えていないが、その時、その時に適切に判断したい」と繰り返すだけで、言質を与えてはいません。
　とはいえ、自民党の二階俊博幹事長は記者団に「選挙の風は吹き始めている。いま準備に取り掛からない人がいるとすれば論外だ」とまで述べています。政界は動きだしたら止まらない状態です。
うそついてもよい？ 
　首相がはっきり言わないのに、なぜ解散に向けて動きだすのでしょうか。それは衆院の解散は「首相の専権事項」とされ、時期については「うそをついてもよい」とまで言われてきたからです。
　一九八六年、当時の中曽根康弘首相は、その年の初めから、夏に予定されていた参院選との「衆参同日選挙」を考えていましたが、その本音を隠して「死んだふり解散」に持ち込み、自民党を大勝に導きました。
　さかのぼれば五二年、当時の吉田茂首相は「抜き打ち解散」に踏み切ります。吉田首相は自由党内で鳩山一郎氏を支持する鳩山派と対立していました。ひそかに選挙準備を進め、準備不足の鳩山派に打撃を与えるのが目的です。
　首相が解散時期を明言せず、政権にとって一番有利な時期を選んで解散に踏み切れば、準備が整わない野党や対抗勢力にとっては不利になるのは当然です。
　政権与党が衆院の総選挙に勝てば、首相は政権基盤を固めることができ、その後の政権運営や政策遂行がしやすくなります。首相の解散権が「伝家の宝刀」と言われるゆえんです。
「乱用」批判しばしば 
　日本国憲法は六九条で、衆院が内閣不信任決議案を可決または信任決議案を否決した場合、十日以内に衆院を解散するか、内閣総辞職するよう定めています。
　戦後、新憲法下で総選挙は二十四回行われました。任期満了が一回、解散・総選挙は二十三回。このうち不信任決議案が可決されて解散されたのは四回だけです。
　残る十九回は不信任決議案に関係なく「内閣の助言と承認」により天皇が衆院解散などの国事行為を行うと定めた憲法七条を根拠としたものです。「七条解散」と呼ばれます。最初の七条解散が吉田首相の抜き打ち解散でした。
　国会は国権の最高機関です。全国民の代表である国会議員の身分を、行政府の長である首相が意のままに奪っていいわけはありません。七条解散には「解散権の乱用」との批判がしばしば上がります。
　抜き打ち解散では、議席を失った元議員が七条解散は憲法違反であるとして訴訟を起こしました。高裁は七条解散を合憲と認め、最高裁は合憲違憲の判断を避け、元議員の上告を棄却しました。
　このとき、最高裁が採ったのが高度に政治性のある国家行為は裁判所の審査権の外にあるとする、いわゆる「統治行為論」です。以降、七条解散は慣例化します。
　確かに、国論を二分するような問題が浮上したときに、主権者である国民にその判断を仰ぐのは議会制民主主義の日本にあっては、理にかなってはいます。
　しかし、明確な争点がないにもかかわらず、与党の都合で解散に踏み切るのなら、解散権の乱用との批判は免れません。
　最高裁は二〇一四年衆院選における小選挙区間の一票の不平等を「違憲状態」と断じました。格差解消に至らないうちに首相が解散に踏み切るのなら、憲法無視と厳しく批判されなければなりません。
　ましてや、自民党総裁の任期延長や、連立を組む公明党への配慮が理由だとしたら、認めることができるでしょうか。
　自民党内で派閥抗争が激しかった一九七八年、当時の保利茂衆院議長は七条解散を認めながらも、六九条と同一視すべき事態に限られるべきだとした見解を作成したことがあります。首相による恣意（しい）的な解散を戒めたのです。
英国では解散権封印 
　英国では二〇一一年、下院議員の任期を五年とする「任期固定制議会法」が成立しました。政権が都合よく議会を解散するのは不公平だとして、首相の解散権を事実上「封印」するのが狙いです。
　日本は長年、同じ議院内閣制の英国を範としてきました。小選挙区制や党首討論、副大臣制、マニフェスト選挙など近年の政治改革も英国が手本です。解散権の制限も参考にしたらどうでしょう。
　解散権が乱用されるなら、声を上げなければなりません。解散風が吹き始めたからといって、あおられるだけではいけないのです。
時評　１月衆院解散説　大義名分問われるべきだ
デーリー東北10月16日 
　安倍晋三首相が来年１月召集の通常国会冒頭で、衆院解散・総選挙を断行するのではないかとの見方が広がっている。
　安倍氏は「現在全く考えていない」とけむに巻くが、与党内から「選挙の風は吹き始めている。いま（選挙）準備に取り掛からない人がいるとすれば、もう論外だ」（自民党の二階俊博幹事長）などの発言が相次ぎ、解散風はやみそうにない。
　想定されるのは、ロシアのプーチン大統領を迎えて１２月に山口県で行われる日ロ首脳会談で安倍氏が北方領土交渉の進展を図り、その成果をもって「国民の信を問う」というシナリオだ。
　安倍氏はこの選挙に勝ち、その勢いで来年３月の自民党大会で総裁任期の３年延長を決めたい意向とみられる。そうなれば宿願とする首相在任中の憲法改正実現に向け時間的余裕ができるし、２０２０年の東京五輪を首相として迎える可能性も広がるからだ。
　看過できないのは、１月解散説に絡んで「１票の格差」是正前の選挙待望論が公然と語られていることだ。
　最高裁の「違憲状態」判決を受けて、衆院小選挙区定数６減などを反映させた新たな区割り案が来年５月までに勧告される。その後、関連法改正と周知期間を経て新区割りへ移行するが、それに対応する自民党の候補者調整は難航が予想される。勧告前の選挙であれば、そうした面倒は避けられるという理屈だ。この場合、違憲状態とされた現行の区割りのまま選挙が行われることになる。まさに「ご都合主義」であり、批判は免れない。
　解散は首相の「専権事項」とされ、政権党にとって最も有利な政治状況、タイミングを狙って行使することができる。だが国民に対して信を問う以上、それにふさわしい理由や大義名分が必要なことは論をまたない。
　２カ月先の北方領土交渉で成果を上げる確証でもあるのか。ほかに聞こえてくるのは「党利党略」「私利私略」の類いばかり。解散の大義名分が厳しく問われるべきだ。
　「内閣に解散権があるといっても、内閣の都合や判断で一方的に解散できるものではない」
　自民党の重鎮で衆院議長を務めた故保利茂氏の遺稿「解散権について」の一節だ。保利氏は解散権の乱用を戒め、立法府と行政府が対立して国政がまひするか、直前の衆院選で争点にならなかった重大案件が提起された場合に解散を限定する考えを示した。
　解散風に政界が浮足立つ中、傾聴すべき見解といえよう。
神戸新聞2016/10/16
社説　白紙領収書／「問題ない」という非常識
　金額を勝手に書き込んでいいなら領収書の意味はない。永田町ではそんな社会常識も通用しないのか。
　国会議員が同僚の政治資金パーティー代金を支払った際、白紙の領収書をもらい、後から金額などを書き込んでいた問題が浮上した。国会で共産党が指摘し、菅義偉官房長官と稲田朋美防衛相が認めた。
　政治資金規正法は、収支報告書に全支出の領収書を添付するよう義務付けている。政治資金の流れを透明にし、国民の目で厳しくチェックできるようにするためだ。
　指摘によると、白紙に同じ筆跡で書き込まれた領収書は、菅氏で２０１２年から３年間に約２７０枚、総額約１８７５万円分に上り、稲田氏は同時期で約２６０枚、約５２０万円分あった。白紙領収書が常態化していた実態がうかがえる。
　菅氏らの言い分はこうだ。大規模なパーティーで出席者全員に領収書の宛先や金額を記載すると受付が混雑し、進行の支障になる。主催者の了解の下で記載しており、金額の水増しは一切ない。だから、法律上は「問題ない」と。
　だが問題は大いにある。領収書とは支出の目的、金額、年月日を記載した書面である。お金を受け取った側が記載して発行するもので、支払った側が追記するのは適当ではない。総務省が作成した「収支報告の手引き」にそう明記されている。
　金額の書き込みが可能なら、不正の温床になりかねない。地方でも今年８月、富山市議会で白紙領収書を悪用した政務活動費の架空請求が発覚し、市議の大量辞職に発展した。
　驚いたのは、規正法を所管する高市早苗総務相が「領収書の発行者側の作成方法に規定はない」とし、書き込みも「問題ない」との見解を示したことだ。法の趣旨を徹底する立場の閣僚がこれでは、収支報告書への信頼は薄れるばかりだ。法に規定がないから問題ないとの言い訳が通るなら、法に「領収書の作成方法」を定めて取り締まるしかない。
　自民党は、党所属の国会議員に対し、パーティー代金の領収書に金額などを記載して渡すよう通達した。混雑した場合は「事後に所定事項を記載して交付する」とした。
　ここまで言われないと当たり前のことができないのは情けない。国会議員は自ら襟を正し、公明正大な収支報告に努めるべきだ。
社説　ＴＰＰ審議再開　早期承認で自由貿易加速せよ

読売新聞2016年10月15日 06時02分

　環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）承認案の国会審議が始まった。

　貿易立国の日本は、参加１２か国の承認の先陣を切ることで、ＴＰＰ発効の機運を高めたい。

　石原ＴＰＰ相は衆院特別委員会で、協定の意義を「巨大市場を作って経済圏を構築する。新たな成長が期待できる」と語った。「２１世紀型の貿易ルールを作るのがポイントだ」とも強調した。

　ＴＰＰは関税の撤廃・削減だけではない。知的財産の保護強化や労働・環境の規制改革など、多岐にわたる。コンビニやスーパーの外資規制を緩和する国もある。

　発効すれば、この高水準の貿易・投資ルールが次代の国際標準となる可能性が大きい。各国の保護主義の高まりを抑え、自由貿易を加速させることに寄与しよう。

　重要なのは、ＴＰＰ経済圏の拡大が見込まれることだ。

　韓国の周亨煥産業通商資源相は１０日、経団連の訪韓団に対し、ＴＰＰ参加の意向を表明した。フィリピン、インドネシア、タイなども参加に関心を示している。

　岸田外相が特別委で「ＴＰＰの戦略的価値を示すものだ」と指摘したのは適切である。

　将来、中国を新しい経済秩序に取り込み、国際ルールの順守を迫る。そのためにも、まずはＴＰＰの早期発効が欠かせない。

　外国産米が公表価格より安く国内で流通していた問題について、山本農相は「国産米価格への影響はない」と明言している。輸入商社が卸業者に払う「調整金」と呼ばれるリベートは禁止した。

　ＴＰＰが発効すれば外国産米の輸入が増える。農家が不安を持つ不透明な商慣行を正すのは当然である。ただ、輸入米市場は国産米に比べ極端に小さい。野党がＴＰＰの影響試算のやり直しまで求めているのは行き過ぎだろう。

　ＴＰＰ承認案は、先の通常国会に提出され、継続審議になっていた。与党は、１０月中の衆院通過を目指している。条約は、衆院の議決から３０日間で自然承認されるため、１１月３０日までの今国会中の承認が確定するためだ。

　ＴＰＰ慎重論が広がる米国に批准を促すためにも、政府・与党が承認を急ぐのは理解できる。

　民進党は、外国産米の流通実態の農林水産省調査が不十分だ、などと主張し、審議を進めることに消極的な姿勢を示している。

　しかし、政府の対応に問題があるのなら、審議を停滞させるのではなく、特別委での質疑で追及するのが筋だろう。

社説　ＴＰＰ審議入り　影響精査し議論尽くせ
秋田魁新報2016年10月16日 掲載 
　今臨時国会の最大の焦点である環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認案が、衆院ＴＰＰ特別委員会で審議入りした。政府与党は月内に衆院を通過させ、１１月３０日までの会期内の承認を目指すが、民進党など野党は「国益の確保が不十分だ」として対決姿勢を強めている。
　ＴＰＰ承認案の審議がスタートした先の通常国会では、政府が交渉経過に関する文書の大半を黒塗りで出し、情報開示に消極的な姿勢が問題になった。さらに交渉の陣頭指揮を執った甘利明・ＴＰＰ担当相（当時）が金銭授受問題で１月に閣僚を辞任して国会を欠席した上、審議が再三空転。７月の参院選前に承認案は継続審議となった。
　こうした経緯を見ても分かるように、ＴＰＰに関しては交渉経過などについて依然不明な部分が多く、暮らしや経済に及ぼす影響について国民の理解が深まったとは到底言えない。
　政府与党は早期承認に全力を挙げる構えだが、不明な点については丁寧に説明するのが当然だろう。承認ありきといった前のめりの姿勢は慎まなければならない。与野党は交渉内容や影響について精査し、国益にかなうかどうか審議を尽くすべきである。
　ＴＰＰは工業製品や農産物の関税撤廃・引き下げをはじめ、投資の保護など自由貿易拡大のため幅広い分野でルールを定めている。昨年１０月に参加１２カ国で大筋合意し、今年２月の署名によって内容が確定した。発効するには各国の議会承認などの手続きを経なければならない。
　輸出関連業界などはＴＰＰの早期発効を期待するが、米国やオーストラリアなど参加国からの攻勢にさらされることが予想される農業分野では不安を感じている生産者が多い。交渉で「聖域」の重要５項目に位置付けたコメでは関税を維持したものの、新たな無関税の輸入枠が設定された。牛・豚肉の関税は将来の大幅引き下げが盛り込まれている。
　特に「コメへの影響はゼロ」とする政府のＴＰＰ影響試算には生産者から「楽観的過ぎる」と批判が強まっていた。そうした中で発覚したのが国が管理する輸入米の入札で行われていた不透明な取引である。
　この取引では、落札した卸売業者への輸入業者からのリベートが横行し、輸入米が国産米より安く市場で売られていた疑いが出ている。政府は輸入米の入札価格が国産米と同程度だから「影響はゼロ」としてきただけに、不透明な取引が事実とすれば影響試算の前提は崩れる。生産者らの不信感は募っているだけに、政府は早急に問題を究明して特別委に報告すべきだ。
　交渉の経緯を明らかにするには甘利氏を特別委に呼んで説明を求めることが不可欠だ。各分野におけるＴＰＰの国内対策も具体的な内容の検討は始まったばかりであり、審議には十分時間を割く必要がある。
社説　ＴＰＰ　丹念な審議で「光と影」を
西日本新聞　2016年10月15日 10時47分 
　今臨時国会最大の焦点である環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認案と関連法案の審議が１４日、衆院特別委員会で始まった。
　安倍晋三首相は協定を「他国に先駆けて承認し、早期発効に弾みをつける」として今月中の衆院通過を目指している。だが、協定の内容は複雑かつ専門的で依然、国民の多くが合意内容を十分に理解できているとは思えない。まずは丹念な審議で協定の「光と影」を分かりやすく示すことが大切ではないか。はなから「日程優先、承認ありき」という話ではない。
　環太平洋地域の１２カ国が、域内の関税撤廃や経済活動に関わるルールについて合意したＴＰＰは全３０章からなる。日本が海外からの輸入にかけている関税が全貿易品目の９５％で撤廃されること、そして扱うルールも貿易、投資、知的財産、環境、労働など多岐にわたることが大きな特色だ。国民の誰もが仕事や生活で何らかの影響を受ける協定といっていい。
　まず影響が大きいのは農家だ。輸入農林水産物のうち８２％の関税が撤廃される。海外の農産物が安く手に入ることになれば消費者には朗報だが、農家は価格競争で大打撃を受けると反対している。
　農家以外の影響も見逃せない。例えばビザの要件緩和で域内の海外出張や転勤の利便性が向上し、海賊版の取り締まりは強化される。著作権保護が作者の死後５０年から７０年に延長され、税関手続きも短縮される。審議では、こうした変更点や新ルールをきちんと説明してほしい。さらに協定発効で食の安全は保てるのか、医療や保険制度が変質する懸念はないか、試算通り７９万５千人もの新規雇用が生まれるのか…そんな疑問にも政府は誠実に答えてもらいたい。
　日本の将来を考えると、経済連携がもたらす利益は重要だ。グローバル化への対応も欠かせない。ただＴＰＰが経済協定の枠を超えて安全保障政策の一環とも強調されるのは気に掛かる。まずは純粋に経済的得失をつまびらかにすることから始めるべきだ。前のめりにならず丁寧な審議を求めたい。 
論説　ＴＰＰ審議入り　「承認ありき」は許されぬ
佐賀新聞2016年10月15日 05時00分 
　今国会最大の焦点である環太平洋連携協定（ＴＰＰ）が審議入りした。米国が承認するか不透明さが増す中、日本政府の前のめりの姿勢ばかりが目立つ。
　ＴＰＰは日米を中心にした環太平洋地域１２カ国で構成するが、これまでに協定を承認した国はない。主導してきた米国で反対の機運が高まっており、発効するかどうかさえ見通せない情勢だからだ。
　オバマ大統領は推進の構えを崩していないものの、米議会内は反対意見が強い。オバマ氏に残された任期は来年１月までで、次期大統領候補は民主党のクリントン氏も共和党のトランプ氏も、いずれも反対を打ち出している。
　日本政府としてはいち早く承認してオバマ氏を後押ししたい考えだが、果たしてどれほどの効果があるだろうか。
　ＴＰＰはこれまで、外交上の「守秘義務」を理由に十分な情報が開示されてこなかった経緯がある。共同通信が先月実施した世論調査でも「臨時国会にこだわらず慎重に審議すべきだ」とする意見が７割を超えており、国民の理解はまったく進んでいない。
　政府は「世界のＧＤＰの４割を占める巨大市場になる」などと、ＴＰＰのメリットばかりを強調するが、デメリットはどうか。
　発効すれば、農林水産物や工業品を合わせて全体の９５％の関税が撤廃される。競争力が高い工業分野はともかく、守り抜くとしてきたコメなど重要５項目の「聖域」も大幅に譲歩してしまった。農林水産物では最終的に８２％が国際競争に直接さらされることになる。
　最も気がかりなのは、日本の農林水産業にどれほどの影響が出てくるのかだ。食の安全は確保されるのか、食糧自給率は落ち込まないか、異常気象で不作に見舞われても安定的に食糧を確保できるのか。食の安全保障の観点から、不安要素は尽きない。
　政府の試算では、日本の実質ＧＤＰが約１３兆６千億円押し上げられる一方、農林水産物の生産減少額は約１３００億～２１００億円にとどまるという。この数字だけみれば、影響は限定的であり、日本経済全体からみれば、プラス効果のほうが圧倒的に大きいというわけだ。
　本当だろうか。
　東大大学院の鈴木宣弘教授の研究グループの試算では、農林水産物の減少額は１兆５５９４億円に達する。政府の試算と比べて１０倍近い損失だ。佐賀県内に限っても、県内の農畜産物生産額は全体の４分の１に当たる最大２７５億円が失われ、７５００人の雇用がなくなるという。
　政府はあまりにも過小に見積もってはいないか。最悪のケースに備えて、対策の道筋をはっきりと示す責任がある。
　ここにきて、輸入米をめぐる不透明な取引が明らかになってきた。国が管理しているにもかかわらず、輸入米が安価に流通していたという疑惑である。売買同時入札（ＳＢＳ）は輸入米に対して事実上の関税を課す仕組みだが、安価に市場を流通する“抜け道”があるようだ。これでは、国産米を守るはずの仕組みに実効性はないという証しではないか。
　どのようにして国内農業を支えるのか、形ばかりの対策では許されない。（古賀史生）
論説　監視社会　個人情報は守られるのか

福井新聞2016年10月16日午前7時30分

　【論説】「監視社会」を助長するかのような政治の動きが顕著になっている。５月に成立した刑事司法改革関連の一つで盗聴法とも呼ばれる「通信傍受法」の対象に新たに９犯罪が追加され、１２月１日実施の政令が先ごろ閣議決定された。警察は振り込め詐欺など特殊詐欺捜査の切り札になると乗り気だが、その先に市民の日常会話まで拾う「会話傍受」が視野に入る。
　さらに傍受拡大の陰には悪法と名高い「共謀罪」が見え隠れする。３回の廃案でも成立に躍起の政府は「テロ等組織犯罪準備罪」と名を変え復活を狙う。
　昨今、防犯カメラが増殖し映った人物を瞬時に照合する「顔認証」システムの導入もスタート。違法性が問われる衛星利用のＧＰＳ捜査も警察任せで密行する。全方位からの「監視」の網が着実に強化されつつある。
　■９犯罪が対象に追加■
　警察が電話、メールの内容をチェックする通信傍受は、憲法で保障される「通信の秘密」との関係から限定的に行われ、事件数にして現在年１０件前後（警察庁）という。薬物、銃器、集団密航、組織的殺人の４種の犯罪捜査に限られ、傍受した内容は裁判の証拠となる。
　改正により組織的な詐欺や窃盗のほか障害、放火、児童ポルノ製造・提供など９犯罪が追加された。傍受の際の通信事業者の立ち会いもなくした。傍受データを暗号化して警察施設に送り、使い勝手を良くした。
　通信傍受の本格運用には法制審議会部会で「第三者の立ち会いがなく乱用の恐れがある」と慎重論が根強かった。最終的に特殊詐欺による高齢者の深刻な被害実態が議論を方向付けた。
　だが、通信傍受は警察の裁量による部分が大きい。これまでのように情報公開が不十分では解釈や運用の仕方に疑念が生じ、チェックや検証をどうするのか国民は不安である。適正な運用を求めたい。
　■テロに隠れる共謀罪■
　通信傍受拡大と連動して「共謀罪」が現実味を帯びる。犯罪を実行する話し合い（合意）段階で処罰できるようになるが、実証が難しく徹底した監視と情報収集が欠かせない。通信傍受が一層重要な捜査手法として活用される理由である。
　共謀罪法案は国会で激しい論戦が繰り広げられ、世論の強い反発で廃案を繰り返してきた経緯がある。ところが昨今、イスラム過激派などによるテロが頻発、海外で日本人が被害に遭うケースも出てテロ防止へ国民の意識も変わりつつある。世界が立ち向かう強い姿勢をみせ、国連の「国際組織犯罪防止条約」には１８０カ国が締結。２０２０年東京五輪を控える日本もテロ対策重視を前面に掲げた。
　「最も世論の反発が避けられる機会を探っていた」と政府関係者が言うように、国民受けの悪い共謀罪は「テロ等組織犯罪準備罪」に姿を変え、来年の通常国会に登場する。
　■市民の会話も丸裸に■
　テロ準備罪は組織的犯罪集団に限定するほか、犯罪実行の準備行為がないと処罰されないが、犯罪集団も準備行為も定義がはっきりしておらず、共謀罪であることに変わりない。
　警察は特殊詐欺の拠点などに送信機を仕掛け会話を盗聴する「会話傍受」も検討している。捜査上なら市民の日常会話も丸裸にされかねず、プライバシー侵害の懸念から反発は必至だ。
　こうした監視強化の流れに、メディア法が専門の田島泰彦・上智大教授は「抑制的だった監視カメラや盗聴が捜査で当たり前に活用されるようになった。テロが相次いでおり、しょうがないと市民の大きな反対も起きなくなっている」と、監視社会の危うい構造に警鐘を鳴らす。
　日常化したインターネットもわれわれの生活をのぞく格好の装置になり得る。いつどこにいても知らず知らず「見られている」監視社会とは何とも嫌な響きである。（大塚　潤三）

徳島新聞10月16日付  
社説　核実験自制決議  禁止条約制定の一歩に  
　「核兵器なき世界」への一歩になるだろう。
　国連安全保障理事会が、包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）に関する会合で、あらゆる国に爆発を伴う核実験の自制を求める決議を採択した。　決議は米国が主導して作成したもので、核兵器廃絶を掲げるオバマ大統領の決意を改めて示したとも言える。
　５回目の核実験を強行した北朝鮮をけん制する役割も果たしている。
　決議では、ＣＴＢＴの発効要件となる国も含め、遅滞なく批准するよう促すとし、早期発効の重要性と緊急性も強調している。核拡散防止条約（ＮＰＴ）を、「核不拡散体制の要で、核軍縮を追求する重要な基礎」と位置付けた。
　だが、手放しでは評価できない。米国が理事国に非公式に示した決議草案には、法的拘束力を強める「国連憲章７章の下で行動する」との文言が入っていたが、拘束を嫌う常任理事国の中国やロシアの反対を受けて削除された。決議の内容が骨抜きになったとの批判は免れない。
　さらに、米国ではオバマ政権が目指しているＣＴＢＴの批准のめどが立っていない。野党共和党が多数を握る議会が反対しているためだが、これでは、非核保有国への示しがつくまい。
　オバマ政権は、核の先制不使用を宣言することも検討してきたが、「核の傘」の弱体化を懸念する同盟国や軍の抵抗は強い。
　安保理は２００９年、オバマ氏やロシアのメドベージェフ前大統領ら常任理事国の首脳が議場にそろう中、核なき世界への決意を示す決議を採択した。「より安全な世界の希求と核兵器のない世界に向けた条件の構築」をうたった歴史的な決議だった。
　その決意は何だったのかと思えるほど、米ロの核兵器の削減交渉も含めて、核廃絶に向けた歩みは遅い。
　そんな中、国際社会が核兵器禁止条約制定に向けて動き始めたことに注目したい。核軍縮の遅れに対する非核保有国の不満を映したものだ。
　国連総会第１委員会は今月に入って、軍縮の討議を始めた。核兵器禁止条約の制定を目指すオーストリアなど非核保有国が提出した決議案が、採択されるかが焦点だ。
　決議案では、核兵器の使用によってもたらされる人道的に破滅的な結末に「深い懸念」を表明。１７年に会議を開き、廃絶に向けて核兵器を禁止する法的拘束力のある文書の制定交渉に入るよう求めている。
　採択されれば、国連で初の核兵器禁止条約交渉となるだけに、意義は極めて大きい。
　残念なのは、核兵器を安全保障の切り札とする米国、英国、フランス、ロシア、中国の安保理５常任理事国が、決議案に反対の立場を取っていることだ。
　日本は米国の「核の傘」の下にあるが、唯一の被爆国である。核廃絶への決意が試されよう。
社説　ボブ・ディラン氏　歌に宿った高い文学性
毎日新聞2016年10月15日　東京朝刊
　ノーベル文学賞の歴史上、一つの事件と言えるだろう。米国のシンガー・ソングライター、ボブ・ディラン氏にノーベル文学賞が授与されることが決まった。 
　歌手の受賞は初めてであり、世界中で歓喜と当惑を持って受け止められている。選考の経緯は５０年たたないと公表されないが、文学の概念が拡大したと捉えることもできる。 
　スウェーデン・アカデミーは授賞理由を、「米国の歌の伝統において新たな詩的表現を創造した」と説明した。西欧では概して詩人の評価が高く、第１回文学賞もフランスの詩人に与えられた経緯がある。 
　その先例にならえば、ディラン氏の受賞は原点回帰とも受け取れる。アカデミーは、古代ギリシャの詩人のホメロスらを引き合いに「彼らは人々に聞かれることや演奏されることを前提に詩を書いた。ディラン氏も同じやり方だ」と称賛した。 
　ディラン氏は、１９６０年代初頭に公民権運動やベトナム戦争の時代を背景に、若者から熱狂的な支持を得た。ディランの名は、英ウェールズ出身の詩人、ディラン・トーマスに傾倒し、自ら思いついたという。 
　「何回砲弾が飛び交えば／永遠に禁止されるのだろう」。代表曲「風に吹かれて」は、反戦歌として受容されながら、安直に答えを出さずに問い続ける大切さを訴えている。 
　メッセージ性の強い「プロテストソング（抵抗の歌）」の旗手として有名にはなったが、その歌詞はさまざまな解釈が可能で、深みと広がりがある。当初は、問いかけが曖昧という声もあったほどだった。 
　欧米ばかりでなく日本のミュージシャンにも強い影響を与えてきた。 
　「ボブ・ディランがいたから今日があるような気もする。多くのことがそこから始まったと思うのだ」。７０年代にヒットを飛ばした吉田拓郎（よしだたくろう）氏の言葉がそれを雄弁に物語る。 
　聖書などあらゆる言葉を歌詞に生かし、新たな文学性を切り開いてきたディラン氏は、正に「口語で表現する偉大な詩人」（アカデミー）という評価に値する。 
　今回の受賞からは欧州に偏ってきた選考の変化もうかがえる。米国には前評判の高い文豪らが控え、２０１３年はカナダの作家が受賞した。 
　「理想主義的傾向を持つ最も優れた作品を書いた人」というノーベル賞創設者、アルフレッド・ノーベルの遺言に、アカデミーが新たな解釈を加えたとも言えるのではないか。 
　多くの問題を抱えながら、社会を改革しようと人々が苦闘した時代にディラン氏はデビューした。それから５４年の長きにわたり新しい創造を続ける姿は、現代人にも強い改革のメッセージを投げかけている。 
社説　ディラン氏に文学賞　可能性の広がりを歓迎

岩手日報2016.10.16

　米シンガー・ソングライター、ボブ・ディラン氏のノーベル文学賞受賞は、文学というものの概念の変質を世界中に印象付ける一つの「事件」と言えるだろう。当初、今月６日とされていた発表予定が１週間先送りされた理由も、よく分かるというものだ。

　選定したスウェーデン・アカデミーは、その理由を「米国音楽の偉大な伝統の中に新たな詩的表現を創造した」とするコメントを出した。ディラン氏を選ぶに当たって、例年に増して熟議を要したのは想像に難くない。

　ノーベルの遺言は、文学賞を「最も理想主義的で顕著な業績を成し遂げた人物へ」と規定。さまざまに解釈できることから、スウェーデン・アカデミーは時代によって基準を変えてきたとされる。今回の授与も、そうした文脈の中で捉えるべきなのだろう。

　文字に書かれたものを読むという文学のイメージに音楽性が加わることで、ホメロスに代表される古代ギリシャ以来の「吟遊詩人」の伝統がよみがえる印象もある。それを歓迎する向きもあれば、否定的な見解もある。

　文学賞の歴史をたどれば、１９０２年のモムゼンは歴史学者、２７年には哲学者ベルグソン、５０年には哲学者・数学者のラッセルらが受賞。当初は内容や様式に文学的価値があれば良かったという。

　対象を「文学」に限定したのは、５３年に英国の政治家チャーチルが受賞して物議を醸して以降。以後は小説家や劇作家、詩人に限られてきた。

　世界中で、ディラン氏関連の本は１５０種以上という。書籍ならぬステージでキャリアを築き、書くより書かれる側にあったディラン氏の受賞は、文学の概念をめぐる議論として尾を引くに違いない。

　ディラン氏は、公民権運動やベトナム戦争に揺れる１９６０年代の米国を中心に展開された「カウンター・カルチャー」（対抗文化）の象徴とされた。カウンター・カルチャーが「対抗」するのは既存の文化や体制だ。

　その論でいけば、ディラン氏の受賞は、その文化を体制が文化として認めた結果とも言える。「最も理想主義的で顕著な業績」を求めるノーベルの遺志に沿ってディラン氏を評価するために、文学賞の方が変わらざるを得なかったのではないか。

　暗喩や隠喩がちりばめられた歌詞は時代により、あるいは聴き手によってさまざまに解釈される。「『おまえはおまえらしく生きろ』というメッセージを感じる」という作家片山恭一さんの言葉に、共感するファンは多いだろう。

　分裂、孤独、差別と戦争。時代がディラン氏を求める状況は変わらない。「文学」の可能性の広がりを歓迎する。

社説　ディランさん　新たな地平開く文学賞
信濃毎日新聞10月15日 
　ノーベル文学賞の長い歴史の中で画期的な出来事である。
　今年の文学賞は、米国のシンガー・ソングライター、ボブ・ディランさんに授与されることに決まった。
　歌手が受賞するのは初めてだ。賛否が入り乱れ、世界中で大きな話題となっている。
　ディランさんは１９６２年にデビューして以来、米国のポピュラー音楽界をけん引してきた。日本をはじめ、各国の歌手にも大きな影響を与えている。
　スウェーデンのアカデミーは授賞理由を「米国音楽の偉大な伝統の中に新たな詩的表現を創造した」と述べた。文学賞に地平を開いたことを歓迎したい。
　「幾つの耳があれば（為政者は）人々の叫び声が聞こえるのか」（風に吹かれて）「あなたたちは世界大戦に勝てると僕に信じ込ませようとしている」（戦争の親玉）「大統領だって時には裸で立ち尽くさねばならない」（イッツ・オールライト・マ）…。
　ディランさんは黒人の差別解消を求めた公民権運動や米国が介入したベトナム戦争などで社会が揺れる中、権力に抗議する歌で若者や弱者の支持を集めた。
　内心は複雑だったようだ。自伝には「反抗の兄」といった紋切り型のイメージが定着することへの反発が記されている。
　ディランさんには美しいラブソングや宗教的な内容の歌もある。聴き手や業界に迎合することをよしとせず、歌いたいことを歌にする姿勢を貫いてきた。それが最大の持ち味ではないか。
　歌詞は難解なものも多い。聴き手に解釈を委ね、想像力をかき立てるのも魅力だ。
　今回、文学賞は小説家や詩人に与えられるべきだとの批判が出ている。けれど、西欧の吟遊詩人のように、詩と音楽は古くから密接な関わりを持ってきた。音楽が大衆化し、消費される現代にあって歌の力を示し続けているディランさんの功績は大きい。
　スウェーデンのアカデミーは「偉大な詩人であり、文学賞に値する。絶えず自己を変革し、新たな個性を生み出してきた」と評価した。納得いくものだ。
　７５歳のディランさんは今も世界ツアーをしている。今春の来日公演のアンコールは５３年前に発表した「風に吹かれて」だった。
　「何回砲弾が飛び交えば永遠に禁止されるのだろう」という問いの重さは今も変わらない。答えを出せない国際社会に厳しいメッセージを発し続けてほしい。 

神戸新聞2016/10/15
社説　ディラン氏受賞／文学界に投じられた一石
　議論を呼ぶことは主催者も予想していたようだ。案の定、各地で賛否の声がわき起こっている。
　今年のノーベル文学賞が米国のシンガー・ソングライター、ボブ・ディラン氏に授与されることになった。自ら詞を書き、作曲して歌う。反戦や人種差別への抵抗など、強いメッセージを込めた歌は「プロテストソング」（抗議の歌）と呼ばれ、他のミュージシャンや若い世代に大きな影響を与えた。
　歌詞を「詩」と捉えれば、立派に文学のジャンルとなる。ノーベル・アカデミーは「米国音楽の偉大な伝統の中に新たな詩的表現を創造した」と選考理由を説明した。
　文学界からは「これが文学か」と批判が聞かれる。確かに歌詞を評価した賞の授与は異例だろう。だが逆に「文学とは何か」という問いを投げ掛けたともいえる。
　ディラン氏の存在の大きさは世界中が認めている。まずは５０年以上に及ぶ偉業を素直にたたえたい。
　近年、名前は何度も取りざたされていた。とはいえ、やはり受賞は意外だったのだろう。発表の場で拍手が起こるまで少し間があった。
　今回、有力視されていたのはケニアの作家やシリアの詩人であり、村上春樹氏にも「今年こそ」の期待が寄せられた。いずれも伝統的な文学の作家たちである。ギターを弾き、しわがれ声で歌うディラン氏は「異なる世界の住人」と言っていい。
　デビューした１９６０年代は、米国がベトナム反戦や公民権運動などで揺れた時代だった。「どぶで死んだ詩人の歌を聞いた…そしてひどい雨が降りそうだ」（「はげしい雨が降る」）などと、世の不条理をあくの強い歌詞で歌う。その言葉は聞く側の心に突き刺さった。
　社会学者の南田勝也・武蔵大教授が本紙で指摘したように、ラブソングを主に歌った初期のビートルズとは対照的な歌の世界といえる。
　古代ギリシャの時代から、詩人は人々に朗読され、聞かれることを想定して創作したという。多くのファンやミュージシャンに親しまれ、歌われ続けるディラン氏の創作を詩の「原点回帰」とみる人もいる。
　文学賞にふさわしいかどうか。トルストイも逃したとされる賞である。ディラン氏の歌詞にあるように、答えは「風に吹かれている」。見方によって答えは変わるだろう。
論説　ディラン氏にノーベル賞／混迷は今も続いている 

山陰中央新報'16/10/15

　米シンガー・ソングライターのボブ・ディラン氏は、現代世界で孤独に暮らす大衆の心をつかんだ。国家が近代化する過程で生まれる漂流感は世界共通の現象で、ディラン氏が国境を超えて同時代人を魅了した理由はそこにある。
　ノーベル文学賞は世界的に人気がある米国の文学者に２０年以上授与されておらず、反米国、反人気作家的なエリート主義が批判されてきた。大衆とともに歩むシンガー・ソングライターに初めて授与する決断を評価したい。
　文学や言葉がさまざまな形で楽しまれる時代だ。スウェーデン・アカデミーは「米国音楽の偉大な伝統の中に新たな詩的表現を創造した」と授賞理由を述べた。世界の音楽状況を革命的に変えた点も納得できる。
　ディラン氏が彗星（すいせい）のように出現した１９６０年代の米国は荒れていた。白人の根深い人種差別に対する黒人の公民権運動は暴動を全米で起こし、人種対立は先鋭化した。５０万人の兵士が送られたベトナム戦争の泥沼は修復不能な分裂をもたらした。冷戦のさなかキューバ危機を代表とする核戦争と世界消滅の危険は身近に感じられた。
　そんな絶望の中、ディラン氏は「風に吹かれて」など、メッセージを込めたプロテストソング（抗議の歌）で世界の若者を揺さぶった。だが、特徴は押し付けがましい「答え」を示さないことだ。疑問形、比喩の連続は、聴く者に自ら答えを考える「自由」を与えた。
　そこには、近代化された社会で、上からの指示ではなくて孤独の中でも威厳を保ち自ら考える以外には生きていく道はないのだという気概がある。旅や放浪をイメージさせる歌詞は、「束縛」から脱した現代人の持つ共通感覚がうかがえる。その意味では近代化が最も進んだ米国だからこそ誕生した作家だ。
　戦後の米国文学は、詩人ギンズバーグの「吠える」、小説家ケルアックの「路上」などビート世代が、豊かな生活の裏に潜む空虚さに悩む若者を引きつけた。ディラン氏はこの流れを継いでそのしわがれた声をフォークという音楽に乗せて世界的人気を得た。
　恋愛を主なテーマとしたそれまでの米国のジャズやポピュラー音楽とは異質の文学性は、その後のビートルズやロック、レゲエ、ラップなどにつながる詩重視の先駆けだった。歌詞、旋律を作り、歌うというシンガー・ソングライターの地位を世界的に確立したのもディラン氏の功績だ。
　ディラン氏の歌は既成秩序に挑戦するカウンターカルチャー（対抗文化）の象徴として受け止められ、６０年代から世界中で起きた若者の反抗という静かな革命に並走した。そんな潮流への既成勢力側の不満の爆発が、今のトランプ現象を代表とする揺り戻しの動きと言えるかもしれない。
　ディラン氏の登場から半世紀以上。当時テーマとなった人種差別も対立も戦争も終わるどころか、混迷は深まっている。戦火の中で息を潜めて暮らすシリア人や地中海を小型船に鈴なりとなって渡る難民、銃撃戦に身を伏せる米市民の姿は、ディラン氏が描いた風景に当てはまる。「飢えはひどく、魂は忘れ去られた」（「はげしい雨が降る」から）情景は、なおも世界を覆っている。


社説　ディラン氏にノーベル賞

宮崎日日新聞2016年10月15日

◆束縛からの解放 世界を魅了◆
　スウェーデン・アカデミーがノーベル文学賞を授与すると発表したボブ・ディラン氏は、現代世界で孤独に暮らす大衆の心をつかんだシンガー・ソングライターだ。
　国家が近代化する過程で生まれる漂流感は世界共通の現象で、ディラン氏が国境を越えて同時代の人を魅了した理由はそこにある。大衆とともに歩む芸術家に授与する決断を評価したい。
自ら答え考える自由
　文学、言葉がさまざまな形態で楽しまれる時代だ。同アカデミーは「米国音楽の偉大な伝統の中に新たな詩的表現を創造した」と授賞理由を述べており、世界の音楽状況を革命的に変えた米国音楽をたたえた点も納得できる。
　ディラン氏が彗星（すいせい）のように現れた１９６０年代の米国は荒れていた。白人の根深い人種差別に対する黒人の公民権運動は暴動を全米で起こし、人種対立は先鋭化した。５０万人の兵士が送られたベトナム戦争の泥沼は修復不能な分裂をもたらした。冷戦のさなかキューバ危機を代表とする核戦争と世界消滅の危険は身近に感じられた。
　そんな絶望の中、ディラン氏は「風に吹かれて」などメッセージを込めたプロテストソング（抗議の歌）で世界の若者を揺さぶった。だが、押しつけがましい「答え」を示さなかった。疑問形、比喩の連続は、聴く者に自ら答えを考える「自由」を与えた。
　そこには、孤独の中でも威厳を保ち、自ら考える以外には生きていく道はないのだという気概がある。旅や放浪をイメージさせる歌詞は、「束縛」から脱した現代人の持つ共通感覚がうかがえる。その意味では、近代化が最も進んだ米国だからこそ誕生した作家だ。
詩重視の音楽先駆け
　戦後の米国文学は、詩人ギンズバーグの「吠える」、小説家ケルアックの「路上」などビート世代が、豊かな生活の裏に潜む空虚さに悩む若者を引きつけた。ディラン氏はこの流れを継いで、そのしわがれた声をフォークという音楽に乗せて世界的人気を得た。
　恋愛を主なテーマとしたそれまでの音楽とは異質の文学性を持ち、その後のビートルズやロック、レゲエ、ラップなどにつながる詩重視の音楽の先駆けとなった。シンガー・ソングライターの地位を世界的に確立したのも功績だ。
　その歌は既成秩序に挑戦するカウンターカルチャー（対抗文化）のシンボルとして受け止められ、６０年代から世界中で起きた若者の反抗という静かな革命に並走した。
　ディラン氏の登場から半世紀以上がたった今、当時テーマとなった人種差別も対立も戦争も終わるどころか、混迷は深まっている。
　戦火の中で息を潜めて暮らすシリア人、地中海を小型船で渡る難民、銃撃戦に身を伏せる米市民の姿は、ディラン氏が描いた風景にぴたりと当てはまる。「飢えはひどく、魂は忘れ去られた」（「はげしい雨が降る」から）情景は、なおも世界を覆っているのだ。 

社説　[ノーベル文学賞] ディラン氏受賞を祝う
南日本新聞 10/15 付
　時代の代弁者、吟遊詩人、ロック界の異端児－。
　さまざまに尊称される米シンガー・ソングライターが最高の栄誉に輝いた。ノーベル文学賞に選ばれたボブ・ディラン氏である。
　歌手の文学賞受賞は初めてのことだ。文学賞が既成の枠を超えて授与されることを歓迎したい。
　デビューから半世紀以上、ディラン氏は７５歳の今も世界の人々を魅了する歌を発表し続ける。その活動に敬意を表し、ノーベル賞受賞を祝福したい。
　授賞を発表したスウェーデン・アカデミーは、「米国音楽の偉大な伝統の中に新たな詩的表現を創造した」と称賛した。
　代表曲の「風に吹かれて」にみられる反戦や人種差別への抵抗など、社会と時代を映し出してきた歌詞が高く評価された。日本のシンガーも強い刺激を受けた。
　「いくつ耳があれば　（為政者は）民衆の叫びが聞こえるのか」
　「何回砲弾が飛び交えば　永遠に禁止されるのだろう」
　「風に吹かれて」のこの歌詞は１９６０年代の公民権運動を進めベトナム反戦を盛り上げた。
　歌に若者らが呼応して運動が拡大するなど、社会に大きな影響を与えたのである。
　世代や時代の代弁者の面目躍如だが、本人の思いは違った。
　２００４年に出版された回顧録では「最大の関心は平凡な家庭を築くこと」と述べ、代弁者を否定していた。
　反戦の主張は代償も伴った。「風に吹かれて」は韓国で放送禁止になり、解禁されたのは１９９４年のことだ。
　歌手の文学賞受賞に米国内では賛否が割れている。
　ディラン氏は９７年の文学賞に推薦されたこともあり、「授与は遅すぎた」と書く新聞がある一方、「書籍でなく、ステージでキャリアを磨いた人」への授与は「衝撃的」だとするラジオもあった。
　ニューヨーク・タイムズ紙（電子版）はオピニオン面で、論説委員が「残念な決定だ」と署名入りで授与を批判した。
　こうした批判はあたるまい。文学賞の選考基準は時代で変わるからだ。過去には歴史学者や哲学者・数学者も栄誉に浴し、英国の元首相チャーチルも受賞した。
　問題は「風に吹かれて」が発表された当時と、現代の状況がさほど変わっていないことだ。
　冷戦やあからさまな米ソ代理戦争は終わったものの、テロが頻発し難民は世界にあふれている。
　「どれだけ涙を流せば、悲劇は終わるのか」。ディラン氏の文学賞受賞は現代への警句でもあろう。
社説　ディラン氏ノーベル賞　文学の殻に穴を開けた

沖縄タイムス2016年10月16日 09:00

　ノーベル文学賞の受賞者が発表された１３日夜、インターネット上には驚きの投稿が相次いだ。

　「ちょっと待て　同姓同名じゃなくて　あのボブ・ディランなのか？」

　「村上春樹がまた逃がしたとかそういう次元の話ではなくなってしまったな　ノーベル文学賞ってなんだっけ？」

　今年の受賞者は、世界的な人気作家で今度こそはと期待された村上春樹氏（６７）ではなく、シンガー・ソングライターのボブ・ディラン氏（７５）だった。一体、誰がこの結果を予想し得ただろうか。

　ディラン氏は、「風に吹かれて」のようなメッセージ性の強い音楽によって既成の秩序や権威に抗い、１９６０、７０年代、世界の若者に圧倒的な影響を与えた。

　アメリカのカウンター・カルチャー（対抗文化）を象徴する存在だった。

　「敗者がいずれ勝つこともある　時代は変わっていくのだ」「どれだけ多くの人が死ななければならないのか　無益な死と知るために」

　ディラン氏は、怒りや悲しみを込めた言葉によって大衆性を獲得し、同時に、イメージ豊かな詩的な言葉によって文学性を打ち出した。

　ポピュラー音楽の歌詞には紋切り型の陳腐な表現が少なくないが、暗喩や隠喩がちりばめられたディラン氏の歌詞は「ポピュラー音楽の歌詞を詩に高めた」と評価される。

　ディラン氏への授賞に対し世界の文学界には賛否両論が渦巻いているようだが、ここは文学の古い殻に穴を開ける積極的な試みだと前向きに受け止めたい。

■　　　　■

　文学的な洗練された言葉が独特のメロディーに乗って、しわがれた声によって紡ぎ出されたとき、その音楽は人を動かし、人の想像力を刺激する強い力を発揮する。

　メロディーと声と言葉が一体となって訴えかけてくるのがディラン氏の音楽だ。

　ガロの「学生街の喫茶店」に「学生でにぎやかなこの店の　片隅で聞いていたボブ・ディラン」という印象的な歌詞がある。彼の音楽は６０年代、日本の若者に大きな影響を与えた。

　村上春樹氏もその一人である。村上氏の作品には、それまでに読んだ小説や好んで聴いた音楽の話が随所にちりばめられているが、ボブ・ディランというミュージシャンが彼にとって重要な存在だったことが分かる。

　明朗でクセのない文体、機知に富んだ会話、多彩な比喩。アメリカ文学の影響を受けた村上氏の小説はたちまち若者の心をつかんだ。

■　　　　■

　都市中間層の若者は、ポップカルチャーという世界共通の文化基盤を持っている。村上氏はそこに依拠し、都市に住む若者の寄る辺ない不安や心の闇を描いて商業的にも大成功を収めた。

　下馬評の高かったその村上氏が賞を逃し、予想外のディラン氏が受賞したのはなぜだろうか。選考過程が明らかにされていない以上、両者を比較して詮索するのはよそう。

　ここは村上氏とともにディラン氏の受賞を喜ぶのが慎みというものだろう。
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